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Ⅰ 理念・使命・方針 

 

１ 高知県立大学の理念 

本学は、平和な社会の発展及び人々の生活の質向上に向け、知の創造に寄与する学術研究を行うとともに、

地域志向の教育研究を通じ、地域の文化の発展と健康・福祉の向上に貢献することを理念とします。 

 

２ 使命 

これまで本学は、学生の主体的な学びと他者を尊重する姿勢を育み、地域に開かれた知の拠点として、地

域社会の課題解決に貢献する教育研究活動を展開してきました。この歴史を継承し、人口構造の変化、科学

技術の発展、グローバル化の進展など、急激な変化の中で社会の要請に常に応えつつ、未来を拓く実践力を

育成する大学、知識基盤社会を支えていく新たな知を創出する大学、地域と共に育ち地域に育てられる大学

を目指します。 

「多様性の尊重」、「連携の強化」、「戦略的な挑戦」を大学運営の基盤とし、恒常的な評価活動を行いなが

ら、教育改革の推進、学術研究の質向上、社会連携活動の強化に取り組みます。 

 

３ 基本方針 

１．学生受入れの方針を定め、多様な学生を受入れ、豊かな人間性と倫理観を育む教育を行います。 

２．本学の伝統を紡ぎつつ、学生中心の教育、自己実現を支える教育を通して、未来社会を生き抜くことが

できる人材を育成します。 

３．最新の学術の動向を踏まえて、学術力・研究力を高め、産学官民との連携を推進し、専門性を追求する

研究や実践的研究に挑戦的に取り組み、創出した知を社会に還元します。 

４．地域志向の教育研究活動を展開し、地域の人々と協働して、グローバル社会、持続可能な社会、多様で

豊かな社会、安全・安心な社会づくりに取り組みます。 

５．社会の変化や県民のニーズを踏まえ、社会との接続を常に意識し、社会の期待に応える大学として機能

を果たします。 

６．学部・大学院・センターの力の結集や教職協働の推進に戦略的に取り組み、知識基盤社会を支える知の

拠点としての役割を果たします。 

 

教育の方針 

１．幅広い教養と専門的な知識を活用して課題をグローバルで複眼的な観点から分析し探究できる人材を育

成します。 

２．地域の文化の発展と健康・福祉の向上に向けて活躍できる人材を育成します。 

３．地域志向の教育を通して、地域社会や現場の課題を人々と協働して解決できる人材を育成します。 

４．大学院においては、専門性に基づいて変革をもたらす実践的な知のプロフェショナル（高度専門職業人・

研究者・教育者）を育成します。 
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学生支援の方針 

１．一人ひとりの学生が自らの専門性を高め、その人らしく自己実現ができるよう、多様な学生のニーズに

応える教育支援を行います。 

２．学生との対話を重視し、学生が主体的に学ぶことができるよう、教職協働で教育環境を整えます。 

３．心身ともに健康で安心して学業に専念し、豊かな人間性を育むことができるよう、学生生活への支援を

行います。 

 

学術研究の方針 

１．専門領域の発展・知の創造に向けて、関連機関と協働して、教員の多様な研究志向を尊重しつつ、専門

的研究、学際的研究及び国際的研究を推進し、その成果を社会に発信します。 

２．地域の文化の発展、健康・福祉に関わる課題の解決に向けた実践・地域志向の研究を戦略的に推進し、

地域社会の研究拠点としての役割を果たします。 

 

社会連携の方針 

１．知の拠点として、地域の文化の発展と健康・福祉の向上に向けて、県民の学び直しや専門職者のキャリ

ア向上に取り組みます。 

２．域学共生の理念のもと、地域との協働体制を強化し、課題解決や活性化に地域のみなさまと共に取り組

みます。 

３．地域や産学官民との連携を図り、南海トラフ地震などの災害への対応や健康長寿県の実現に向けた健康

福祉に関する活動を積極的に行います。 

 

国際交流・連携の方針 

１．海外の提携大学を拡大し、国際交流の活性化、教育・研究の国際化を推進します。 

２．地域社会に根ざした国際交流・国際連携を推進し、地域社会と世界をつなぎ、外国人材の受入れや共生

社会づくりを支援する拠点としての役割を果たします。 

Ⅱ 沿革及び組織 

１ 沿 革 

平成 10 年 4 月 1 日 看護学研究科（修士課程）を設置、専門看護師コースと研究コース（家族看護、看護

管理学）を創設 

平成 12 年 3 月 29 日 看護学研究科（修士課程）専門看護師コース（がん看護分野、家族看護分野、小児看

護分野、精神看護分野、老人看護分野） 

日本看護系大学協議会の専門看護師教育課程の認定 

平成 13 年 2 月 10 日 看護学研究科（修士課程）専門看護師コース（地域看護分野） 

日本看護系大学協議会の専門看護師教育課程の認定 

平成 13 年 4 月 1 日 人間生活学研究科（修士課程）を設置 

健康生活科学研究科（博士後期課程）を設置 

平成 14 年 4 月 1 日 看護学研究科（修士課程）臨床看護研究コースを設置 

平成 16 年 3 月 健康生活科学研究科 本学初となる「博士（看護学）」「博士（社会福祉学）」の学位

を授与 

平成 21 年 2 月 20 日 看護学研究科（修士課程）専門看護師コース（慢性看護分野） 

日本看護系大学協議会の専門看護師教育課程の認定 

平成 22 年 2 月 12 日 看護学研究科（修士課程）専門看護師コース（在宅看護分野） 

日本看護系大学協議会の専門看護師教育課程の認定 

平成 23 年 4 月 1 日 大学の設置者を高知県公立大学法人に変更（許可） 

男女共学化により大学名称を高知県立大学に変更（届出） 

平成 24 年 6 月 15 日 看護学研究科（修士課程）養護教諭専修免許状、高等学校教諭専修免許状（看護）を

取得するための教育課程を設置 

人間生活学研究科（修士課程）中学校教諭専修免許状（英語）、高等学校教諭専修免

許状（英語）、栄養教諭専修免許状を取得するための教育課程を設置 

平成 24 年 10 月 1 日 文部科学省平成 24 年度博士課程教育リーディングプログラムに「災害看護グローバ

ルリーダー養成プログラム」が採択 

平成 25 年 3 月 8 日 看護学研究科（修士課程）専門看護師コース（がん看護分野、慢性看護分野、小児看

護分野、精神看護分野、在宅看護分野、老年看護分野） 

日本看護系大学協議会の専門看護師教育課程（38 単位）の認定 

平成 26 年 3 月 7 日 看護学研究科（修士課程）専門看護師コース（クリティカルケア看護分野） 

日本看護系大学協議会の専門看護師教育課程（38 単位）の認定 

平成 26 年 4 月 1 日 大学院を改組 

看護学研究科看護学専攻（博士前期課程・博士後期課程）を設置 

人間生活学研究科人間生活学専攻（博士前期課程・博士後期課程）を設置 

看護学研究科に国内初となる国公私立５大学による共同教育課程 

「共同災害看護学専攻」（博士課程）を設置 

平成 26 年 4 月 看護学研究科看護学専攻（博士前期課程）臨床看護研究コースを、実践リーダーコ

ース（地域保健学、臨床看護学）として拡充 

平成 28 年 3 月 31 日 健康生活科学研究科（博士後期課程）を廃止 

平成 28 年 4 月 看護学研究科看護学専攻（博士前期課程）研究コースを拡充（小児看護学、成人看

護学、地域看護学） 

平成 30 年 3 月 8 日 看護学研究科看護学専攻（博士前期課程）専門看護師コース（家族看護分野）日本

看護系大学協議会の専門看護師教育課程（38 単位）の認定 
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Ⅱ 沿革及び組織 

１ 沿 革 

平成 10 年 4 月 1 日 看護学研究科（修士課程）を設置、専門看護師コースと研究コース（家族看護、看護

管理学）を創設 

平成 12 年 3 月 29 日 看護学研究科（修士課程）専門看護師コース（がん看護分野、家族看護分野、小児看

護分野、精神看護分野、老人看護分野） 

日本看護系大学協議会の専門看護師教育課程の認定 

平成 13 年 2 月 10 日 看護学研究科（修士課程）専門看護師コース（地域看護分野） 

日本看護系大学協議会の専門看護師教育課程の認定 

平成 13 年 4 月 1 日 人間生活学研究科（修士課程）を設置 

健康生活科学研究科（博士後期課程）を設置 

平成 14 年 4 月 1 日 看護学研究科（修士課程）臨床看護研究コースを設置 

平成 16 年 3 月 健康生活科学研究科 本学初となる「博士（看護学）」「博士（社会福祉学）」の学位

を授与 

平成 21 年 2 月 20 日 看護学研究科（修士課程）専門看護師コース（慢性看護分野） 

日本看護系大学協議会の専門看護師教育課程の認定 

平成 22 年 2 月 12 日 看護学研究科（修士課程）専門看護師コース（在宅看護分野） 

日本看護系大学協議会の専門看護師教育課程の認定 

平成 23 年 4 月 1 日 大学の設置者を高知県公立大学法人に変更（許可） 

男女共学化により大学名称を高知県立大学に変更（届出） 

平成 24 年 6 月 15 日 看護学研究科（修士課程）養護教諭専修免許状、高等学校教諭専修免許状（看護）を

取得するための教育課程を設置 

人間生活学研究科（修士課程）中学校教諭専修免許状（英語）、高等学校教諭専修免

許状（英語）、栄養教諭専修免許状を取得するための教育課程を設置 

平成 24 年 10 月 1 日 文部科学省平成 24 年度博士課程教育リーディングプログラムに「災害看護グローバ

ルリーダー養成プログラム」が採択 

平成 25 年 3 月 8 日 看護学研究科（修士課程）専門看護師コース（がん看護分野、慢性看護分野、小児看

護分野、精神看護分野、在宅看護分野、老年看護分野） 

日本看護系大学協議会の専門看護師教育課程（38 単位）の認定 

平成 26 年 3 月 7 日 看護学研究科（修士課程）専門看護師コース（クリティカルケア看護分野） 

日本看護系大学協議会の専門看護師教育課程（38 単位）の認定 

平成 26 年 4 月 1 日 大学院を改組 

看護学研究科看護学専攻（博士前期課程・博士後期課程）を設置 

人間生活学研究科人間生活学専攻（博士前期課程・博士後期課程）を設置 

看護学研究科に国内初となる国公私立５大学による共同教育課程 

「共同災害看護学専攻」（博士課程）を設置 

平成 26 年 4 月 看護学研究科看護学専攻（博士前期課程）臨床看護研究コースを、実践リーダーコ

ース（地域保健学、臨床看護学）として拡充 

平成 28 年 3 月 31 日 健康生活科学研究科（博士後期課程）を廃止 

平成 28 年 4 月 看護学研究科看護学専攻（博士前期課程）研究コースを拡充（小児看護学、成人看

護学、地域看護学） 

平成 30 年 3 月 8 日 看護学研究科看護学専攻（博士前期課程）専門看護師コース（家族看護分野）日本

看護系大学協議会の専門看護師教育課程（38 単位）の認定 
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２ 組 織 

 
 

 

平成 30 年 4 月 人間生活学研究科人間生活学専攻（博士後期課程）に文化学領域を設置 

令和 2 年 4 月 看護学研究科看護学専攻（博士前期課程）研究コースを拡充（共創看護学） 

令和 3 年 4 月 看護学研究科看護学専攻（博士前期課程）研究コースを拡充（母性看護学、災害・国

際看護学） 

令和 5 年 4 月 

 

 

令和 8 年 4 月 

 

人間生活学研究科人間生活学専攻（博士前期課程）「英語・領域教育コース」「栄養・

領域教育コース」の廃止（中学校教諭専修免許状（英語）、高等学校教諭専修免許状

（英語）、栄養教諭専修免許状取得のための教育課程の廃止） 

人間生活学研究科人間生活学専攻（博士前期課程）にウェルビーイング学領域を設

置 
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２ 組 織 

 
 

 

平成 30 年 4 月 人間生活学研究科人間生活学専攻（博士後期課程）に文化学領域を設置 

令和 2 年 4 月 看護学研究科看護学専攻（博士前期課程）研究コースを拡充（共創看護学） 

令和 3 年 4 月 看護学研究科看護学専攻（博士前期課程）研究コースを拡充（母性看護学、災害・国

際看護学） 

令和 5 年 4 月 

 

 

令和 8 年 4 月 

 

人間生活学研究科人間生活学専攻（博士前期課程）「英語・領域教育コース」「栄養・

領域教育コース」の廃止（中学校教諭専修免許状（英語）、高等学校教諭専修免許状

（英語）、栄養教諭専修免許状取得のための教育課程の廃止） 

人間生活学研究科人間生活学専攻（博士前期課程）にウェルビーイング学領域を設

置 

2026年

4 月 5 日（日） オリエンテーション 看　護 人　間 新入生

4 月 6 日 (月) 入学式

4 月 7 日（火） オリエンテーション 看　護

4 月 8 日 (水) オリエンテーション 看　護

4 月 9 日 (木) 講義開始 看　護

4 月 11 日 (土) 講義開始 人　間

研究計画書提出期限 看護Ｍ

中間報告会要旨提出期限 人間Ｍ

4 月 16 日 (木) 履修登録締切

4 月 21 日（火） 創立記念日

4 月 26 日 (日) 中間報告会 人間Ｍ ２回生

4 月 24 日 (金)～ 4 月 30 日 (木) 前期履修登録変更期間

7 月 25 日（土）～ 7 月 26 日（日） オープンキャンパス

7 月 27 日 (月) 17時 博士論文提出期限 看護Ｄ 人間Ｄ ９月修了予定者

修士論文提出期限 看護Ｍ 人間Ｍ ９月修了予定者

研究計画書提出期限 人間Ｍ １回生

8 月 8 日（土）～ 8 月 17 日（月） 夏期一斉休業期間

8 月 20 日 (木) 17時 研究計画書提出期限 看護Ｄ 人間Ｄ 前年度未提出者

8 月 22 日 (土) 公聴会 看護Ｄ 人間Ｄ ９月修了予定者

8 月 23 日 (日) 修士論文発表会 人間Ｍ ９月修了予定者

8 月 31 日 (月) 17時 第一次審査博士論文提出期限 看護Ｄ 人間Ｄ ３月修了予定者

9 月 9 日 (水) 修了判定会議 看　護

9 月 10 日 (木) 修了判定会議 人　間

9 月 11 日 (金) 17時 研究計画書提出期限 看護Ｍ ２回生未提出者

9 月 24 日 (木) 修了式 ９月修了者

10 月 1 日 (木) 後期講義開始

10 月 8 日 (木)～ 10 月 14 日 (水) 後期履修登録変更期間

11 月 7 日 (土) 大学祭 ※大学院講義あり

2027年

1 月 25 日 (月) 17時 博士論文提出期限 看護Ｄ 人間Ｄ ３月修了予定者

1 月 29 日 (金) 17時 修士論文提出期限 看護Ｍ 人間Ｍ ３月修了予定者

2 月 6 日 (土) 公聴会 看護Ｄ 人間Ｄ ３月修了予定者

2 月 7 日 (日) 修士論文発表会 人間Ｍ ３月修了予定者

2 月 15 日 (月) 17時 研究計画書提出期限 看護Ｄ 人間Ｄ 未提出者・１回生

3 月 4 日 (木) 修了判定会議 看　護

3 月 5 日 (金) 修了判定会議 人　間

3 月 6 日 (土) 修士論文発表会 看護Ｍ

3 月 15 日 (月) 17時 第一次審査博士論文提出期限 看護Ｄ 人間Ｄ 次年度９月修了予定者

3 月 19 日 (金) 修了式

17時

Ⅲ　令和８（2026）年度行事予定表

4 月 15 日（水） 17時 ２回生

7 月 31 日 (金)
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Ⅳ 学生生活 

１ 授業時間について 
授業は以下の時間帯で開講されます。時間に余裕を持って準備をしてください。 

※研究科によって、授業開始時刻が異なる場合があります。事前に授業担当教員に確認してくだ

さい。 

 池キャンパス 永国寺キャンパス 

１限目  8:50～10:20  8:50～10:20 

２限目 10:30～12:00 10:30～12:00 

３限目 13:00～14:30 13:00～14:30 

４限目 14:40～16:10 14:40～16:10 

５限目 16:20～17:50 16:20～17:50 

 

２ 授業料について 
（１）授業料の額 

 前  期  分 後  期  分 

年  間 267,900 円 267,900 円 

※授業料の額は、授業料の改定があった場合にはその額となります。 

※長期履修学生は、３年間で２年分の授業料を納付してください。 

 

（２）納付期日 
授業料の納付期日は、前期分は４月 25 日、後期分は 10 月 25 日です。 

なお、延納・分納の制度もありますので、期日までに授業料を納付できない場合は、必ず池キ

ャンパス財務課に相談してください。不慮の災害・疾病・その他やむを得ない特別の事情などに

より、期日までに授業料を納付することが困難な場合も同様にご相談ください。 

 

３ 学生対応の窓口について 
修学上の問題やカリキュラム、課外活動、奨学金、学生寮、自治活動、アルバイト、保健衛生等は

学生生活に密接した事柄です。事務局の担当事務については以下のとおりです。大学生活の参考とし、

相談等がある場合は気軽に事務局を訪ねてください。 
 

（１）教育・学生支援部 教務・学生支援課 
  池キャンパス   TEL 088-847-8580（教務担当）、088-847-8577（学生支援担当）、 

088-847-8581（就職支援担当） 
  永国寺キャンパス TEL 088-821-7105 
① 学籍の異動（休学・退学・復学・転学等）受付に関すること 
② 成績証明書・修了（見込み）証明書の発行 
③ 学生証・在学証明書の発行 
④ 受講届及び成績通知に関すること 
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⑤ 授業及び集中講義に関すること 
⑥ 通学証明書の発行 
⑦ 学生寮（さくら寮）に関すること 
⑧ 奨学金に関すること 
⑨ 授業料減免に関すること 
⑩ 課外活動（学生行事・クラブ活動等）に関すること 
⑪ 学研災・学研賠保険に関すること 
⑫ 施設（体育館・講義室・学生会館等）の使用に関すること 
⑬ 学生のアルバイトに関すること 
⑭ 就職に関すること 
⑮ 学生の駐車許可証の発行に関すること（池キャンパス） 
⑯ 学生の駐輪場登録に関すること（永国寺キャンパス） 
⑰ 交通事故に関すること 
⑱ 学生からの相談に関すること 

 
（２）総務部 財務課：TEL 088-847-8572 

① 授業料に関すること（延納・分納に関することなど） 
 

４ 相談窓口 
（１）オピニオン・ボックス 

オピニオン・ボックスを池キャンパス（本部・健康栄養学部棟３階ラウンジ／共用棟カフェテラ

ス）及び永国寺キャンパス(教育研究棟２階 A206 情報・語学演習室前、教育研究棟３階 健康管

理センター前）に設置しています。 

大学での生活や大学運営（例えば、大学のサービス、授業の方法、事務局の対応、大学内で起こ

ったハラスメントなど）について、このオピニオン・ボックスに意見等を書いて入れてください。

内容を検討のうえ、学内のしかるべき研究科や委員会、事務局などで対応し、その結果を掲示板に

掲示します。 

 

（２）ハラスメント相談 

相談のための窓口を設置しています。相談は、教員（人権委員会委員）、事務職員、健康管理セン

ター職員及び学外の相談員が対応します。大学ホームページ「キャンパス・ハラスメントについて」

を確認してください。 

なお、相談したこと自体や内容が外に漏れることはありません。相談員は、今後の対応を一緒に

考えます。相談員が事実関係の調査を必要と判断した場合、相談者に確認のうえ、人権委員会に報

告します。人権委員会は速やかに調査を行い、相談員とともに対応策を考えます。 

 

（３）健康相談 
各キャンパスの健康管理センターでは、医師・カウンセラー・助産師・保健師等による相談を実

施しています。 
①  専門職による相談（事前予約制） 
・精神科医師によるメンタルヘルス相談（月１回） 
・カウンセラーによるカウンセリング（週１回） 
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・婦人科医師（女性）及び助産師による女性の悩みごと相談（年数回） 
② 保健師（センター職員）による相談 

＊開室時間であれば電話や来所での相談を随時行っています。 
＜池キャンパス＞ 

月曜日～金曜日（祝日を除く） 午前８時 30 分～午後５時 15 分 

固定直通：088-847-8743 携帯：080-2975-3014 

 

＜永国寺キャンパス＞ 

月曜日～金曜日（祝日を除く）午前８時 30 分～午後６時 00 分 

固定直通：088-821-7116 携帯：080-2971-5030  

※スタッフ常駐時間は午前９時 15 分からですが、午前８時 30 分～午前９時 15 分の間は、高

知工科大学のスタッフが対応してくれます。 
 
（４）その他の相談 

各キャンパスの教務・学生支援課では、様々な相談を受け付けています。他人に聞かれたくな

い相談などの場合は、相談室でお聞きします。 
 
５ キャンパスルール 
（１） 事務取扱時間 

＜池キャンパス＞ 
月曜日～金曜日（祝日を除く） ：午前８時 30 分から午後６時まで 
※授業のない日（休業期間中など）：午前８時 30 分から午後５時 15 分まで 

＜永国寺キャンパス＞ 
月曜日～金曜日（祝日を除く）    ：午前８時 30 分から午後９時 30 分まで 
※授業のない日（休業期間中など）：午前８時 30 分から午後６時まで  

 
（２）キャンパスの開放時間 

皆さんの安全を守るために、危機管理体制として決定しているものです。 
下記の時間以降は機械による警備体制となります。何らかの理由で下記の時間を過ぎて構内に残

る場合は、教員の指導のもとに居残ることとし、必ず関係する教員に許可を得てください。 
なお、機械による警備の作動後は、通行できる区域が限定されますので気をつけてください。 

 
 平日 土・日・祝日 

池キャンパス 
午前７時から翌午前０時まで 

※午後７時以降 
午前７時から午後６時まで 

※終日 
永国寺キャンパ

ス 
午前７時から午後 10 時まで 

※午後８時以降 
午前 7 時から午後 10 時まで 

※終日 
※校舎の出入りに学生証（カードキー）の使用が必要となる時間帯 

 

（３）学生への連絡等 

大学から皆さんへの連絡は、高知県立大学キャンパスポータルシステムから行います。 
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※ポータルシステムに少なくとも１日１回はログインして、情報を確認してください。 

ポータルシステムにおいて転送設定をすることで、「学籍情報」に登録しているメールアドレス

に情報が転送されます。 

※緊急時等の連絡に備え、登録情報に変更があった場合は、必ず変更してください。 

変更されてない場合は、必要な情報が届かないこととなりますので、注意してください。変

更の方法は、「７ 学籍情報等の変更について」で確認してください。 

 

（４）安否確認システムについて 

高知県立大学では、大規模災害発生時における安否確認の方法として、安否確認システム（エマ

ージェンシーコール）を導入しています。安否確認システムにメッセージ送信先と設定する連絡先

は、キャンパスポータルシステムに登録されているメールアドレスを使用しています。そのため、

連絡先を変更した場合は、すみやかに教務・学生支援課（教務担当）へ学籍情報等の変更を申し出

てください。 

迷惑メール対策をされている方は、kppuc@asp34.emc-call3rd.jp からのメールを受信できるよう

に設定変更をお願いします。変更の仕方や暗証番号が分からない方は、各携帯電話会社で確認して

ください。 

※安否確認システム（エマージェンシーコール）は、ポータルサイトとは違うシステムです。 

災害訓練の際に安否確認のためのメッセージを送信しますので、確認後、必ず回答してください。 

 
６ 学生関係諸証明 
（１）学生証（カードキーと兼用） 

学生証は常に携帯し、証明書等の交付を受けるときや本学職員から請求があったときに呈示しな

ければなりません。 
また、キャンパス内（各出入口・教室・研究室・事務局・図書館等）に出入りする際や、夜間・

土日祝日の校舎への入退室の際にカードキーとして使用します。 
その他に電子マネー（Edy）機能も備わっており、学内の証明書発行の支払いや学外でも使用す

ることができます。（※生協では使用できません（ミールカードの電子マネーとは別のものです。） 
①発行 

入学時に、学籍番号を記載した証明書（学生証）をお渡しします。氏名や学籍番号、有効期限等

が示されていますので、記載内容の確認をするようにしてください。 
また、カード状のものですので、折り曲げたり、磁気の発生するものの近くに一緒に置かないよ

うにするなど、取扱いには十分注意してください。 
②再発行 

紛失・汚損・破損したときは、速やかに各キャンパスの教務・学生支援課で再発行の手続きをと

ってください。 
なお、再発行に係る発行手数料（3,000 円）は、原則、自己負担です。 

 
学籍番号は、学生生活を送るうえで履修登録や諸々の届出など、様々な場面で必要となる番号で

すので、間違いのないように正確に把握してください。また、この番号は卒業後も変わりません。 
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■学籍番号の表示 
学籍番号は次のような組み合わせになっています。 

          （科目等履修生・外国人留学生・特別聴講生・ 
（大学院生）       研究生・特別研究生） 

入学年度の西暦年数下２桁     入学年度の西暦年数下２桁 
各自の番号                 各自の番号 

 

２ ６ Ｇ ０ ０ １        ２ ６ Ｇ Ｒ ０ １ 

 

大学院表示 研究科の表示         大学院表示  学生区分の表示 

０ 看護学研究科看護学専攻（博士前期課程） Ｒ 科目等履修生 

１ 人間生活学研究科（博士前期課程） Ｆ 外国人留学生 

 Ａ 特別聴講学生 

３ 看護学研究科看護学専攻（博士後期課程） Ｂ 研究生 

４ 看護学研究科共同災害看護学専攻（博士課程） Ｅ 特別研究生 

５ 人間生活学研究科（博士後期課程）   

 

 

（２）通学証明書 
「通学定期券」を購入するときに必要な証明書です。 

所定の「発行願」に「学生証」を添え、教務・学生支援課へ申し込んでください。 

 

＊実習用通学証明書 
大学以外の場所へ実習や卒業論文のために一定期間通う場合、通学定期券と同様に学生割引で定

期を購入することができます。実習用通学証明書の発行には３週間程度かかる場合があります。早

めにご相談ください。 

 

（３）学校学生生徒旅客運賃割引証（学割証） 
各キャンパスの事務局に設置している自動発行機で発行できます。 
JR を利用する際、修学上における経済負担の軽減を目的とする場合に使用できます。 

※ 使用可能距離……片道 100 ㎞を超えるもの 
普通乗車券のほか、周遊券などにも運用されます。運賃の２割引です。 

※ 割引証の有効期間は発行の日から３ヶ月です。 
ただし、学生証に示されている在籍期間を過ぎている場合は、使用できません。 

 
（４）学生団体割引証 

課外活動等で学生８人以上に引率者（本学教職員）が付き添って JR の同一行程を旅行する場合、

団体割引が利用できます。 
申し込みは出発の６ヶ月前からできますので、JR 各駅や旅行代理店にある指定用紙により各キ

ャンパスの教務・学生支援課で手続をしてください。 
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（５）その他の証明書 
  各キャンパス担当窓口で申請できます。＊証明書受領時に学生証を呈示してください。 

証 明 書 申 請 窓 口 受 取 日 

成績証明書 ※ 

教務・学生支援課 

申請日の翌日から起算して 

４日目（土日祝日を除く）以降 

※自動発行機にて発行可能 

（支払方法は Edy となります） 

在籍証明書・在学証明書 ※ 

修了（見込み）証明書 ※ 

健康診断証明書 健康管理センター 

申請日当日（令和８年３月現在） 

（職員在室日に限る） 

※自動発行機にて発行可能 

（支払方法は Edy となります） 

 

７ 学籍情報等の変更について 
ポータルシステム説明会時に「学籍情報」及び「本人・保護者情報」について、入力及び確認して

ください。 

その後、連絡先（メールアドレス・住所等含む）や保護者に関する情報の変更があった場合は、「学

生住所・電話番号等及び保証人変更届」を各キャンパスの教務・学生支援課へ速やかに提出して、学

籍情報等の変更を申し出てください。 

【キャンパスポータルシステム】 
ＵＲＬ：https://uok-cp.u-kochi.ac.jp/portal/Account/Login 
本学ホームページ ＞ 在学生・教職員 ＞ 

＞ 支援システム ⇒ 高知県立大学キャンパスポータルシステム 

 

８ 自転車・バイク・自動車の学内駐車 
（１）池キャンパス 

① 自転車・バイクの駐輪について 
所定の場所にのみ駐輪できます。 

② 自動車の駐車について 
「駐車許可書」発行後、南駐車場、又は西駐車場に駐車可能です。 

下記いずれかの方法で「池キャンパス通学用駐車許可申請書」を受け取って、教務・学生支援課

に申請してください。 

・教務・学生支援課窓口 

・UOKLMS（ラーニングマネジメントシステム）※コースカテゴリ→学生支援→様式集 

「池キャンパス通学用駐車許可申請書」に必要事項を記入し、「学生証」「運転免許証」「車検証」

を持参してください。なお、「駐車許可証」は、必ず車の外から見える位置に置いてください。 
注１）以下の条件をすべて満たす場合のみ、平日のキャンパス開放時間以降の時間であれば、

「△」に駐車することが可能です。 
・本学大学院生であること 
・５（２）「キャンパスの開放時間」以降の時間に、教育研究のため学内に残る必要がある

場合 
・担当教員の許可を得ていること 
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注２）土日祝日に構内の「△」に駐車する場合（キャンパス開放時間を含む。）は、担当教員の

許可を得た上で、事前に本部棟の警備員室に申し出てください（車のナンバー等）。 
 

 

 

（２）永国寺キャンパス 
① 自転車・バイクの駐輪について 

下記いずれかの方法で「永国寺キャンパス 自転車駐輪登録申請書」または「永国寺キャンパス 

バイク駐輪登録申請書」を受け取って、教務・学生支援課に申請してください。なお、申請時に「学

生証」（バイクの場合は「運転免許証」も）を持参してください。交付された駐輪許可証（ステッカ

ー）は、必ずわかりやすい場所に貼り付けてください。 

・教務・学生支援課窓口 

・UOKLMS（ラーニングマネジメントシステム）※コースカテゴリ 学生支援→様式集 

 

自転車は、教育研究棟の東側の①駐輪場、図書館の北側の②駐輪場、及び体育館の北側の③

駐輪場へ停めてください。 

バイクは、教育研究棟東側の①駐輪場へ停めてください。 

 

△ 条件付可 

△ 

△ 

× 
△ 
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② 自動車の駐車について 
学生用駐車場はありません。近隣の有料駐車場をご利用ください。なお、病気や怪我等のや

むを得ない事情がある場合や下記の項目に該当する場合は、教務・学生支援課までご相談くだ

さい。 

注）土・日・祝日は、以下の条件をすべて満たす場合のみ、指定する駐車場に駐車可能で

す。 

・本学大学院生であること。 

・受講のためであること。 

・授業担当教員から、管理者（法人施設）に一時駐車許可申請を提出し、許可を得てい

ること。（※ 一時駐車許可申請には、車のナンバー等の申し出が必要です。） 

 

■駐輪場所について 
学 生：①駐輪場（バイクも可）、②駐輪場、③駐輪場 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 学生の掲示物 

学生が学内に掲示（貼紙・立看板等）を希望するときは、各キャンパスの教務・学生支援課で許可

を受け、定められた場所（「学生用掲示板」ほか）に掲示してください。 
掲示物の掲示期間が過ぎたものは撤去してください。 

 
10 落とし物について 

落とし物を拾った場合、各キャンパスの教務・学生支援課へ届け出てください。 

  落とし物は、各キャンパスの教務・学生支援課にて、翌々月の月末まで保管します。 

  現金等は、警察署へ移管します。 

 

学生会館 

体育館・食堂 地域交流広場 

③駐輪場 

②駐輪場 

図書館 

 

地域連携棟 

教育研究棟 

1. ① 駐輪場 

⻄側：⾃転⾞専⽤ 

東側：バイク専⽤ 

工事中 
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11 アルバイト 
教務・学生支援課では、大学が企業から受け付けたアルバイト情報のとりまとめを行っています。

アルバイト情報の閲覧を希望する方は、下記のいずれかの方法で確認してください。 

 ・各キャンパスの教務・学生支援課配架のアルバイトファイル 

・UOKLMS（ラーニングマネジメントシステム）※コースカテゴリ→学生支援→アルバイト求人 

 

12 敷地内での喫煙禁止について 
健康増進法の一部を改正する法律の成立に伴い、望まない受動喫煙をなくすための取組がマナーか

らルールへと変わりました。それに伴い、本学でも原則、敷地内全面禁煙となっています。 
 

13 学生寮 

 快適で安心、安全な学修環境の提供及び経済的な負担の軽減を図るとともに学部、学年、出身地（海

外を含む）などが異なる多様な学生が共同生活を通じ、互いの文化や習慣、宗教の違いなどを理解、

尊重し、支え合う意識を育むことを目的としています。 

入寮者の募集・決定は、新入生を対象として行っていますが、空き室が出た場合には、掲示板等で

入寮希望者を募集しています。 

 

（１）あふち寮 

  場所 永国寺キャンパスから約 2.6km、池キャンパスから約 9 km にあります。 
   概要  
 所在地    〒780-8039 高知市東石立町 48 番 11 号 
 施 設    鉄筋 4 階建 
 定 員    80 名  

３人及び４人シェアルームタイプ  18 室（68 名） 
ワンルームタイプ   男女各 6 室 計 12 室（12 名） ※主に大学院生用 

 門  限   午前 0 時（24 時間オートロック施錠） 
 経  費 
 
 
 
 
 
 （２）さくら寮 
 場所 池キャンパスグラウンドの南側にあります。 

  概要 
 所在地    〒781-0111 高知市池 2532 番地 1 号 
 施 設    重量鉄骨 3 階建 2 棟 
 定 員    54 名 

４人シェアルームタイプ  11 室（44 名） 
ワンルームタイプ      10 室（10 名） ※主に大学院生用 

 門  限   午前 0 時（24 時間オートロック施錠） 

 ３、４人シェアルーム ワンルーム※ 
入寮費（入寮時） 23,000 円 28,000 円 
寮  費（月  額） 23,000 円 28,000 円 
管理費（年  額） 36,000 円 36,000 円 



15

 経  費 
 
 
 
 
 
14 奨学金制度について 

本学で取り扱っている奨学金は、日本学生支援機構を始めとして、各地方公共団体、病院などのも

のがあります。優れた学業成績であって経済的理由により修学が困難な学生に貸与されます。日本学

生支援機構奨学金を次のとおり紹介します。 
 
（１）日本学生支援機構奨学金制度 

大学では毎年４月と 10 月に在学採用（新規採用）に関する受付を行っています。他にも、留学生

向けの奨学金など、追加で募集があった場合は、ポータルシステムを通じてお知らせします。 
また、家計急変や災害等により被災した場合に、随時申し込みが可能な、緊急・応急採用といっ

た制度もあります。 
詳しい内容（貸与月額や募集時期等）については、以下の日本学生支援機構のＨＰ、又は本学Ｈ

Ｐでも案内していますので確認してください。 
・日本学生支援機構 HP ：https://www.jasso.go.jp/shogakukin/ 

・本学経済的支援制度 HP：https://www.u-kochi.ac.jp/site/scholarships/ 

なお、各キャンパスの教務・学生支援課で相談も受け付けていますので、必要に応じて申し出て

ください。 

 
■ 特に優れた業績による返還免除 

第一種奨学金の貸与を受けた学生であって、在学中に特に優れた業績をあげた者として日本学生

支援機構が認定した場合には、貸与期間終了時に奨学金の全部または一部の返還が免除されます。 
〔対象者〕 
・大学院第一種奨学金採用者で、当該年度中に貸与終了する者。 
・必ずしも課程修了は要件とはしませんが、貸与終了時に在学している課程で特に優れた業績を

あげる必要があります。 
〔申込手続〕 
・貸与終了する奨学生が在学する大学に申請し、選考後、大学から日本学生支援機構へ推薦しま

す。 
 

（２）その他の奨学金制度 
財団や都道府県等による奨学金（介護福祉士等・保健師・助産師・看護師等養成奨学金等）につ

いて、大学に案内があり次第、随時大学 HP や学内掲示板等に掲示します。また、各学部の教員を

通じて紹介される場合もありますので、何か生活環境において変化があった場合は、教員や教務・

学生支援課に相談に来てください。 

   ・本学経済的支援制度 HP：https://www.u-kochi.ac.jp/site/scholarships/ 

 

 ４人シェアルーム ワンルーム※ 
入寮費（入寮時） 20,000 円 25,000 円 
寮  費（月  額） 20,000 円 25,000 円 
管理費（年  額） 24,000 円 24,000 円 
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15 授業料の減免 ※授業料免除制度の内容等が変更される場合があります。 
学力優秀で学資が不十分な学生に対して、学内の基準で選考を行い、その対象となった学生の授業

料を免除する制度があります。例年６月頃に募集を行い、10 月初旬に決定通知をお渡ししています。

学年担当教員等に相談のうえ、各キャンパスの教務・学生支援課へ申請してください。 
なお、特別な事情が生じた場合を除き、授業料の減免を受ける要件として、一定の学業成績及び何

らかの奨学金等を給付・貸与されていることが必要です。 
また、学資負担者の死亡、長期入院、解雇による失業等、又は学生若しくは学資負担者が火災・風

水害等による家屋等の半壊（半焼）以上の被災を受けた場合など、家庭の経済状況が著しく悪化する

などの特別な事情が生じた場合も、授業料減免の対象となる場合がありますので、相談に来てくださ

い。 
   ・本学経済的支援制度 HP：https://www.u-kochi.ac.jp/site/scholarships/ 

 

16 学生教育研究災害傷害保険等 
（１）学生教育研究災害傷害保険（学研災）※大学院生の全員が加入（入学時） 

主な契約内容は以下のとおりです。詳細は、「学生教育研究災害傷害保険加入者のしおり」で確認

してください。 
また、保険金支払いの対象となる傷害を被ったときや、通算して１年以上にわたる休学期間が終

了したとき、退学したとき、または、在学期間が標準修業年限を超えた方は、すみやかに各キャン

パスの教務・学生支援課へ申し出てください。 
 

＜学生教育研究災害傷害保険普通保険約款＞ 

被保険者が在籍する大学の国内外における教育研究活動中に生じた急激かつ偶然な外来

の事故によって身体に傷害を被った場合に保険金が支払われます。 
＊「病気」はこの保険の対象となりません。 
（注）傷害には次に掲げるものを含みます。 
①身体外部から有毒ガス又は有毒物質を偶然かつ一時に吸引、吸収又は摂取した場合に

急激に生ずる中毒症状（継続的に吸入、吸収又は摂取した結果生ずる中毒症状は除

く） 
②日射又は熱射による身体の障害 

 

＜通学中等傷害危険担保特約（通学特約）＞ 

被保険者の住居と学校施設等との間の往復中または、学校施設等相互間の移動中に発生

した事故によって身体に傷害を被った場合に保険金が支払われます。 

 
＜接触感染予防保険金支払特約（接触感染特約）＞ 

※看護学研究科看護学専攻博士前期課程（高度実践看護師コース・研究コース）及び共同災害看

護学専攻所属院生は全員加入 
臨床実習の目的で使用される施設内で、感染症の病原体に予期せず接触し、かつ、その原

因となる事故の発生の日からその日を含めて 180 日以内にその接触感染に対する感染症

予防措置を受けた場合に１事故につき 15,000 円が支払われます。 
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（２）学生教育研究賠償責任保険（学研賠） 
（１)の学研災保険加入学生を対象とした保険です。 

保険期間中に学生が、正課中、学校行事中、課外活動中、又はその往復において、他人にケガを

させたり、他人の財物を損壊したりすることにより、法律上の損害賠償責任を負担することによっ

て被る損害について、保険金が支払われます。 

契約内容については、「学研災付帯賠償責任保険加入者のしおり」で確認してください。 

 

（３）学研災付帯学生生活総合保険（付帯学総） 
学研災は、正課中・学校行事中・課題活動中・通学中・大学構内等での補償に限定されています

が、病気や日常生活でのケガ等の補償など学生生活をより広くカバーしたものが付帯学総です。 

この保険は、学研災及び学研賠では補償が不足すると思われる場合に、任意で加入できるもので、

個人でお申込みをしていただきます。（大学では加入事務は行っておりません） 

 

17 健康管理センター 
健康診断、健康相談、健康教育、健康危機管理等の事業を行っています。 

（１）健康管理センターでできること 
① 健康チェック 

セルフケアコーナーには身長・体重計、体脂肪計、自動血圧計があります。 
② 応急処置 
  怪我や体調不良に対する手当等の応急処置ができます。 
  内服・外用薬は置いておりません。必要であれば、病院の紹介を行います。 
③ 健康相談（医師・カウンセラー・助産師・保健師等による相談） 

メンタルヘルス相談やカウンセリングを行っています。 
詳しくは、「４ 相談窓口（３）健康相談」を参考にしてください。 

④ ベッドでの休養 
静養室には体調管理のためのベッドがあります。気軽にご利用ください。 

 
（２）感染症発症時（疑い含む）の連絡について 

 医療機関を受診し、感染症（麻疹・風疹・水痘・流行性耳下腺炎・インフルエンザ等）の診断を

受けた場合は、各キャンパスの教務・学生支援課に連絡してください。 
※出席停止が必要な感染症は以下に記載してあります。 

「○ 特別の理由による授業欠席者の取扱いについて（申合せ）」 
（別表）２．感染症における出席停止 
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分 類 病     名 出席停止期間 

第一種 

エボラ出血熱、クリミア、コンゴ出血熱、
痘そう、南米出血熱、ペスト、マールブ
ルグ病、ラッサ熱、急性灰白髄炎、ジフ
テリア、重症急性呼吸器症候群（病原体
がベータコロナウィルス属 SARS コロナ
ウィルスであるものに限る）、中東呼吸器
症候群（病原体がベータコロナウィルス
属ＭARS コロナウィルスであるものに限
る）及び特定鳥インフルエンザ（感染症
の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律 6 条 3 項 6 号に規定すると特
定鳥インフルエンザをいう。なお、現時
点で病原体の血清亜型はH5N1及びH7N9） 

治癒するまで 

第二種 

インフルエンザ（特定鳥インフルエンザ
及び新型インフルエンザ等感染症を除
く） 

発症した後（発熱の翌日を 1 日目として）5
日を経過し、かつ解熱した後 2 日を経過する
まで 

百日咳 
特有の咳が消失するまで又は 5 日間の適正
な抗菌性物質製剤による治療が終了するま
で 

麻しん 解熱した後三日を経過するまで 

流行性耳下腺炎 
耳下腺、顎下腺又は舌下腺の腫脹が発現した
後 5 日を経過し、かつ全身状態が良好になる
まで 

風しん 発しんが消失するまで 

水痘 すべての発しんが痂皮化するまで 

咽頭結膜熱 主要症状が消退した後２日を経過するまで 

新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコ

ロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１

月に、中華人民共和国から世界保健機関に対し

て、人に伝染する能力を有することが新たに報

告されたものに限る。）であるものに限る。） 

発症した後（発熱の翌日を 1 日目として）5 日を経

過し、かつ、症状が軽快した後 1 日を経過するまで 

結核 
病状により学校医その他の医師において感
染のおそれがないと認めるまで 

髄膜炎菌性髄膜炎 
病状により学校医その他の医師において感
染のおそれがないと認めるまで 

※ただし、病状により学校医その他の医師において感染のおそれがないと認めたとき
は、この限りでない。 

第三種 

コレラ、細菌性赤痢、腸管出血性大腸菌
感染症、腸チフス、パラチフス、流行性
角結膜炎、急性出血性結膜炎、その他の
感染症 

病状により学校医その他の医師において感
染のおそれがないと認めるまで 

 

（３）休日・夜間に入院等を要する急病時の緊急連絡について 

学年担当教員、又は大学事務局（警備員対応）に連絡してください。 

池キャンパス  ：携帯 080-6386-7862 

永国寺キャンパス：携帯 090-3186-4542 
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18 施設使用 
課外活動等で学内施設を使用する場合は３日前（土日祝日は除く)までに所定の「施設使用願」を各

キャンパスの教務・学生支援課に提出してください。 

なお、池キャンパスは３ヶ月先、永国寺キャンパスは２ヶ月先まで予約ができます。無断使用して

いた場合は、次回から施設の使用ができなくなりますのでご注意ください。 

また、年末年始（12 月 29 日～翌 1月 3 日）は学内施設の予約はできません。 

 

（１） 施設使用可能時間 

 
施設 

使用可能時間 
備考 

平日 土日祝日 

池 

キャンパス 

体育館 

講義室 

グラウンド 
午前７時から 

午後９時まで 

午前７時から 

午後５時まで 

体育館・講義室は原則飲食禁止。 

学生会館 
和室のみ宿泊可。 

ただし、午後９時以降の出入禁止。 

永国寺 

キャンパス 

多目的ルーム 

（トレーニン

グルーム） 

午前 8時 45 分 

から 

午後 9時まで 

＊授業がない日 

午後 6 時まで 

使用不可 
原則、飲食禁止。 

事務取扱時間外は使用不可。 

体育館 
午前７時から 

午後 10 時まで 

 

防音室・和室 

午前 8 時 50 分から午後 9 時 10 分 

原則、飲食禁止。 

講義室 
原則、飲食禁止。 

夜間は、必ずブラインドを下ろす。 

学生会館 

原則、飲食禁止。 

楽器の演奏や騒音の出る作業は、防

音室以外で行わないこと。 

 

（２）情報演習室（池キャンパス）、情報・語学演習室（永国寺キャンパス） 

授業等で使用していない時間帯は、設置しているパソコンの利用ができます。 

飲食禁止等のルールを守って活用してください。 

 

（３）図書館 

学生証が利用許可証となります。 

図書の貸出期間は一般図書 2 週間、雑誌 1 週間、貸出可能冊数は 15 冊（大学院生）です。 

返却期限は必ず守ってください。 

館内の図書、新聞、雑誌等は自由に利用できます。 

利用後は速やかに館内に設置しているブックトラックへお返しください。 
 利用時間（平日） 利用時間（土曜日） 

池キャンパス 午前８時 30 分から午後７時まで 午前９時から午後５時まで 
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永国寺キャンパス 午前８時 30 分から午後９時まで 午前９時から午後５時まで 

※土曜について：春季・夏季・冬季休業中は休館 

※開館日など詳しい情報は図書館のホームページや学内・館内の掲示をご確認ください。 

 
19 高知県公立大学生活協同組合（生協） 

●本部：永国寺キャンパス体育館棟１階永国寺ショップ TEL 088-821-7199（直通） 

高知県公立大学生協は、高知県立大学と高知工科大学の学生・教職員が出資、利用、運営している

組織です。池キャンパス及び永国寺キャンパスで食堂・ショップを中心にサービス提供を行っていま

す。 

■営業時間について  

 時間（平日） 定休日 

池 

キャンパス 

食堂 午前 11 時 30 分から午後１時 15 分まで 土・日・

祝日 
ショップ 午前 10 時 00 分から午後４時 30 分まで 

永国寺 

キャンパス 

食堂 午前 11 時から午後 1 時 30 分まで 土・日・

祝日 ショップ 午前 10 時 00 分から午後４時 30 分まで 

※ 長期休暇中などは、営業時間の変更・閉店があります。また、社会情勢によって営業時間の

見直しが行われることがあります。 

 
■食堂について 

・自由な組み合わせ（必要なおかずを１品ずつとるなど）の食事ができるカフェテリア方式の食

堂です。 

・メニューは週がわりで、季節感を取り入れた企画メニューを提供しています。 

・レシートやプライスカードには、「カロリー、塩分量、３群点数法による栄養価表示」をしてお

り、また、食堂内に掲示には、食べ方提案やお薦めメニュー、食生活や健康に関する内容を掲

載していますので、栄養バランスのとれた食事の参考にしてください。 

・「前払い方式」でお金の心配をせずに１年間安心して食堂が定期的に利用できる「ミールカー

ド」プランや、現金支払いの煩わしさのないプリペイド（キャッシュレス）利用も提供してい

ます。ミールカード・プリペイド利用では、利用金額に応じてポイントが付き、ポイント数に

よるキャッシュバックの特典もあります。 

 

■ショップについて 

・大学での勉強に必要な教科書や専門書、文房具等も販売しています。 

・弁当・パン・飲料・お菓子などの毎日の食品、日用雑貨、雑誌・文庫・新書などを販売してい

ます。 

・パソコン・プリンタなどの機器教材も販売しています。 

・就職・資格取得をバックアップする各種検定、通信講座、通学制スクールの斡旋を行っていま

す（英検、TOEIC、TOFFL、秘書検定、法学検定、就職講座、公務員試験講座、教員試験講

座、自動車免許、パソコン、など）。 
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・大学生として様々な体験をするために、他の大学生協と共同で国内・海外旅行を紹介していま

す（海外語学研修、海外体験ツアー、インターンシッププログラム、ホームステイ、個人旅行、

など）。 

・CD、DVD などは取り寄せることができます。 
・コピーサービス、パソコン等の修理、宅配便、レンタカーなども取り扱っています。 

・毎月ショッピングカタログを発行しています。このカタログでは、普段店頭に置いていない情

報機器、家電商品、家具などを取り扱っています。 

・インターネットを使ったインターネットショッピングを行っています（和書・洋書・CD・DVD・
コンピューターソフト・文具など）。 

 

■保険『CO・OP 学生総合共済』について（池キャンパス及び永国寺キャンパス） 

『CO・OP 学生総合共済』は、学生組合員どうしが「もしも」の場合にお互いに支えあう、安心

とたすけあいの保障制度です。 
卒業まで、国内海外問わず、学生生活の 24 時間をサポートします。また、他の保険金が支払わ

れた場合でも、共済の給付が減額されることはありません。生協窓口で相談を受け付けていますの

で、気軽に確認してください。学生生活無料健康相談テレホンで健康や生活の悩みを相談できるサ

ービスもあります。 
   さらに、学生賠償責任保険（国内事故は示談交渉サービス付き）、就学費用保障保険等もありま

す。詳細は、以下から確認してください。 

全国大学生協共済生活協同組合連合会のホームページ 

http://kyosai.univcoop.or.jp/index.html 

   また、様々な悩みやトラブルへの相談対応を行う「生活相談電話サポート」やトラブル発生時に

現場まで駆けつける「トラブル出動サービス」でキャンパスライフを 24 時間・365 日サポートする

「学生生活 110 番」もあります。 

 

■様々な組合員活動 

生協は、組合員一人ひとりのための組織です。 
一人ひとりの声が、店舗の品揃えやサービス改善、生協の様々な取り組みの原動力です。店舗に

置いてある「VOICE カード」を使って生協に対する意見・要望をお寄せください。生協理事会で検

討し、事業や活動を改善・発展させていきます。 
また、組合員の参加と協同による取り組みも行っていきます。 
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Ⅴ 学則及び諸規程 
 

１ 高知県立大学大学院学則 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この学則は、高知県立大学学則（以下「本学学則」という。）第６条第２項の規定により、高知県

立大学大学院（以下「本大学院」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（目的） 

第２条 本大学院は、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究めて、文化の進展に寄与することを

目的とする。 

第２章 研究科、専攻、課程及び学生の定員 

（研究科、専攻及び課程） 

第３条 本大学院に、看護学研究科及び人間生活学研究科を置く。 

２ 研究科に関し必要な事項は、学長が定める研究科規程によるものとする。 

３ 看護学専攻及び人間生活学専攻の博士課程は、前期２年の課程（以下「博士前期課程」という。）及び

後期３年の課程（以下「博士後期課程」という。）に区分し、共同災害看護学専攻の博士課程はこの区分

を設けないものとする。 

４ 博士前期課程は、修士課程として取り扱うものとする。 

５ 本大学院に置く研究科の専攻及び課程は、次のとおりとする。 

 

研究科 専攻 課程 

看護学研究科 
看護学専攻 

博士前期課程 

博士後期課程 

共同災害看護学専攻 博士課程 

人間生活学研究科 人間生活学専攻 
博士前期課程 

博士後期課程 

 

（学生の定員） 

第４条 研究科の学生の定員は、次のとおりとする。 

 

研究科・専攻 課 程 入学定員 収容定員 

看護学研

究科 

看護学専

攻 

博士前期課程 ２０人 ４０人 

博士後期課程  ６人 １８人 

共同災害

看護学専

攻 

博士課程 ※１  ※２ 

人間生活

学研究科 

人間生活

学専攻 

博士前期課程 １８人 ３６人 

博士後期課程  ３人  ９人 

合 計 ４７人 １０３人 

備考：※１ 令和３年度から学生募集を停止 

   ※２ 令和２年３月31日に当該専攻に在籍する者が当該専攻に在籍しなくなる日ま

での間、存続するものとする。 
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（課程の目的） 

第５条 博士前期課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門

性を要する職業等に必要な高度の能力を養うものとする。 

２ 博士後期課程及び博士課程は、専攻分野について、研究者として自立して研究を行い、又はその他の高

度に専門的な職業に従事するために必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養うものとす

る。 

第３章 入学、再入学、留学、休学、退学、強制休学、除籍、転学及び転研究科 

（入学の時期） 

第６条 学生の入学の時期は、学年の始めとする。ただし、本大学院において特別の必要があり、かつ、教

育上支障がないと認めるときは、学期の始めとすることができる。 

（博士前期課程の入学資格） 

第７条 博士前期課程に入学することができる者は、次の各号のいずれかに該当する者で、本大学院で定め

られた入学者選考方法による試験に合格したものとする。 

（１）学校教育法第83条に定める大学を卒業した者 

（２）学校教育法第104条第４項の規定により学士の学位を授与された者 

（３）外国において学校教育における16年の課程を修了した者 

（４）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校

教育における16年の課程を修了した者 

（５）我が国において外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６年の課程を修了

したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置づけられた教

育施設であって、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号。以下「規則」という。）第１

５５条第１項第４号の規定により文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

（６）専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たす

ものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了した者 

（７）文部科学大臣の指定した者 

（８）前各号に掲げる者のほか、本大学院において、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者 

（博士後期課程の入学資格） 

第８条 博士後期課程に入学することができる者は、次の各号のいずれかに該当する者で、本大学院で定め

られた入学者選考方法による試験に合格したものとする。 

（１）修士の学位又は専門職学位を有する者 

（２）外国において、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与されたもの 

（３）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し、修士の学位又は専門職学位

に相当する学位を授与された者 

（４）我が国において外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付け

られた教育施設であって、規則第１５６条第３号の規定により文部科学大臣が別に指定するものの当

該課程を修了し、修士の学位又は専門職学位に相当する学位を授与された者 

（５）文部科学大臣の指定した者（平成元年文部省告示第118号） 

（６）前各号に掲げる者のほか、本大学院において、修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認

めた者 

２ 前項第６号に該当する者の認定は、研究科委員会の議を経て学長が行う。 

（入学の志願手続及び選考方法） 

第９条 入学の志願の手続及び選考方法については、学長が定める。 

（入学許可） 

第１０条 入学の許可の手続は、学長が定める。 

（再入学） 

第１１条 本大学院を退学した者で再入学を志願するものがあるときは、欠員のある場合に限り、学長は、

当該研究科による選考及び当該研究科委員会の議を経て、相当の年次への再入学を許可することができる。 

（留学） 

第１２条 本大学院の学生で外国の大学院又は外国の研究機関に留学を希望するものは、当該研究科委員会

の議を経て、学長の許可を受けなければならない。 

２ 前項の許可を受けて留学した期間は、第２４条第１項、第２５条第１項及び同条第３項に規定する在学

期間に算入することができる。 

（休学、退学、強制休学及び除籍） 

第１３条 休学、退学、強制休学及び除籍については、本学学則第１４条から第１７条までの規定を準用す
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る。ただし、本学学則第１４条第３項に規定する休学の期間は、博士前期課程においては通算して２年を、

博士後期課程においては通算して３年を、博士課程においては通算して５年を超えることができない。 

（転学及び転研究科） 

第１４条 他の大学院等へ、又は他の大学院等から転学を志願する学生があるときは、学長は、当該研究科

委員会の議を経て、転学を許可することができる。 

２ 学内で他の研究科への転出（以下「転研究科」という。）を志願する学生があるときは、学長は、転出

元の研究科及び転出先の研究科双方の研究科委員会の議を経て、転研究科を許可することができる。 

第４章 標準修業年限等、在学期間及び教育方法等 

（標準修業年限等） 

第１５条 博士前期課程の標準修業年限は、２年とする。ただし、人間生活学研究科の学生が、職業を有し

ている等の事情により、標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修して課程を修

了することを希望する旨を申し出たときは、学長が定める高知県立大学長期履修学生規程により、その計

画的な履修を認めることができる。 

２ 博士後期課程の標準修業年限は、３年とする。 

３ 博士課程の標準修業年限は、５年とする。 

（在学期間） 

第１６条 博士前期課程の在学期間は、４年を超えることができない。 

２ 博士後期課程の在学期間は、６年を超えることができない。 

３ 博士課程の在学期間は、１０年を超えることができない。 

（教育方法） 

第１７条 本大学院の教育は、授業科目の授業及び研究指導によって行うものとする。 

２ 本大学院における授業科目及び単位数については、第３条第２項の研究科規程で定める。 

３ 次の研究科又は専攻に、土曜日、日曜日及び祝日において教育を行う課程を置く。 

（１）看護学研究科 看護学専攻 博士前期課程及び博士後期課程 

（２）人間生活学研究科 人間生活学専攻 博士前期課程及び博士後期課程 

（副専攻） 

第１７条の２ 本大学院の教育課程として、特定の分野又は課題の授業科目で構成する副専攻を設置し、そ

の学修成果を認定 することができる。 

２ 副専攻に関して必要な事項は別に定める。 

（他の研究科等における授業科目の履修） 

第１８条 本大学院において教育上有益と認めるときは、学生に本大学院の他の研究科又は他の専攻若しく

は課程（以下「他研究科等」という。）が開設する授業科目を履修させることができる。 

２ 前項の場合において、他研究科等の授業科目を履修しようとする者は、所属する研究科の研究科長の承

認を経て、当該授業科目を開設している研究科の研究科長の許可を得るものとする。 

３ 第１項の規定に基づき学生が履修し、修得した単位は、第２４条第１項並びに第２５条第１項及び第３

項に規定する課程修了の要件に係る単位としては認定しない。 

（他の大学院における授業科目の履修） 

第１９条 本大学院において教育上有益と認めるときは、他の大学院（外国の大学院を含む。以下同じ。）

との協議に基づき、学生に当該他の大学院の授業科目を履修させることができる。 

２ 前項の場合、他の大学院において履修した授業科目の取扱いについては、第３条第２項の研究科規程で

定める。 

（他の大学院等における研究指導） 

第２０条 本大学院において教育上有益と認めるときは、他の大学院又は研究機関（外国の研究機関を含む。

以下この項において同じ。）との協議に基づき、学生に当該他の大学院又は研究機関において必要な研究

指導を受けさせることができる。ただし、当該研究指導を受けさせる期間は、１年を超えないものとする。 

２ 前項の規定に基づき学生が受けた研究指導は、第２４条第１項及び第２５条に規定する研究指導の一部

とすることができる。 

（本学学部における授業科目の履修） 

第２１条 本大学院の学生で高知県立大学（以下「本学」という。）の学部の授業科目の履修を志願する者

があるときは、当該研究科長は、当該研究科委員会及び当該授業科目を開講する学部の教授会の議を経て、

当該授業科目の履修を許可することができる。 

２ 第１項の規定に基づき学生が履修し、修得した単位は、第２４条第１項並びに第２５条第１項及び第３

項に規定する課程修了の要件に係る単位としては認定しない。 

（授業科目の聴講） 

第２２条 本大学院の学生で本学の学部又は本大学院の授業科目の聴講を希望するものは、当該学生の研究
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指導を行う教員及び当該授業科目を担当する教員の許可を得て、当該授業科目を聴講することができる。 

（履修方法等） 

第２３条 この章に定めるもののほか、本大学院の授業科目、単位の計算方法及び認定、履修方法並びに研

究指導に関し必要な事項は、研究科に関する規程で定める。 

第５章 課程修了の要件、学位及び資格 

（博士前期課程修了の要件） 

第２４条 博士前期課程の修了の認定を受けるに当たっては、本大学院博士前期課程に２年以上在学して３

０単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえ、修士論文の審査及び最終試験に合格しなけれ

ばならない。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者と学長が認める者については、本大学

院博士前期課程に１年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 前項の場合において、研究科の目的に応じ、当該研究科委員会において適当と認めるときは、特定の課

題についての研究成果の審査をもって修士論文の審査に代えることができる。 

（博士後期課程及び博士課程の修了の要件） 

第２５条 博士後期課程修了の認定を受けるに当たっては、本大学院博士後期課程に３年以上在学し、研究

科規程その他規程の定めるところにより、所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえ、博

士論文の審査及び最終試験に合格しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、優れた業績を上げた者と学長が認める者の在学期間に関しては、本大学院博

士後期課程に１年以上在学すれば足りるものとする。ただし、博士前期課程を含め大学院の在学期間は３

年以上でなければならない。 

３ 博士課程の修了の認定を受けるに当たっては、本大学院博士課程に５年以上在学し、研究科規程その他

規程の定めるところにより所定の単位を修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえ、博士論文の審査及

び最終試験に合格しなければならない。 

４ 前項の規定にかかわらず、優れた業績を上げた者と学長が認める者の在学期間に関しては、本大学院博

士課程に３年以上在学すれば足りるものとする。 

（論文の審査及び最終試験） 

第２６条 修士論文及び博士論文の審査及び最終試験は、本大学院の学位に関する規程に規定する方法によ

り研究科委員会の指名する審査委員が行うものとする。 

（課程修了の認定の時期） 

第２７条 博士前期課程、博士後期課程及び博士課程の修了の認定は、学年の終わりに行う。ただし、やむ

を得ない事由により認定を受けることができなかった学生については、次の学年の前期の終わりに行うこ

とができる。 

（学位の授与） 

第２８条 博士前期課程を修了した者には修士の学位を、博士後期課程又は博士課程を修了した者には博士

の学位を授与する。 

２ 前項の規定にかかわらず、博士の学位は、本大学院の行う博士論文の審査に合格し、かつ、大学院の博

士課程を修了した者と同等以上の学力があると認められた者に授与することができる。 

３ この学則に定めるもののほか、本大学院において授与する学位の種類、学位論文の審査の方法、最終試

験その他学位に関し必要な事項は、本大学院の学位に関する規程で定める。 

（教員免許状取得資格） 

第２９条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法（昭和２４年法律第１４

７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）に定める授業科目を履修し、その単

位を修得しなければならない。 

２ 前項の単位を修得することにより取得することのできる教員免許状の種類は、次のとおりとする。 

 

研究科・課程 免許状の種類  教科の種類  

看護学研究科博士前期課程 
高等学校教諭専修免許状  看護 

養護教諭専修免許状 － 

 

第６章 賞罰 

（賞罰） 

第３０条 賞罰については、本学学則第４２条及び第４３条の規定を準用する。 

第７章 学年、学期及び休業日 
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第３１条 学年及び学期については、本学学則第４４条から第４６条までの規定を準用する。 

第８章 入学検定料、入学料、授業料、研修料及び学位論文審査手数料 

第３２条 入学検定料、入学料、授業料、研修料及び学位論文審査手数料に関し必要な事項は別に定める。 

第９章 教員組織及び運営組織 

（教員組織） 

第３３条 本大学院の教員組織は、本学の学部等の教員及び研究科の教員をもって構成する。 

２ 研究科の教員組織は、研究科委員会が定める。 

（研究科委員会） 

第３４条 研究科に関する事項を審議するため、各研究科に研究科委員会を置く。 

２ 研究科委員会に関する規程は、別に定める。 

（研究科長） 

第３５条 各研究科に研究科長を置く。 

２ 研究科長は、研究科委員会の定める方針に基づき、研究科を運営する。 

第１０章 科目等履修生、外国人留学生、研究生、特別聴講学生及び特別研究学生 

（科目等履修生） 

第３６条 本大学院の学生以外の者で本大学院で授業科目の履修を志願するものがあるときは、学長は、科

目等履修生として入学を許可することができる。 

（外国人留学生） 

第３７条 外国人で大学院において教育を受ける目的を持って入国し、本大学院に入学を志願するものがあ

るときは、学長は、外国人留学生として入学を許可することができる。 

（研究生） 

第３８条 本大学院の学生以外の者で本大学院の研究科及び専攻に関連した学術の研究を志願するものがあ

るときは、学長は、研究生として入学を許可することができる。 

（特別聴講学生） 

第３９条 他の大学院の学生で本大学院の授業科目の履修を志願するものがあるときは、学長は、当該他の

大学院との協議に基づき、特別聴講学生として入学を許可することができる。 

（特別研究学生） 

第４０条 他の大学院の学生で本大学院において研究指導を受けようとするものがあるときは、学長は、当

該他の大学院との協議に基づき、特別研究学生として入学を許可することができる。 

（この章に定める者の入学志願の手続） 

第４１条 この章に定める者の入学志願の手続は、学長が定める。 

第１１章 雑則 

（本学学則の準用） 

第４２条 この学則に定めるもののほか、本大学院に関し必要な事項については、本学学則の規定を準用す

る。 

附 則 

  この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年１０月２４日改正） 

  この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１０月２２日改正） 

  （施行期日） 

１ この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

２ 平成２５年度以前に入学した者に係る授業科目の履修及び単位の修得並びに卒業に必要な単位数につい

ては、この規程による大学院学則（以下「新大学院学則」という。）の規定にかかわらず、なお従前の例

による。ただし、平成２５年度以前に入学した者が、第１４条第２項の規定により、本学大学院の別の研

究科へ転研究科したときは、新大学院学則の規定による。 

３ 平成２５年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、平成２６年４月１日改正の人間

生活学研究科規程別表及び看護学研究科規程別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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４ この大学院学則の改正前の高知県立大学大学院学則（以下「旧大学院学則」という。）の規定により、

健康生活科学研究科は、新大学院学則の規定にかかわらず、平成２６年３月３１日において健康生活科学

研究科に在学する者が健康生活科学研究科に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

附 則（平成２６年３月２６日改正） 

  この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２４日改正） 

（施行期日） 

  この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

  この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則   

  この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則   

  この規程は、令和３年４月１日から施行する。  

附 則   

  この規程は、令和５年４月１日から施行する。 
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２ ディプロマ・ポリシー（修了認定・学位授与に関する方針） 

 

看護学研究科 博士前期課程 

博士前期課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、高度な専門的実践能力と看護学分野における研究

能力を養うことを目的とする。 

 

１．個人－家族－地域を多角的、複眼的視点で捉え、看護専門領域に関する理論、関連領域の知識・技術、

高い倫理観を基盤として、エビデンスに基づく高度な看護実践ができる能力を有している。 

２．地域社会や生活環境の中で、人々が自立して健康生活を営むことができるように、地域の人々と協働し

て、健康を促進する地域文化の形成・発展に貢献できる能力を有している。 

３．社会のニーズや健康に関する課題に積極的に関与し、他の職種の専門性を尊重した上で協働しながら社

会状況に対応する方略を開発する能力を有している。 

４．学際的視点をふまえて看護実践の場、教育や政策の場で看護現象を研究的視点でとらえ、論理的思考力、

リーダシップとマネージメント力を発揮して変革者として貢献できる能力を有している。 

５．看護実践を支える科学的・哲学的基盤を理解し、看護研究を通して、看護学の体系化とその発展に貢献

できる教育・研究能力を有している。 

６．国際的動向や多様な文化に関する幅広い知識や最新の情報を備えて、看護をグローバルな視点から捉え、

看護の普遍性の追求と体系化に貢献できる能力を有している。 

 

 

看護学研究科 博士後期課程 

博士後期課程は、看護学の学術的基盤を発展させるために看護学に関する学術と研究を国際的・学際的に

推進し、その深奥を究め、創造的に自立して研究活動を行う高度な専門的能力を養うことを目的とする。 

 

１．看護の学識者としての責務を果たし、看護学の発展の基盤となる普遍性を有する看護哲学を追求し続け

る能力を有している。 

２．看護学の学術的な基盤を発展させるために、グローバルスタンダードで看護学の知識や技術を研究開発

し、看護学にイノベーションをもたらす能力を有している。 

３．最新の看護学の知識や技術、看護関連分野の知見等を活用し、倫理的・文化的基盤を持って人や社会に

貢献するケアの開発に取り組み、人々の安心な生活の実現やＱＯＬの向上を推進していくことのできる能

力を有している。 

４．看護学を発展させ新たな知見を創生する研究活動を行い、社会に向けて提言できる能力を有している。 

５．国内外の専門職と連携して、政策開発や意思決定に参加し、健康医療福祉システムの構築や変革をもた

らす能力を有している。 

６．科学的・学際的な基盤を持って人々の健康生活や健康文化を創造することに寄与する、次世代の高度実

践看護者を養成する高等教育を担う能力を有している。 
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看護学研究科 博士課程 

修了要件は、履修単位を５０単位以上修得し、かつ必要な研究指導を受けて、博士論文の審査及び最終試

験に合格することを定めています。審査においては、本課程の教育目的に対応した能力について総合的に評

価を行い、修了要件を満たす者に博士（看護学）とし、（ＤＮＧＬ：Disaster Nursing Global Leader）を付

記した、学位を授与します。 

 

○ 人間の安全保障を理念として、いかなる災害状況でも「その人らしく健康に生きる」ことを支援するこ

とができる能力を有している。 

○ 災害サイクル諸局面において「健康に生きるための政策提案」に取り組むことができる能力を有してい

る。 

○ グローバルな視点から安全安心社会の実現に向けて、産学官との連携を築き、制度やシステムを変革で

きる能力を有している。 

○ 学際的な視点、国際的な視点から災害看護学を構築し、災害看護学を研究開発できる能力を有している。 

 

 

人間生活学研究科 博士前期課程 

博士前期課程では、地域社会の生活課題を解決・調整することのできる高度専門職業人としての能力を養

成することを目的とする。 

 

共通ディプロマ・ポリシー 

１．人間の生活に根ざした学問を基盤に、専攻領域及び関連領域における学術的知識を身に付けている。 

２．設定した研究課題を学際的・科学的な視点で捉え、学問の体系化と発展に寄与する研究能力を身に付け

ている。 

 

領域（学位名称）別ディプロマ・ポリシー 

栄養・生活学領域 ＜修士（生活科学）＞ 

１．栄養・生活に関する分野における専門的な知識と技術を身に付けている。（知識・理解） 

２．地域社会の特性を踏まえ、栄養・生活に関する諸課題を科学的視点で捉え、解決のための具体的な方策

を提言できる研究能力を身に付けている。（研究遂行能力） 

３．グローバルな視野を持って、栄養・生活に関する諸課題に取り組み、その過程で得られた技術や知識を

世界に向けて発信できる力を身に付けている。（総合的な学修経験と創造的思考力） 

 

社会福祉学領域 ＜修士（社会福祉学）＞ 

１．社会福祉学の分野における専門的な知識と技術を身に付けている。（知識・理解） 

２．地域社会の特性を踏まえ、社会福祉に関する諸課題を科学的視点で捉え、解決のための具体的な方策を

提言できる研究能力を身に付けている。（研究遂行能力） 

３．グローバルな視野を持って、社会福祉学の新たな支援方法や資源の開発等に取り組み、創造的な実践を

展開できる力を身に付けている。（総合的な学修経験と創造的思考力）  
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文化学領域 ＜修士（学術）＞ 

１．文化研究の分野における専門的な知識と技術を身に付けている。（知識・理解） 

２．文化に関する地域の諸課題を人文科学的または社会科学的視点で捉え、解決のための具体的な方策を提

言できる研究能力を身に付けている。（研究遂行能力） 

３．文化に関する諸課題に取り組み、その過程で得られた技術や知識を地域に向けて発信できる力を身に付

けている。（総合的な学修経験と創造的思考力） 

 

ウェルビーイング学領域 ＜修士（学術）＞ 

１．ウェルビーイング学研究における専門的な知識と技術を身に付けている。（知識・理解） 

２．ウェルビーイング学に関する諸課題を２つ以上の領域を横断し、より学際的視点で捉える研究能力を身

に付けている。（研究遂行能力） 

３．ウェルビーイング学に関する諸課題に総合的に取り組み、地域社会において創造的な実践を展開できる

力を身に付けている。（総合的な学修経験と創造的思考力） 

 

 

人間生活学研究科 博士後期課程 

博士後期課程は、博士前期課程において修得した知識及び技術を基盤とし、自立して継続的な研究活動を

遂行できる高度専門職業人としての能力及び高等教育の発展に寄与する教育研究者としての能力を涵養する

ことを目的とする。 

 

共通ディプロマ・ポリシー 

１．人間の生活に根ざした学問体系の確立と発展に寄与し、学際的研究を自立して展開する能力を身に付け

ている。 

２．研究分野に関する国内外の動向を俯瞰的に把握し、学際的な関連分野の知見をふまえて、自己の研究の

位置づけを明確にすることができる。 

３．人間の生活に対する理解に基づいた高度な倫理性を持ち、科学的基盤に基づいて研究を実践する能力を

身に付けている。 

 

領域（学位名称）別ディプロマ・ポリシー 

栄養・生活学領域 ＜博士（生活科学）＞ 

１．栄養・生活に関する分野における高度に専門的な知識を持ち、栄養・生活に関する分野を系統的・統合

的に理解する能力を身に付けている。（知識・理解） 

２．栄養・生活に関する諸課題を総合的・学際的な視点で捉え、研究を通して課題解決に資するための高度

な論理的思考力を身に付けている。（研究遂行能力） 

３．栄養・生活に関する分野における研究の発展に寄与する新たな知見を研究成果として公表する能力を身

に付けていると同時に、社会に向けて提言することができる。（研究遂行能力） 

４．グローバルな視野を持った教授者として、栄養・生活に関する分野における専門職教育を担う能力を身

に付けている。（総合的な学修経験と創造的思考力） 
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社会福祉学領域 ＜博士（社会福祉学）＞ 

１．社会福祉分野における高度に専門的な知識を持ち、社会福祉学を系統的・統合的に理解する能力を身に

付けている。（知識・理解） 

２．社会福祉学に関する諸課題を総合的・学際的な視点で捉え、研究を通して課題解決に資するための高度

な論理的思考力を身に付けている。（研究遂行能力） 

３．社会福祉学の分野における研究の発展に寄与する新たな知見を研究成果として公表する能力を身に付け

ていると同時に、社会に向けて提言することができる。（研究遂行能力） 

４．グローバルな視野を持って、地域共生社会の実現に向けて指導的役割を担うことができる研究者および

専門職業人としての能力を身に付けている。（総合的な学修経験と創造的思考力） 

 

文化学領域 ＜博士（学術）＞ 

１．文化研究の分野における高度に専門的な知識と系統的・統合的に理解する能力を身に付けている。（知識・

理解） 

２．文化に関する事象や課題を人文科学的または社会科学的な視点で捉え、研究を通して課題解決に資する

ための高度な論理的思考力を身に付けている。（研究遂行能力） 

３．文化に関する研究分野の発展に寄与する新たな知見を提供し、広く社会に発信することができる。（研究

遂行能力） 

４．グローバルな視野を持って、文化に関する研究能力を活かし、研究成果を公表することができる。（総合

的な学修経験と創造的思考力） 

 

 

 

３ カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針） 

 

看護学研究科 博士前期課程 

博士前期課程では、広い視野に立って精深な学識を授け、高度な専門的実践能力と看護学分野における研

究能力を養うために、教育理念に基づき、高度実践看護師（以下ＣＮＳ）コース、研究コース及び実践リー

ダーコースを設け、以下のようなカリキュラム（教育課程）を編成している。 

 

（構造・内容） 

１．カリキュラムを構成する科目群として「共通科目（大学院共通科目・専攻共通科目）」、「領域専門科目」

及び「研究支援科目」の科目群を置く。 

２．ＣＮＳコースは、がん看護学、慢性看護学、クリティカルケア看護学、小児看護学、老人看護学、精神看

護学、家族看護学、在宅看護学の８領域を設け、各領域で必要な講義・演習・実践演習・課題研究を含む、

専門看護師認定試験受験に必要な科目を置く。 

３．研究コースは、共創看護学、成人看護学、母性看護学、小児看護学、家族看護学、地域看護学、災害・国

際看護学、看護管理学の８領域を設け、各領域で必要な講義・演習・研究を含む科目を置く。 

４．実践リーダーコースは、臨床看護学と地域保健学の２領域を設け、各領域で必要な講義・演習・研究を
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含む科目を置く。 

５．認定看護管理者認定審査受験、養護教諭専修免許、高等学校教諭（看護）専修免許に必要な科目を置く。 

（順序性） 

６．１年次は看護学の学術的基盤を形成するためにＣＮＳコース、研究コース、実践リーダーコースともに

共通科目、１年次後半から２年次は専門性を高める領域専門科目を選択し、コースワークを踏まえて研究

支援科目を履修できるように編成している。 

７．修士論文作成に向けて、２年次に研究計画書の提出、中間報告会の開催、修士論文を提出するように編

成している。 

（教育方法） 

８．前期課程のディプロマ・ポリシーに沿う能力を学生の将来ビジョンに向けて修得できるように、ＣＮＳ

コース、研究コース、実践リーダーコースの履修モデルを提示し、履修指導を行う。 

９．前期課程のディプロマ・ポリシーに沿う能力を学生が修得できるように、講義、演習、実習、研究指導

を行う。事前・事後課題、グループワーク、グループ討議、アクティブラーニング、シミュレーション等

により、学生が主体的に学ぶ方法、専門性を高める方法を取り入れる。 

10．実践リーダーコースは、大学院設置基準第１４条特例に基づくコースで、授業は原則、土曜日・日曜日

に開講する。 

（評価方法） 

11．各講義科目・演習科目・実習科目では、前期課程のディプロマ・ポリシーに沿った達成目標および成績

評価の方法・基準をシラバスや実習要項により周知し、自己評価・授業評価、教員による評価を行う。修

了時にはディプロマ・ポリシーに基づく評価（論文審査・最終試験）を行う。 

12．修了時には学生によるディプロマ・ポリシーの達成度、修士課程で修得すべき能力の評価、カリキュラ

ム評価を行い、カリキュラムの評価・改善を図り、教育の質保証を行う。 

 

 

看護学研究科 博士後期課程 

博士後期課程では、看護学の学術的基盤を発展させるために看護学に関する学術と研究を国際的・学際的

に推進し、その深奥を究め、創造的に自立して研究活動を行う高度な専門的能力を養うために、教育理念に

基づき以下のようなカリキュラム（教育課程）を編成している。 

 

（構造・内容） 

１．カリキュラムを構成する科目群として、専攻共通科目、専攻専門科目および研究支援科目の科目群を置

く。 

２．分野として、共創看護学、がん看護学、成人看護学、小児看護学、老人看護学、精神看護学、家族看護

学、在宅看護学、地域看護学、学校保健学、災害・国際看護学、看護病態生理学、看護経営管理学の分野を

置く。 

３．専攻共通科目は、看護学の学術的基盤を発展させ高度な研究能力を育成するために置く。 

４．専攻専門科目は、新たな専門的知識の蓄積・精選・拡充などをはかり、特定の看護分野の専門性を構築

する科目として置く。 

５．研究支援科目は、研究課題を探究し、段階的に博士論文作成のプロセスを支持する科目として置く。 
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（順序性） 

６．専攻共通科目と専門性に応じて専攻専門科目を選択し、コースワークを踏まえて、３年間にわたり看護

学特別研究を履修できるように編成している。 

７．博士論文作成に向けて、１年次には研究計画書の提出、２年次には中間報告会の開催、３年次には一次

審査論文の提出を課し、博士論文を提出するように編成している。 

（教育方法） 

８．後期課程のディプロマ・ポリシーに沿う能力を修得できるように、履修モデルに基づき履修指導を行い、

コースワークの推進、博士論文作成指導、学位審査等の教育のプロセスを支援する。 

９．研究能力を高めるために、入学時より主指導教員および副指導教員をおき、複数指導教員体制で博士論

文作成指導にあたる。 

（評価方法） 

10．後期課程のディプロマ・ポリシーに沿った達成目標および成績評価の方法・基準を周知し、自己評価・

授業評価、教員による評価を行う。修了時にはディプロマ・ポリシーに基づく評価、博士課程で修得すべ

き能力の評価等（最終試験）を行う。 

11．博士論文は、主指導教員および副指導教員による研究計画書審査、倫理審査、中間報告会、公聴会を経

て、博士論文審査基準に基づき学位審査委員会において審査を行う。 

 

 

看護学研究科 博士課程 

豊かで高度な看護学専門知識を培い、学際的・国際的でグローバルな見識に基づいた研究を発展させ、特

に災害看護学に関してその深奥を極め、人間の安全保障の進展に寄付する災害看護のグローバルリーダーを

養成するために、教育目的に基づき以下のようなカリキュラム（教育課程）を編成しています。 

 

○ カリキュラムは、災害看護学の基盤となる「災害看護学の基盤を支える科目群」、災害看護学を学問とし

て構築する能力を養うための「災害看護学の専門科目群」、災害看護学に関する専門的な実践や研究、グロ

ーバルリーダーとしての機能・役割を身につけるための「インデペンデント学修科目群」及び「災害看護

学研究支援科目群」の４つの科目群によって構成する。 

○ 学生が自分の関心や課題に沿って自律的に学び、グローバルリーダーとしての能力を培うことができる

ように、「インデペンデント学修科目群」に「インデペンデントスタディ」を科目として置く。 

○ 構成大学院（「高知県立大学大学院看護学研究科」「兵庫県立大学大学院看護学研究科」「千葉大学大学院

看護学研究科」「東京科学大学大学院保健衛生学研究科」「日本赤十字看護大学大学院看護学研究科」）は、

学生が各構成大学院から１０単位以上の履修ができるように必要な科目を開講する。 

○ 学修の課程で、その成果を確認するために Preliminary Examination と Qualifying Examination を

行う。 

○ 構成大学院の専任教員による研究指導体制の下で、災害看護学に関連する理論、高度な実践や研究につ

いての知識を統合して災害看護学の「博士論文」を作成し、提出できるように編成している。 
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人間生活学研究科 博士前期課程 

博士前期課程では、地域社会の生活課題を解決・調整することのできる高度専門職業人としての能力を養

成することを目的とする。この目的のために、以下の方針に基づき本課程のカリキュラムを編成する。 

 

共通カリキュラム・ポリシー 

（構造・内容） 

１．カリキュラムを構成する科目区分として、「共通科目（大学院共通科目、専攻共通科目）」「専門科目（栄

養・生活学領域科目、社会福祉学領域科目、文化学領域科目、ウェルビーイング学領域科目）」の科目群を

置く。また、研究能力を総合的に養成するための研究指導科目として、領域ごとに研究演習を置く。 

２．栄養・生活学領域科目に「食物科学」「人間栄養学」「栄養・生活学」の科目群を置く。 

３．社会福祉学領域科目に「福祉専門基礎分野」「地域社会・多文化分野」「高齢分野」「障害分野」「児童・家

庭分野」の科目群を置く。 

４．文化学領域科目に「地域文化」「日本文化」「英語文化」の科目群を置く。 

５. ウェルビーイング学領域科目に「ウェルビーイング基礎」「情報・データ科学」「ウェルビーイング応用」

の科目群を置く。 

（順序性） 

６．研究の基礎的能力を修得させるため、１年次に共通科目の「研究と倫理」（必修）と「研究方法論Ⅰ・Ⅱ・

Ⅲ」（選択必修）を履修させる。 

（教育方法） 

７．学生の志望に従い、博士前期課程のディプロマ・ポリシーの能力を修得できるように、履修指導を行う。 

８．博士前期課程のディプロマ・ポリシーに沿う能力を学生が修得できるように、講義、演習、研究指導を

バランスよく行う。事前・事後課題、グループ討議、アクティブラーニングなどにより、学生が主体的に

学ぶ方法を取り入れる。 

（評価方法） 

９．講義や演習では、博士前期課程のディプロマ・ポリシーに沿った達成目標や成績評価の方法・基準を周

知し、評価を行う。修了時にはディプロマ・ポリシーに基づく評価（論文審査・最終試験）を行う。 

10．学生によるカリキュラム評価を行い、その結果に基づいてカリキュラムの改善を図る。 

 

領域別カリキュラム・ポリシー 
栄養・生活学領域 ＜修士（生活科学）＞ 

栄養・生活学領域の修了要件として、共通科目から６単位以上、栄養・生活学領域を中心として４つの領

域科目から１８単位以上、研究指導科目６単位を履修し、計３０単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を

受けて、修士論文の審査及び最終試験に合格することを定めている。 

（順序性） 

１）複数の領域にわたる幅広い学識を修得させるため、１年次から、栄養・生活学領域科目を中心に、共通

科目や社会福祉学領域科目、文化学領域科目から履修させる。 

２）課題を発見し、その解決を明らかにするための研究力を修得させ、修士論文の完成へと導くため、「栄養・

生活学課題研究演習」を履修させる。 

（教育方法） 
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３）栄養・生活学領域の主研究指導教員と副研究指導教員１名ずつ以外に、他の領域の副研究指導教員から

多様な視点による研究指導を行う。また、学期ごとに１回、主研究指導教員と副研究指導教員による合同

指導会を実施する。 

 

社会福祉学領域 ＜修士（社会福祉学）＞ 
社会福祉学領域の修了要件として、共通科目から６単位以上、社会福祉学領域を中心として４つの領域科

目から１８単位以上、研究指導科目６単位を履修し、計３０単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受け

て、修士論文の審査及び最終試験に合格することを定めている。 

（順序性） 

１）複数の領域にわたる幅広い学識を修得させるため、１年次から、社会福祉学領域科目を中心に、共通科

目や栄養・生活学領域科目、文化学領域科目から履修させる。 

２）課題を発見し、その解決を明らかにするための研究力を修得させ、修士論文の完成へと導くため、「社会

福祉学課題研究演習」を履修させる。 

（教育方法） 

３）社会福祉学領域の主研究指導教員と副研究指導教員１名ずつ以外に、他の領域の副研究指導教員から多

様な視点による研究指導を行う。また、学期ごとに１回、主研究指導教員と副研究指導教員による合同指

導会を実施する。 

 

文化学領域 ＜修士（学術）＞ 
文化学領域の修了要件として、共通科目から６単位以上、文化学領域を中心として４つの領域科目から１

８単位以上、研究指導科目６単位を履修し、計３０単位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受けて、修士

論文の審査及び最終試験に合格することを定めている。 

（順序性） 

１）複数の領域にわたる幅広い学識を修得させるため、１年次から、文化学領域科目を中心に、共通科目や

栄養・生活学領域科目、社会福祉学領域科目から履修させる。 

２）課題を発見し、その解決を明らかにするための研究力を修得させ、修士論文の完成へと導くため、「文化

学課題研究演習」を履修させる。 

（教育方法） 

３）文化学領域の主研究指導教員と副研究指導教員１名ずつ以外に、他の領域の副研究指導教員から多様な

視点による研究指導を行う。また、学期ごとに１回、主研究指導教員と副研究指導教員による合同指導会

を実施する。 

 

ウェルビーイング学領域 ＜修士（学術）＞  

ウェルビーイング学領域の修了要件として、共通科目から６単位以上、ウェルビーイング学領域を中心と

して４つの領域科目から 18 単位以上、研究指導科目６単位を履修し、計 30 単位以上を修得し、かつ、必要

な研究指導を受けて、修士論文の審査及び最終試験に合格することを定めている。 

（順序性） 

１）複数の領域にわたる幅広い学識を修得させるため、１年次から、ウェルビーイング学領域科目を中心に、

共通科目や栄養・生活学領域科目、社会福祉学領域科目、文化学領域科目から履修させる。  
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２）課題を発見し、その解決を明らかにするための能力を修得させるため、「プロジェクト研究演習」を履修

させる。  

（教育方法）  

３）主研究指導教員と副研究指導教員２名から多様な視点による研究指導を行う。また、学期ごとに１回、

主研究指導教員と副研究指導教員による合同指導会を実施する。 

 

人間生活学研究科 博士後期課程 

博士後期課程は、博士前期課程において修得した知識及び技術を基盤とし、自立して継続的な研究活動を

遂行できる高度専門職業人としての能力及び高等教育の発展に寄与する教育研究者としての能力を涵養する

ことを目的とする。本課程は、以下の方針に基づきカリキュラムを編成する。 

 

共通カリキュラム・ポリシー 

（構造・内容） 

１．カリキュラムを構成する主要科目群として、「専攻共通科目」、「専門科目」及び「研究指導科目」を置く。 

２．専攻共通科目群は、人間生活に係わる諸問題に対し、多角的な視点から接近することのできる能力を涵

養することを目的とする。 

３．専門科目群に、「栄養・生活学」、「社会福祉学」、及び「文化学」の３領域を置く。 

４．専門科目群は、学術研究の動向についての理解を深化させることを目的とする。 

５．研究指導科目として、領域ごとに「特別研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」を置く。 

（評価方法） 

６．博士後期課程のディプロマ・ポリシーに沿った到達目標並びに成績評価の方法及び基準を周知する。 

７．博士後期課程の修了時には、ディプロマ・ポリシーに基づく評価、博士後期課程で修得すべき能力の評

価等の最終試験を実施する。 

８．学位授与の審査は、主研究指導教員及び副研究指導教員による研究計画書審査、中間報告会、博士論文

第一次審査及び公聴会における口頭発表を経た後、博士論文審査基準に準拠し学位審査委員会において審

査を行う。 

 

領域別カリキュラム・ポリシー 

栄養・生活学領域 ＜博士（生活科学）＞ 
（順序性） 

１．複数の領域にわたる幅広い学識を修得させるコースワークとして、１年次に栄養・生活学領域科目を中

心としつつ、専攻共通科目や社会福祉学領域科目、文化学領域科目からも履修させる。 

２．分析に必要な知識及び技法を修得しながら、主体的な問題意識に沿って研究課題を設定し、合理的で遂

行可能な研究計画を立案させるため、１年次に「栄養・生活学特別研究Ⅰ」を履修させる。加えて研究計

画書の提出をさせる。 

３．研究計画書に従って研究を進め、指導教員とともに検討をするため、２年次に「栄養・生活学特別研究

Ⅱ」を履修させる。また加えて、その成果を中間報告会で発表させる。 

４．収集した資料やデータを分析・検証しながら博士論文の執筆へと移行していくことができるように、３

年次に「栄養・生活学特別研究Ⅲ」を履修させる。博士論文第一次審査を９月に行い、１月に博士論文を
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提出させる。 

（教育方法） 

５．学生の志望に従い、博士後期課程のディプロマ・ポリシーの能力を修得できるように、履修指導を行い、

コースワークを履修させ、博士論文作成に至るための支援をする。 

６．多様な視点から研究指導が得られるように、栄養・生活学領域の主研究指導教員と副研究指導教員各１

名のほか、他領域から副研究指導教員を選ぶこととする。必要に応じて人間生活学研究科以外の教員・研

究者を副研究指導教員として入れる。 

 

社会福祉学領域 ＜博士（社会福祉学）＞ 

（順序性） 

１．複数の領域にわたる幅広い学識を修得させるコースワークとして、１年次に社会福祉学領域科目を中心

としつつ、専攻共通科目や栄養・生活学領域科目、文化学領域科目からも履修させる。 

２．分析に必要な知識及び技法を修得しながら、主体的な問題意識に沿って研究課題を設定し、合理的で遂

行可能な研究計画を立案させるため、１年次に「社会福祉学特別研究Ⅰ」を履修させる。加えて研究計画

書の提出をさせる。 

３．研究計画書に従って研究を進め、指導教員とともに検討をするため、２年次に「社会福祉学特別研究Ⅱ」

を履修させる。また加えて、その成果を中間報告会で発表させる。 

４．収集した資料やデータを分析・検証しながら博士論文の執筆へと移行していくことができるように、３

年次に「社会福祉学特別研究Ⅲ」を履修させる。博士論文第一次審査を９月に行い、１月に博士論文を提

出させる。 

（教育方法） 

５．学生の志望に従い、博士後期課程のディプロマ・ポリシーの能力を修得できるように、履修指導を行い、

コースワークを履修させ、博士論文作成に至るための支援をする。 

６．多様な視点から研究指導が得られるように、社会福祉学領域の主研究指導教員と副研究指導教員各 1 名

のほか、他領域から副研究指導教員を選ぶこととする。必要に応じて人間生活学研究科以外の教員・研究

者を副研究指導教員として入れる。 

 

文化学領域 ＜博士（学術）＞ 

（順序性） 

１．複数の領域にわたる幅広い学識を修得させるコースワークとして、１年次に文化学領域科目を中心とし

つつ、専攻共通科目や栄養・生活学領域科目、社会福祉学領域科目からも履修させる。 

２．分析に必要な知識及び技法を修得しながら、主体的な問題意識に沿って研究課題を設定し、合理的で遂

行可能な研究計画を立案させるため、１年次に「文化学特別研究Ⅰ」を履修させる。加えて研究計画書の

提出をさせる。 

３．研究計画書に従って研究を進め、指導教員とともに検討をするため、２年次に「文化学特別研究Ⅱ」を

履修させる。加えて、その成果を中間報告会で発表させる。 

４．収集した資料やデータを分析・検証しながら博士論文の執筆へと移行していくことができるように、３

年次に「文化学特別研究Ⅲ」を履修させる。博士論文第一次審査を９月に行い、１月に博士論文を提出さ

せる。 
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（教育方法） 

５．学生の志望に従い、博士後期課程のディプロマ・ポリシーの能力を修得できるように、履修指導を行い、

コースワークを履修させ、博士論文作成に至るための支援をする。 

６．多様な視点から研究指導が得られるように、文化学領域の主研究指導教員と副研究指導教員各 1 名のほ

か、他領域から副研究指導教員を選ぶこととする。必要に応じて人間生活学研究科以外の教員・研究者を

副研究指導教員として入れる。 
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1 

４ 資 格 

（１）副専攻 

 

１）災害看護副専攻プログラムに関する規程 

 
（目的） 

第１条 この規程は、高知県立大学院学則（以下「大学院学則」という。）第17条の２に基づき、災害看護

副専攻プログラム（以下「本副専攻」という。）に関し、必要な事項を定める。 

（災害看護副専攻プログラム） 

第２条 本副専攻は、高知県立大学大学院看護学研究科博士前期課程又は博士後期課程に在籍する者を対象

とし、災害に強い高度実践家、研究者、実践リーダーを育成するものである。 

（履修の申出及び中止） 

第３条 本副専攻の履修を希望する者は、所定の期日までに所定の方法により、学長に申出なければならな

い。 

２ 本副専攻の履修の中止を希望する者は、所定の期日までに所定の方法により、学長に履修の中止を申出

ることができる。 

３ 前項の申出により履修を中止した者は、在学中に改めて本副専攻の履修を申出ることはできない。 

（修了認定の要件） 

第４条 本副専攻の修了認定を受けるに当たっては、大学院学則第24条第１項又は第25条第１項に定める修

了の認定及び本規程別表に定める単位を修得しなければならない。 

（修了認定） 

第５条 本副専攻の修了認定は、看護学研究科委員会の審議を経て、学長が行う。 

２ 学長は、前項に定める認定を受けた者に対し、副専攻（災害看護）認定証を交付する。 

（事務） 

第６条 本副専攻に関する事務は、教育・学生支援部が行う。 

（その他） 

第７条 本副専攻に関して本規程に定めるもののほか、必要な事項は教育研究審議会で定める。 

附 則 

 この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則   

 この規程は、令和６年10月１日から施行する。 

附 則   

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則   

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

（令和７年10月23日改正）  

 

  

 別表 
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別表

グローバルヘルス論 高知県立大学 1

疫学研究方法論 高知県立大学 1

人道支援看護セミナー 高知県立大学 1

災害看護管理セミナー 高知県立大学 1

環境衛生看護セミナー 高知県立大学 1

感染症看護セミナー 高知県立大学 1

災害看護活動論（準備期） 高知県立大学 1

環境防災学 高知県立大学 1

災害グローバル看護実践論 兵庫県立大学 2

災害看護フィールドワークⅠ 兵庫県立大学 1

災害看護フィールドワークⅡ 兵庫県立大学 1

看護政策学特論 東京科学大学 1

災害看護学特論Ⅰ 東京科学大学 2

災害マネジメント論 千葉大学 1

災害看護活動論（復旧･復興） 千葉大学 1

災害時専門職連携演習 千葉大学 1

HSH特講Ⅳ-2（赤十字と国際人道法） 日本赤十字看護大学 2

災害看護学特講Ⅰ 日本赤十字看護大学 2

1単位

合
計
1
0
単
位
以
上

９単位

区分 授業科目 開講大学 単位数 修得すべき
単位数

認定
要件

共通科目

領域専門科目
（災害・国際
看護学領域）

災
害
看
護
コ
ン
ソ
ー

シ
ア
ム
科
目



41

別表

グローバルヘルス論 高知県立大学 1

疫学研究方法論 高知県立大学 1

人道支援看護セミナー 高知県立大学 1

災害看護管理セミナー 高知県立大学 1

環境衛生看護セミナー 高知県立大学 1

感染症看護セミナー 高知県立大学 1

災害看護活動論（準備期） 高知県立大学 1

環境防災学 高知県立大学 1

災害グローバル看護実践論 兵庫県立大学 2

災害看護フィールドワークⅠ 兵庫県立大学 1

災害看護フィールドワークⅡ 兵庫県立大学 1

看護政策学特論 東京科学大学 1

災害看護学特論Ⅰ 東京科学大学 2

災害マネジメント論 千葉大学 1

災害看護活動論（復旧･復興） 千葉大学 1

災害時専門職連携演習 千葉大学 1

HSH特講Ⅳ-2（赤十字と国際人道法） 日本赤十字看護大学 2

災害看護学特講Ⅰ 日本赤十字看護大学 2

1単位

合
計
1
0
単
位
以
上

９単位

区分 授業科目 開講大学 単位数 修得すべき
単位数

認定
要件

共通科目

領域専門科目
（災害・国際
看護学領域）

災
害
看
護
コ
ン
ソ
ー

シ
ア
ム
科
目

看護学研究科　博士前期課程

(1)免許状の種類及び教科

教科の種類

専修免許状 看護

専修免許状 ―

(2)授業科目及び修得単位数

＜高等学校教諭（看護）＞ ＜養護教諭＞

1 1
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
1 1
1 1
3 3
3 3
3 3
2 2
1 1
2 2
1 1
1 1
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 2
2 3
2 3
2 3
2 2

2
2
2

病態生理学

看護学基盤論 看護学基盤論

（高知県立大学大学院看護学研究科規程第5条関係）

　教育職員免許状（専修免許状）授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法令の定めるところにより、必
要な単位を修得しなければならない。
専修免許状の授与には、当該教科等の一種免許状を取得していることが前提となる。

看護教育学研究方法Ⅱ 看護教育学研究方法Ⅱ
データ分析方法論Ⅰ データ分析方法論Ⅰ

最新専門看護実践講座Ⅰ

（２）教育職員免許状（専修免許状）

家族ケア研究
在宅ケア研究
保健学研究

免許法施行
規則に定め
る科目区分

授　　業　　科　　目【新】

単位数
履修
方法

免許法施行
規則に定め
る科目区分

授　　業　　科　　目【新】

単位数
履修
方法必修 選択

看護サービス管理論 看護サービス管理論
フィジカルアセスメント特論 フィジカルアセスメント特論
病態生理学

疫学研究方法論

がん看護論 がん看護論
がん看護方法論Ⅰ がん看護方法論Ⅰ

免許状の種類

高等学校教諭

養護教諭

看護マネジメント論 看護マネジメント論
看護理論と実践 看護理論と実践

必修 選択

臨床倫理

教
科
に
関
す
る
科
目

災害看護論
災害・国際看護方法論
女性健康看護論
女性健康支援論

看護理論と研究Ⅰ 看護理論と研究Ⅰ
看護理論と研究Ⅱ 看護理論と研究Ⅱ

慢性看護論 慢性看護論

看護研究と実践
看護倫理 看護倫理

こころの発達 こころの発達
看護教育論Ⅰ 看護教育論Ⅰ

看護学の動向と展望 看護学の動向と展望

看護研究と実践

看護教育論Ⅱ 看護教育論Ⅱ
看護教育学専門演習 看護教育学専門演習
看護教育学研究方法Ⅰ 看護教育学研究方法Ⅰ

臨床薬理学 臨床薬理学

最新専門看護実践講座Ⅰ
最新専門看護実践講座Ⅱ 最新専門看護実践講座Ⅱ

疫学研究方法論

小児看護論
小児看護方法論Ⅰ 小児看護方法論Ⅰ
精神看護対象論 精神看護対象論
精神看護方法論Ⅰ 精神看護方法論Ⅰ

慢性看護方法論Ⅰ 慢性看護方法論Ⅰ
クリティカルケア看護論Ⅰ クリティカルケア看護論Ⅰ
クリティカルケア看護方法論Ⅰ クリティカルケア看護方法論Ⅰ

看護管理論 看護管理論
看護管理展開論 看護管理展開論
精神看護ケア研究 精神看護ケア研究

選
択
科
目
か
ら
２
４
単
位
以
上
選
択
必
修

在宅看護展開論Ⅰ 在宅看護展開論Ⅰ
老人看護論 老人看護論
老人看護展開論Ⅰ 老人看護展開論Ⅰ

地域看護論 地域看護論
地域看護展開論 地域看護展開論
在宅看護論 在宅看護論

家族看護対象論 家族看護対象論
家族看護方法論Ⅰ 家族看護方法論Ⅰ

小児看護論

クリティカルケア研究
臨床看護管理研究 臨床看護管理研究

老人看護ケア研究 老人看護ケア研究
がん看護ケア研究 がん看護ケア研究
小児看護ケア研究 小児看護ケア研究

選
択
科
目
か
ら
２
４
単
位
以
上
選
択
必
修

養
護
に
関
す
る
科
目

災害看護論
災害・国際看護方法論
女性健康看護論
女性健康支援論

保健学研究

地域保健学研究方法Ⅱ

学校保健研究 学校保健研究
家族ケア研究

地域保健学専門演習

在宅ケア研究

地域保健学研究方法Ⅰ

臨床倫理

臨床看護教育研究 臨床看護教育研究
母性・助産看護ケア研究 母性・助産看護ケア研究
地域ケア研究 地域ケア研究

慢性看護ケア研究 慢性看護ケア研究
クリティカルケア研究
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５ 高知県立大学大学院学位規程 

 
（目的） 

第１条 この規程は、学位規則（昭和２８年文部省令９号）第１３条第１項の規定により、高知県立大学大

学院（以下「本大学院」という。）において授与する学位について必要な事項を定めるものとする。 

（学位） 

第２条 本大学院において授与する学位及び学位に付記する専攻分野の名称は、次のとおりとする。 

 

研究科名 授与する学位名（専攻分野の名称） 

看護学研究科 

  博士前期課程 

  博士後期課程 

  博士課程  

  

修士（看護学） 

博士（看護学） 

博士（看護学） 

人間生活学研究科 

  博士前期課程 

  

  

  博士後期課程 

  

修士（生活科学） 

修士（社会福祉学） 

修士（学術） 

博士（生活科学） 

博士（社会福祉学） 

博士（学術） 

 

２ 共同災害看護学専攻を修了した者の学位記には、災害看護グローバルリーダー養成プログラム（Disaster 

Nursing Global Leader）を修了したことを付記する。 

３ 看護学専攻博士後期課程において「災害・国際看護学分野」を専攻し、修了に必要な単位を履修し、さ

らに、高知県立大学、兵庫県立大学、東京科学大学、千葉大学及び日本赤十字看護大学の５大学院による

コンソーシアム科目１０単位以上を履修した者の学位記には、災害看護グローバルリーダー養成プログラ

ム（Disaster Nursing Global Leader）を修了したことを付記する。 

（学位授与の要件） 

第３条 学位の授与は、高知県立大学大学院学則の定めるところにより、本大学院の各課程を修了した者に

対し行う。 

２ 本大学院各課程の修了認定は、当該研究科委員会の議を経て学長がこれを行う。 

３ 本条第１項に定めるもののほか、博士の学位は、本大学院の行う博士論文の審査に合格し、かつ博士後

期課程または博士課程を修了したものと同等以上の学力を有することを確認された者に授与することがで

きる。 

４ 共同災害看護学専攻の学位審査に関することは別に定める。 

（名誉博士の称号の授与） 

第４条 研究、教育、その他社会に対する貢献が顕著であると本大学院が認める者に対して、名誉博士の称

号を授与することができる。 

２ 名誉博士の学位については別に定める。 

（学位論文の提出） 

第５条 修士論文及び博士論文は、在学期間中に各研究科の定めるところにより、当該研究科長に提出する

ものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、別に定める要件を満たす者は、博士論文を提出することができる。ただし、

この場合、論文は、学長に提出するものとする。 

３ 前項の規定より、博士論文を提出しようとする者は、まず、博士論文第一次審査に合格しなければなら

ない。 

（論文の受理及び審査の付託） 

第６条 各研究科長は、前条第１項の規定により学位論文を受理したときは、当該研究科委員会にその審査

を付託するものとする。 

２ 前条第２項による論文については、学長が、当該研究科委員会にその審査を付託するものとする。 

（修士論文審査及び最終試験） 

第７条 前条の規定により修士論文の審査の付託を受けた研究科委員会は、修士学位審査委員会を設け、そ

の審査を委託する。 
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２ 修士学位審査委員会は、前項の規定により、研究科委員会の委託を受けて、別に定める審査基準に基づ

き、修士論文の審査及び最終試験を行う。 

３ 前項に定める最終試験は、修士論文を中心として、これに関連ある事項について口頭又は筆記により行

う。 

４ 修士学位審査委員会は、前二項の規程によって行われた修士論文の審査及び最終試験の合否について審

議し、その可否について決議する。 

５ 修士学位審査委員会は、構成員の３分の２以上の出席によって開会し、その議事は出席者の３分の２以

上の同意をもって決するものとする。このとき、休職中の者、職務免除中の者、及び外国出張中の者は算

定すべき構成員数には加えないものとする。 

６ 修士学位審査委員会は本条第４項の定めるところによって出された修士論文の審査及び最終試験の結果

を研究科長に文書で報告しなければならない。 

７ 修士論文の審査は、審査を受ける者の在学期間中に行うものとする。 

８ 本条各項に定めるもののほか、修士論文の審査及び最終試験に必要な事項は、当該研究科委員会の議を

経て研究科長が別に定める。 

（博士論文第一次審査） 

第８条 本規程第６条各項の規定により、博士論文の審査の付託を受けた研究科委員会は、博士論文毎に博

士論文審査委員会を設け、博士論文の第一次審査を委託する。 

２ 博士論文審査委員会は、前項の規程により、研究科委員会の委託を受けて、別に定める審査基準に基づ

き、博士論文の第一次審査を行う。 

３ 研究科委員会は、博士論文の第一次審査にあたって必要があるときは、他の研究科、他の大学院、研究

所等の教員等を博士論文審査委員会の委員に加えることができる。 

４ 博士論文審査委員会は、構成員全員の出席によって開会し、その議事は出席者の３分の２以上の同意を

もって決するものとする。このとき、休職中の者、職務免除中の者、及び外国出張中の者は算定すべき構

成員数には加えないものとする。 

５ 博士論文審査委員会は、前項の定めるところによって出された博士論文の第一次審査の結果を研究科長

に文書で報告しなければならない。 

６ 研究科長は、前項の規定により博士論文の第一次審査の結果を受理したときには、その結果を当該学生

及び研究科委員会に報告しなければならない。 

（博士論文審査委員会） 

第９条 博士論文審査委員会の委員は、３名以上５名以内とし、原則として、研究科の専任教員とする。た

だし、研究科委員会が必要と認めたときには、研究科の専任教員以外の教員を委員とすることができる。 

２ 本条各項に定めるもののほか、博士論文審査委員会の運営等に必要な事項は、当該研究科委員会の議を

経て研究科長が別に定める。 

（博士論文審査及び最終試験） 

第１０条 本規程第８条の規定により博士論文第一次審査に合格した者は、博士論文審査及び最終試験の申

請を研究科長に行うことができる。 

２ 研究科長は、前項の規定により博士論文審査及び最終試験の申請を受理したときは、当該博士学位審査

委員会にその審査及び試験を委託するものとする。 

３ 博士学位審査委員会は、前条の規定により、研究科委員会の委託を受けて、別に定める審査基準に基づ

き、博士論文の審査及び最終試験を行う。 

４ 前項に定める最終試験は、博士論文を中心として、これに関連ある事項について口頭又は筆記により行

う。 

５ 博士学位審査委員会は、前二項の規定によって行われた博士論文の審査及び最終試験の合否について審

議し、その可否について決議する。 

６ 博士学位審査委員会は、構成員の３分の２以上の出席によって開会し、その議事は出席者の３分の２以

上の同意をもって決するものとする。このとき、休職中の者、職務免除中の者、及び外国出張中の者は算

定すべき構成員数には加えないものとする。 

７ 博士学位審査委員会は前項の定めるところによって出された博士論文の審査及び最終試験の結果を研究

科長に文書で報告しなければならない。 

８ 博士論文の審査は、論文受理後１年以内に行うものとする。 

９ 本条各項に定めるもののほか、博士論文の審査及び最終試験に必要な事項は、研究科委員会の議を経て

研究科長が別に定める。 

（学位審査委員会） 

第１１条 学位審査委員会の委員は、３名以上５名以内とし、原則として、研究科の専任教員とする。ただ

し、研究科委員会が必要と認めたときには、研究科の専任教員以外の教員を委員とすることができる。 

２ 研究科委員会は、博士論文の審査及び最終試験にあたって必要があるときは、他の研究科、他の大学院、
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研究所等の教員等を博士学位審査委員会の委員に加えることができる。 

３ 本条各項に定めるもののほか、学位審査委員会の運営等に必要な事項は、当該研究科委員会の議を経て

研究科長が別に定める。 

（学位授与の決定） 

第１２条 各研究科委員会は、本規程第７条第６項及び第１０条第７項の規定による報告に基づき、学位授

与の可否について審議し、決議する。 

（学長への報告） 

第１３条 研究科長は、前条による修士若しくは博士の学位授与の可否についての決議の結果を学長に文書

で報告しなければならない。 

（学位の授与） 

第１４条 学長は、前条の報告に基づき、課程の修了の認定又は学位授与資格の認定を行い、学位を授与す

べき者には、学位記を授与し、学位を授与できない者に対しては、その旨を通知するものとする。 

２ 学位記の様式は、別記様式のとおりとする。 

（論文要旨等の公表） 

第１５条 本学は、博士の学位を授与したときは、学位を授与した日から３箇月以内に、その学位論文の内

容の要旨及び学位論文の審査の結果の要旨を公表する。 

（学位論文の公表） 

第１６条 博士の学位を授与された者は、当該学位を授与された日から１年以内にその学位論文をインター

ネットの利用により公表しなければならない。ただし、授与以前にインターネットの利用により公表した

場合にはその必要はない。 

２ 前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない理由がある場合には、本学の承

認を受けて当該学位論文の全文に代えてその内容を要約したものをインターネットの利用による公表とす

ることができる。この場合において、本学は、当該論文の全文を求めに応じて閲覧に供するものとする。 

３ 前２項の規定により公表する場合は、本学において審査された学位論文であることを明記しなければな

らない。 

（学位の名称の使用） 

第１７条 学位を受けた者が、学位の名称を用いるときは、学位の名称に「高知県立大学」と付記しなけれ

ばならない。 

（学位授与の取り消し） 

第１８条 学位を授与された者にその名誉を汚辱する行為があったとき又は不正な方法により学位の授与を

受けたことが判明したときは、学長は、当該学位の授与に係る研究科の研究科委員会及び高知県立大学教

育研究審議会（以下「審議会」という。）の議決を経て、その学位の授与を取り消し、学位記を返還させ

ることができる。 

２ 前項の決議は、研究科委員会及び審議会において、それぞれ出席した委員の４分の３以上の賛成による

ものとする。 

（学位記の再交付） 

第１９条 学位記の再交付を受けようとする者は、その理由を明らかにし、学長に願い出なければならない。 

（雑則） 

第２０条 この規程に定めるもののほか、学位に関して必要な事項は、各研究科委員会の議を経て学長が定

める。 

附 則 

  この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月２３日改正） 

  この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１月２８日改正） 

１ この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

  ただし、改正後の第１５条及び第１６条の規定は、平成２５年４月１日以降に授与される学位に係る学

位論文について適用し、同日前に授与された場合には、なお従前の例による。 

２ 平成２６年４月１日から施行する高知県立大学大学院学則附則第４項の規定により存続する健康生活科

学研究科において授与する学位については、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成２７年１月２７日改正） 
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 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 ただし、改正後の第５条第２項の規定は、本規程施行日以前に退学した者についても適用する。 

  

    附 則（平成２８年３月３日改正） 

 １ この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

 ２ この規程は、平成２８年度以降の入学生に適用し、それ以前の入学生は従前の例による。 

附 則   

  この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則   

  この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則   

  この規程は、令和６年９月24日から施行する。 

附 則   

  この規程は、令和６年10月１日から施行する。 

  

  別記様式 
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６ 看護学研究科 

 

（１）高知県立大学大学院看護学研究科規程 

 
（趣旨） 

第１条 この規程は、高知県立大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第3条第2項の規定に基づき、

高知県立大学大学院看護学研究科（以下「本研究科」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（課程） 

第２条 本研究科の課程は、博士前期課程、博士後期課程及び博士課程とする。 

（研究科の目的） 

第３条 本研究科は、人間の存在と生命の尊厳に基づいて、広い視野に立って精深な学識を授け、看護学の

学術基盤を充実・発展させ、さらに革新することに寄与できる高度な教育・研究・実践能力を養うことを

目的とする。 

２ 博士前期課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、高度な専門的実践能力と看護学分野における研

究能力を養うことを目的とする。 

３ 博士後期課程は、看護学の学術的基盤を発展させるために看護学に関する学術と研究を国際的・学際的

に推進し、その深奥を究め、創造的に自立して研究活動を行う高度な専門的能力を養うことを目的とする。 

４ 博士課程は、豊かなそして高度な看護学の専門知識を培い、学際的・国際的でグローバルな見識に基づ

いた研究を発展させ、特に災害看護学に関してその深奥を極め、人間の安全保障の進展に寄与することを

目的とする。 

（専攻及び入学定員等） 

第４条 本研究科の専攻、入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

 

研究科名 専攻名 課程 入学定員 収容定員 

看護学研究科 看護学専攻 博士前期課程 ２０人 ４０人 

博士後期課程  ６人 １８人 

共同災害看護

学専攻 

博士課程  ※１ ※２ 

 

備考：※１ 令和３年度から学生募集を停止 

   ※２ 令和２年３月31日に当該専攻に在籍する者が当該専攻に在籍しなくなる日までの間、存続す

るものとする。 

（教育課程及び履修方法） 

第５条 本研究科の教育は、授業科目の授業及び研究指導によって行うものとする。 

２ 博士前期課程の授業科目は、共通科目、領域専門科目及び研究支援科目に区分する。 

３ 博士後期課程の授業科目は、専攻共通科目、専攻専門科目及び研究支援科目に区分する。 

４ 博士課程の授業科目は、災害看護学の基盤を支える科目群、災害看護学の専門科目群、インデペンデン

ト学修科目群及び災害看護学研究支援科目群に区分する。 

５ 授業科目及び単位数、並びに履修方法は、博士前期課程は別表１、博士後期課程は別表２、博士課程は

別表３にそれぞれ掲げるとおりとする。 

６ 前項に定めるほか、授業科目の履修年次及び科目の選択にあたっては、原則として履修モデルに従うも

のとする。 

７ 本学大学院学則第２９条に規定する教員免許取得については、必要な事項を別に定める。 

８ 履修登録及びその変更は、所定の期間内に行わなければならない。 

（担当教員） 

第６条 本研究科における授業は、本学専任の教員又は本研究科が適当と認めた非常勤講師が担当するもの

とする。 

（指導教員） 

第７条 高知県立大学大学院看護学研究科委員会（以下「研究科委員会」という。）は、学生ごとに主研究

指導教員及び副研究指導教員を定める。 

（単位の計算方法） 

第７条の２ 単位の計算については、１単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をもって構成する



47
2 

ことを標準とし、次の基準により行う。 

（１）講義及び演習については、15時間から30時間までの範囲で定める時間の授業をもって１単位とする。 

（２）実験、実習及び実技については、30時間から45時間までの範囲で定める時間の授業をもって１単位

とする。 

（３）一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち２以上の方法の併用により行う場

合については、その組み合わせに応じ、前２号に規定する基準を考慮して定める時間の授業をもって

１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、論文指導、研究指導等の授業科目については、これらの学修の成果を評価し

て単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定める

ことができる。 

（考査及び単位認定） 

第８条 各授業科目の単位修得の認定は、試験、研究報告等により、当該授業科目の担当教員が行う。 

２ 前項の試験は、各学期の終わりに行うほか、臨時に行うことができる。 

３ 前２項に定めるもののほか、学修の評価に関する事項は、高知県立大学大学院学修評価規程の定めると

ころによる。 

（他の大学院等における科目の履修） 

第９条 本研究科において教育上有益と認める時は、他の大学の大学院又は外国の大学の大学院（以下「他

の大学院」という。）との協議に基づき、当該他の大学院の授業科目を履修させることができる。 

２ 学生は、前項の規定に基づく授業科目の履修を希望する時は、研究科委員会の議を経て、その許可を受

けなければならない。 

３ 第１項の規定により学生が他の大学院において履修した授業科目について修得した単位は、本規程第１

５条第１項から第３項までに規定する単位に充当することができる。 

（他の大学院等における研究指導） 

第１０条 本研究科において、教育上有益と認めるときは、他の大学院又は研究機関等（外国の研究機関を

含む。）との協議に基づき、当該他の大学院又は研究機関等において必要な研究指導を受けさせることが

できる。研究指導を受ける期間は、１年を超えないものとする。ただし、博士課程においては、２年を超

えないものとする。 

２ 学生は、前項の規定に基づく研究指導を希望する時は、研究科委員会の議を経て、その許可を受けなけ

ればならない。 

３ 第１項の規定により学生が受けた研究指導は、本規程第１５条第１項から第３項までに規定する研究指

導の一部とすることができる。 

（留 学） 

第１１条 本研究科の学生が大学院学則第１２条の規定に基づき外国の大学院へ留学する場合の取り扱いに

ついては、本規程第９条及び第１０条の規定を準用する。 

２ 前項における留学の期間は、１年を限度とする。ただし、博士課程においては、２年を限度とする。 

（転学及び転研究科） 

第１２条 本研究科の学生が他の大学院への転学を志願する場合又は他の大学院から本研究科への転学を志

願する学生がある場合は、学長は、研究科委員会の議を経て、これを許可することができる。 

２ 前項の規定により他の大学院から転学を志願する者は、所属大学長又は研究科長の推薦状を付して、学

長に転学願を提出しなければならない。 

３ 学内で他の研究科から本研究科への転出（以下、「転研究科」という。）を志願する学生がある場合は、

学長は、転出元の研究科及び本研究科双方の研究科委員会の議を経て、転研究科を許可することができる。 

４ 前項の規定により、転研究科を許可された学生が、転出元の研究科において修得した単位は、本規程第

１５条第１項から第３項までに規定する単位に充当することができる。 

（入学前の既修得単位） 

第１３条 本研究科において教育上有益と認めるときは、学生が本研究科に入学する前に他の大学院におい

て履修した授業科目について修得した単位（大学院設置基準第１５条に定める科目等履修生として修得し

た単位を含む。）を本研究科において履修したものと認定し、本規程第１５条第１項から第３項までに規

定する単位に充当することができる。 

（他の大学院において修得した単位の認定） 

第１４条 本規程第９条及び第１３条の規定に基づき、入学前後を含めて、他の大学院において修得した単

位の内、本研究科において履修したものと認定し、本規程第１５条第１項から第３項までに規定する単位

に充当することができる単位は、合計１５単位を越えないものとする。ただし、高知県立大学大学院（以

下「本大学院」という。）の他の研究科において履修した単位数は、この限りではない。 

２ 前項に基づく単位の認定は、研究科委員会において審議し、決定する。 

（課程修了の要件） 
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第１５条 博士前期課程修了の要件は、本研究科に２年以上在学し、本規程の定めるところに従って３０単

位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受けたうえ、修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

２ 博士後期課程修了の要件は、本研究科に３年以上在学し、本規程の定めるところに従って１６単位以上

を修得し、かつ必要な研究指導を受けたうえ、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

３ 博士課程修了の要件は、本研究科に５年以上在学し、本規程の定めるところに従って５０単位以上を修

得し、かつ必要な研究指導を受けたうえ、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

４ 第１項の場合において、研究科の目的に応じ、研究科委員会において適当と認めるときは、特定の課題

についての研究成果の審査をもって修士論文審査に代えることができるものとする。 

５ 修士論文の審査及び博士論文の審査並びに最終試験は、本大学院学位規程の定めるところにより、学位

審査委員会がこれを行うものとする。 

６ 第１項から第３項までの規定にかかわらず、優れた業績を上げたものと学長が認める者の在学期間に関

しては、本研究科博士前期課程及び博士後期課程に１年以上在学すれば足りるものとする。ただし、博士

後期課程においては、博士前期課程を含め大学院の在学期間は通算して３年以上でなければならない。ま

た、本研究科博士課程においては、大学院の在学期間は通算して３年以上でなければならない。 

（科目等履修生、外国人留学生、研究生、特別聴講生及び特別研究学生の入学時期） 

第１６条 大学院学則第１０章に定める科目等履修生、外国人留学生、研究生、特別聴講生及び特別研究学

生の入学の時期は、学期の始めとする。ただし、研究生及び特別研究学生については、特別の事情がある

ときは、学長は、研究科委員会の議を経て、学期の中途においても入学を認めることができる。 

（教員組織） 

第１７条 本研究科博士前期課程、博士後期課程の教員組織は、原則として、本研究科の基礎となる本学学

部等の専任教員をもって構成する。 

２ 本研究科博士課程の教員組織は、本学学部等の専任教員と本研究科の専任教員をもって構成する。 

（研究科長） 

第１８条 本研究科に研究科長を置く。 

２ 研究科長の選出方法、任期については別に定める。 

（研究科委員会） 

第１９条 大学院学則第３４条第１項の規定により、本研究科に研究科委員会を置く。 

２ 研究科委員会に関し必要な事項は、研究科委員会の議を経て、研究科長が別に定める。 

３ 研究科委員会に関する事務は、教育・学生支援部において処理する。 

（雑則） 

第２０条 この規程に定めるもののほか、研究科の運営に関して必要な事項は、研究科委員会の議を経て、

学長がこれを定める。 

附 則 

  この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

  この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

  この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１０月２２日改正） 

  この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１月２８日改正） 

  この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１月２７日改正） 

  この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

  

    附 則（平成２８年１月７日改正） 

  この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

  

    附 則（平成２９年３月１６日改正） 
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（施行期日） 

１ この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成２９年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例 による。 

附 則（平成30年２月22日改正）  

（施行期日） 

１ この規程は、平成30年４月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ 平成29年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。  

附 則（平成31年１月31日改正）  

（施行期日） 

１ この規程は、平成31年４月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ 平成30年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日）  

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 平成31年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。  

３ この規程別表による授業科目の読替えについては、看護学研究科委員会の議を経て学長が決定する。  

附 則  

（施行期日）  

１ この規程は、令和３年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 令和２年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。 

３ この規程別表による授業科目の読替えについては、看護学研究科委員会の議を経て学長が決定する。  

附 則   

（施行期日）  

１ この規程は、令和４年４月１日から施行し、第７条の２並びに第８条第２項及び第３項については、平

成27年度以降の入学生に適用する。 

（経過措置）  

２ 令和３年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。 

３ この規程別表による授業科目の読替えについては、看護学研究科委員会の議を経て学長が決定する。 

附 則   

（施行期日）  

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ 令和４年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。 

３ この規程別表による授業科目の読替えについては、看護学研究科委員会の議を経て学長が決定する。 

附 則   
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（施行期日） 

１ この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ 令和５年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。 

３ この規程別表による授業科目の読替えについては、看護学研究科委員会の議を経て学長が決定する。 

附 則   

  この規程は、令和６年10月１日から施行する。 

附 則   

（施行期日）  

１ この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ 令和６年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。 

３ この規程別表による授業科目の読替えについては、看護学研究科委員会の議を経て学長が決定する。 

附 則   

（施行期日）  

１ この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ 令和７年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。 

  

  

別表１（第５条関係）看護学研究科博士前期課程授業科目表 

別表２（第５条関係）看護学研究科博士後期課程授業科目表 

別表３（第５条関係）看護学研究科博士課程共同災害看護学専攻授業科目表 

（令和８年４月１日施行）

 　　　　                          　

別表1（看護学研究科規程第５条関係）

必修 選択 必修 選択

研究と倫理 1 小児看護論 2

教育学特論 1 小児看護対象論 2

心理学特論 1 小児看護方法論Ⅰ 2

ウェルビーイング　スタディ 1 小児看護方法論Ⅱ 2

ジェンダー論 1 小児診断治療学Ⅰ 1

臨床倫理 1 小児診断治療学Ⅱ 1

グローバルヘルス論 1 小児看護学実践演習Ⅰ 2

ケア論 1 小児看護学実践演習Ⅱ 2

看護マネジメント論 2 小児看護学実践演習Ⅲ 2

看護理論と実践 2 小児看護学実践演習Ⅳ 2

看護学基盤論 2 小児看護学実践演習Ⅴ 2

看護研究と実践 2 老人看護論 2

看護倫理 2 老人看護対象論 2

看護サービス管理論 2 老人看護方法論 1

看護コンサルテーション論 1 老人ケアシステム論 2

フィジカルアセスメント特論 2 老人看護展開論Ⅰ 2

病態生理学 2 老人看護展開論Ⅱ 2

臨床薬理学 2 老年病診断治療学Ⅰ 1

こころの発達 2 老年病診断治療学Ⅱ 1

データ分析方法論Ⅰ 2 老人看護学実践演習Ⅰ 2

看護教育論Ⅰ 1 老人看護学実践演習Ⅱ 2

看護教育論Ⅱ 1 老人看護学実践演習Ⅲ 2

疫学研究方法論 1 老人看護学実践演習Ⅳ 2

保健医療政策と経済Ⅰ 1 老人看護学実践演習Ⅴ 2

保健医療政策と経済Ⅱ 1 精神看護論 2

看護学の動向と展望 2 精神看護対象論 2

看護情報学Ⅰ 1 精神看護方法論Ⅰ 1

看護情報学Ⅱ 1 精神看護方法論Ⅱ 1

最新専門看護実践講座Ⅰ 1 精神看護展開論Ⅰ 2

最新専門看護実践講座Ⅱ 1 精神看護展開論Ⅱ 2

インディペンデントスタディ 1 精神看護展開論Ⅲ 2

看護理論と研究Ⅰ 2 精神看護展開論Ⅳ 2

看護理論と研究Ⅱ 2 精神診断治療学Ⅰ 1

学際的研究方法 2 精神診断治療学Ⅱ 1

データ分析方法論Ⅱ 2 精神看護学実践演習Ⅰ 2

看護学英語 2 精神看護学実践演習Ⅱ 2

共創看護学セミナー 2 精神看護学実践演習Ⅲ 2

バイオメトリクス看護学演習 2 精神看護学実践演習Ⅳ 2

がん看護論 2 精神看護学実践演習Ⅴ 2

緩和ケア特論 2 家族看護論 2

がん看護方法論Ⅰ 2 家族看護対象論 2

がん看護方法論Ⅱ 1 家族看護方法論Ⅰ 2

がん看護方法論Ⅲ 1 家族看護方法論Ⅱ 2

がん病態生理学 2 家族看護実践論Ⅰ 2

がん診断治療学 1 家族看護実践論Ⅱ 2

がん薬理学 1 家族療法 2

がん看護学実践演習Ⅰ 2 家族ケアの開発 1

がん看護学実践演習Ⅱ 2 家族看護学実践演習Ⅰ 2

がん看護学実践演習Ⅲ 2 家族看護学実践演習Ⅱ 2

がん看護学実践演習Ⅳ 2 家族看護学実践演習Ⅲ 2

がん看護学実践演習Ⅴ 2 家族看護学実践演習Ⅳ 2

慢性看護論 2 家族看護学実践演習Ⅴ 2

慢性看護対象論 2 在宅看護論 1

慢性看護方法論Ⅰ 2 在宅看護方法論Ⅰ 2

慢性看護方法論Ⅱ 2 在宅看護方法論Ⅱ 1

慢性疾患診断治療学Ⅰ 1 在宅看護方法論Ⅲ 1

慢性疾患診断治療学Ⅱ 1 在宅ケアシステム論 2

慢性看護学実践演習Ⅰ 2 在宅看護展開論Ⅰ 2

慢性看護学実践演習Ⅱ 2 在宅看護展開論Ⅱ 2

慢性看護学実践演習Ⅲ 2 在宅療養診断治療学Ⅰ 1

慢性看護学実践演習Ⅳ 2 在宅療養診断治療学Ⅱ 1

慢性看護学実践演習Ⅴ 2 在宅リエゾン看護論 2

クリティカルケア看護論Ⅰ 2 在宅リエゾン看護演習 1

クリティカルケア看護論Ⅱ 2 在宅看護学実践演習Ⅰ 2

クリティカルケア看護方法論Ⅰ 2 在宅看護学実践演習Ⅱ 2

クリティカルケア看護方法論Ⅱ 2 在宅看護学実践演習Ⅲ 2

クリティカルケア看護方法論Ⅲ 2 在宅看護学実践演習Ⅳ 2

クリティカルケア看護方法論Ⅳ 2 在宅看護学実践演習Ⅴ 2

クリティカルケア診断治療学Ⅰ 1 地域看護論 2

クリティカルケア診断治療学Ⅱ 1 地域ケアシステム論 2

クリティカルケア看護学実践演習Ⅰ 2 地域看護展開論 2

クリティカルケア看護学実践演習Ⅱ 2 地域フィールド演習Ⅰ 2

クリティカルケア看護学実践演習Ⅲ 2 地域フィールド演習Ⅱ 2

クリティカルケア看護学実践演習Ⅳ 2

クリティカルケア看護学実践演習Ⅴ 2

女性健康看護論 2

女性健康支援論 2

子育て包括ケアシステム論 1

女性の健康危機マネジメント論 1

母性看護フィールド演習Ⅰ 1

母性看護フィールド演習Ⅱ 1
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看護学研究科　看護学専攻　博士前期課程　授業科目表

区分 授　　業　　科　　目
単位数

備考 区分 授　　業　　科　　目
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（令和８年４月１日施行）

 　　　　                          　

別表1（看護学研究科規程第５条関係）

必修 選択 必修 選択

研究と倫理 1 小児看護論 2

教育学特論 1 小児看護対象論 2

心理学特論 1 小児看護方法論Ⅰ 2

ウェルビーイング　スタディ 1 小児看護方法論Ⅱ 2

ジェンダー論 1 小児診断治療学Ⅰ 1

臨床倫理 1 小児診断治療学Ⅱ 1

グローバルヘルス論 1 小児看護学実践演習Ⅰ 2

ケア論 1 小児看護学実践演習Ⅱ 2

看護マネジメント論 2 小児看護学実践演習Ⅲ 2

看護理論と実践 2 小児看護学実践演習Ⅳ 2

看護学基盤論 2 小児看護学実践演習Ⅴ 2

看護研究と実践 2 老人看護論 2

看護倫理 2 老人看護対象論 2

看護サービス管理論 2 老人看護方法論 1

看護コンサルテーション論 1 老人ケアシステム論 2

フィジカルアセスメント特論 2 老人看護展開論Ⅰ 2

病態生理学 2 老人看護展開論Ⅱ 2

臨床薬理学 2 老年病診断治療学Ⅰ 1

こころの発達 2 老年病診断治療学Ⅱ 1

データ分析方法論Ⅰ 2 老人看護学実践演習Ⅰ 2

看護教育論Ⅰ 1 老人看護学実践演習Ⅱ 2

看護教育論Ⅱ 1 老人看護学実践演習Ⅲ 2

疫学研究方法論 1 老人看護学実践演習Ⅳ 2

保健医療政策と経済Ⅰ 1 老人看護学実践演習Ⅴ 2

保健医療政策と経済Ⅱ 1 精神看護論 2

看護学の動向と展望 2 精神看護対象論 2

看護情報学Ⅰ 1 精神看護方法論Ⅰ 1

看護情報学Ⅱ 1 精神看護方法論Ⅱ 1

最新専門看護実践講座Ⅰ 1 精神看護展開論Ⅰ 2

最新専門看護実践講座Ⅱ 1 精神看護展開論Ⅱ 2

インディペンデントスタディ 1 精神看護展開論Ⅲ 2

看護理論と研究Ⅰ 2 精神看護展開論Ⅳ 2

看護理論と研究Ⅱ 2 精神診断治療学Ⅰ 1

学際的研究方法 2 精神診断治療学Ⅱ 1

データ分析方法論Ⅱ 2 精神看護学実践演習Ⅰ 2

看護学英語 2 精神看護学実践演習Ⅱ 2

共創看護学セミナー 2 精神看護学実践演習Ⅲ 2

バイオメトリクス看護学演習 2 精神看護学実践演習Ⅳ 2

がん看護論 2 精神看護学実践演習Ⅴ 2

緩和ケア特論 2 家族看護論 2

がん看護方法論Ⅰ 2 家族看護対象論 2

がん看護方法論Ⅱ 1 家族看護方法論Ⅰ 2

がん看護方法論Ⅲ 1 家族看護方法論Ⅱ 2

がん病態生理学 2 家族看護実践論Ⅰ 2

がん診断治療学 1 家族看護実践論Ⅱ 2

がん薬理学 1 家族療法 2

がん看護学実践演習Ⅰ 2 家族ケアの開発 1

がん看護学実践演習Ⅱ 2 家族看護学実践演習Ⅰ 2

がん看護学実践演習Ⅲ 2 家族看護学実践演習Ⅱ 2

がん看護学実践演習Ⅳ 2 家族看護学実践演習Ⅲ 2

がん看護学実践演習Ⅴ 2 家族看護学実践演習Ⅳ 2

慢性看護論 2 家族看護学実践演習Ⅴ 2

慢性看護対象論 2 在宅看護論 1

慢性看護方法論Ⅰ 2 在宅看護方法論Ⅰ 2

慢性看護方法論Ⅱ 2 在宅看護方法論Ⅱ 1

慢性疾患診断治療学Ⅰ 1 在宅看護方法論Ⅲ 1

慢性疾患診断治療学Ⅱ 1 在宅ケアシステム論 2

慢性看護学実践演習Ⅰ 2 在宅看護展開論Ⅰ 2

慢性看護学実践演習Ⅱ 2 在宅看護展開論Ⅱ 2

慢性看護学実践演習Ⅲ 2 在宅療養診断治療学Ⅰ 1

慢性看護学実践演習Ⅳ 2 在宅療養診断治療学Ⅱ 1

慢性看護学実践演習Ⅴ 2 在宅リエゾン看護論 2

クリティカルケア看護論Ⅰ 2 在宅リエゾン看護演習 1

クリティカルケア看護論Ⅱ 2 在宅看護学実践演習Ⅰ 2

クリティカルケア看護方法論Ⅰ 2 在宅看護学実践演習Ⅱ 2

クリティカルケア看護方法論Ⅱ 2 在宅看護学実践演習Ⅲ 2

クリティカルケア看護方法論Ⅲ 2 在宅看護学実践演習Ⅳ 2

クリティカルケア看護方法論Ⅳ 2 在宅看護学実践演習Ⅴ 2

クリティカルケア診断治療学Ⅰ 1 地域看護論 2

クリティカルケア診断治療学Ⅱ 1 地域ケアシステム論 2

クリティカルケア看護学実践演習Ⅰ 2 地域看護展開論 2

クリティカルケア看護学実践演習Ⅱ 2 地域フィールド演習Ⅰ 2

クリティカルケア看護学実践演習Ⅲ 2 地域フィールド演習Ⅱ 2

クリティカルケア看護学実践演習Ⅳ 2

クリティカルケア看護学実践演習Ⅴ 2

女性健康看護論 2

女性健康支援論 2

子育て包括ケアシステム論 1

女性の健康危機マネジメント論 1

母性看護フィールド演習Ⅰ 1

母性看護フィールド演習Ⅱ 1
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看護学研究科　看護学専攻　博士前期課程　授業科目表

区分 授　　業　　科　　目
単位数

備考 区分 授　　業　　科　　目
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別表1（看護学研究科規程第５条関係）

必修 選択

災害看護論 2

グローバル社会看護論 2

災害・国際看護方法論 2

感染症看護セミナー 1

環境衛生看護セミナー 1

共生社会看護セミナー 1

人道支援看護セミナー 1

災害看護管理セミナー 1

災害看護活動論（準備期） 1

環境防災学 1

看護管理論 2

システム経営管理論 2

看護管理展開論 2

看護管理の動向と展望 2

看護管理学実践演習Ⅰ 2

看護管理学実践演習Ⅱ 2

看護管理学実践演習Ⅲ 2

精神看護ケア研究 2

老人看護ケア研究 2

がん看護ケア研究 2

小児看護ケア研究 2

慢性看護ケア研究 2

クリティカルケア研究 2

臨床看護管理研究 2

臨床看護教育研究 2

母性・助産看護ケア研究 2

地域ケア研究 2

学校保健研究 2

家族ケア研究 2

在宅ケア研究 2

保健学研究 2

災害・国際看護ケア研究 2

看護課題研究 2

看護学研究方法Ⅰ 2

看護学研究方法Ⅱ 6

看護教育学専門演習 3

看護教育学研究方法Ⅰ 3

看護教育学研究方法Ⅱ 3

臨床看護学専門演習 3

臨床看護学研究方法Ⅰ 3

臨床看護学研究方法Ⅱ 3

地域保健学専門演習 3

地域保健学研究方法Ⅰ 3

地域保健学研究方法Ⅱ 3
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看護学研究科　看護学専攻　博士前期課程　授業科目表

区分 授　　業　　科　　目
単位数

備考
別表1（看護学研究科規程第５条関係）

必修 選択

災害看護論 2

グローバル社会看護論 2

災害・国際看護方法論 2

感染症看護セミナー 1

環境衛生看護セミナー 1

共生社会看護セミナー 1

人道支援看護セミナー 1

災害看護管理セミナー 1

災害看護活動論（準備期） 1

環境防災学 1

看護管理論 2

システム経営管理論 2

看護管理展開論 2

看護管理の動向と展望 2

看護管理学実践演習Ⅰ 2

看護管理学実践演習Ⅱ 2

看護管理学実践演習Ⅲ 2

精神看護ケア研究 2

老人看護ケア研究 2

がん看護ケア研究 2

小児看護ケア研究 2

慢性看護ケア研究 2

クリティカルケア研究 2

臨床看護管理研究 2

臨床看護教育研究 2

母性・助産看護ケア研究 2

地域ケア研究 2

学校保健研究 2

家族ケア研究 2

在宅ケア研究 2

保健学研究 2

災害・国際看護ケア研究 2

看護課題研究 2

看護学研究方法Ⅰ 2

看護学研究方法Ⅱ 6

看護教育学専門演習 3

看護教育学研究方法Ⅰ 3

看護教育学研究方法Ⅱ 3

臨床看護学専門演習 3

臨床看護学研究方法Ⅰ 3

臨床看護学研究方法Ⅱ 3

地域保健学専門演習 3

地域保健学研究方法Ⅰ 3

地域保健学研究方法Ⅱ 3

領
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看護学研究科　看護学専攻　博士前期課程　授業科目表

区分 授　　業　　科　　目
単位数

備考
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別表1（看護学研究科規程第５条関係）

必修 選択

災害看護論 2

グローバル社会看護論 2

災害・国際看護方法論 2

感染症看護セミナー 1

環境衛生看護セミナー 1

共生社会看護セミナー 1

人道支援看護セミナー 1

災害看護管理セミナー 1

災害看護活動論（準備期） 1

環境防災学 1

看護管理論 2

システム経営管理論 2

看護管理展開論 2

看護管理の動向と展望 2

看護管理学実践演習Ⅰ 2

看護管理学実践演習Ⅱ 2

看護管理学実践演習Ⅲ 2

精神看護ケア研究 2

老人看護ケア研究 2

がん看護ケア研究 2

小児看護ケア研究 2

慢性看護ケア研究 2

クリティカルケア研究 2

臨床看護管理研究 2

臨床看護教育研究 2

母性・助産看護ケア研究 2

地域ケア研究 2

学校保健研究 2

家族ケア研究 2

在宅ケア研究 2

保健学研究 2

災害・国際看護ケア研究 2

看護課題研究 2

看護学研究方法Ⅰ 2

看護学研究方法Ⅱ 6

看護教育学専門演習 3

看護教育学研究方法Ⅰ 3

看護教育学研究方法Ⅱ 3

臨床看護学専門演習 3

臨床看護学研究方法Ⅰ 3

臨床看護学研究方法Ⅱ 3

地域保健学専門演習 3

地域保健学研究方法Ⅰ 3

地域保健学研究方法Ⅱ 3
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看護学研究科　看護学専攻　博士前期課程　授業科目表

区分 授　　業　　科　　目
単位数

備考

令和８年度 看護学研究科博士前期課程　高度実践看護師コース履修モデル
がん看護学 慢性看護学 ｸﾘﾃｨｶﾙｹｱ 小児看護学 老人看護学 精神看護学 家族看護学 在宅看護学

必修 選択 看護学

研究と倫理 ○ 1 1,2 通

教育学特論 ○ 1 1,2 (R9)通

心理学特論 ○ 1 1,2 R8通

ウェルビーイング　スタディ ○ 1 1,2 R8通

ジェンダー論 ○ 1 1,2 (R9)通

臨床倫理 ○ 1 1 前

グローバルヘルス論 ○ 1 1,2 通

ケア論 ○ 1 1,2 通

看護マネジメント論 ○ 2 1 前

看護理論と実践 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護学基盤論 ○ 2 1 前

看護研究と実践 2 1 通 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護倫理 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護サービス管理論 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護コンサルテーション論 1 1 後

フィジカルアセスメント特論 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

病態生理学 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

臨床薬理学 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

こころの発達 2 1 前 ◎

データ分析方法論Ⅰ 2 1 前

看護教育論Ⅰ ○ 1 1 通

看護教育論Ⅱ ○ 1 1 通

疫学研究方法論 ○ 1 1,2 通

保健医療政策と経済Ⅰ ○ 1 1 通

保健医療政策と経済Ⅱ ○ 1 1 通 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護学の動向と展望 ○ 2 1 通

看護情報学Ⅰ 1 1,2 前

看護情報学Ⅱ 1 1,2 前

最新専門看護実践講座Ⅰ ○ 1 1,2 通

最新専門看護実践講座Ⅱ ○ 1 1,2 通

インディペンデントスタディ 1 1 後

がん看護論 2 1 前 ◎

緩和ケア特論 2 1 後 ◎

がん看護方法論Ⅰ 2 1 後 ◎

がん看護方法論Ⅱ 1 2 前 ◎

がん看護方法論Ⅲ 1 2 前 ◎

がん病態生理学 2 1 後 ◎

がん診断治療学 1 1,2 R8前 ◎

がん薬理学 1 1,2 (R9)前 ◎

がん看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◎

がん看護学実践演習Ⅱ 2 2 前 ◎

がん看護学実践演習Ⅲ 2 2 前 ◎

がん看護学実践演習Ⅳ 2 2 前後 ◎

がん看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◎

慢性看護論 2 1 前 ◎

慢性看護対象論 2 1 後 ◎

慢性看護方法論Ⅰ 2 1 後 ◎

慢性看護方法論Ⅱ 2 2 前 ◎

慢性疾患診断治療学Ⅰ 1 1,2 R8後 ◎

慢性疾患診断治療学Ⅱ 1 1,2 (R9)前 ◎

慢性看護学実践演習Ⅰ 2 1 前 ◎

慢性看護学実践演習Ⅱ 2 2 前 ◎

慢性看護学実践演習Ⅲ 2 1 後 ◎

慢性看護学実践演習Ⅳ 2 2 前 ◎

慢性看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◎

クリティカルケア看護論Ⅰ 2 1 前 ◎

クリティカルケア看護論Ⅱ 2 1 後 ◎

クリティカルケア看護方法論Ⅰ 2 1 後 ◎

クリティカルケア看護方法論Ⅱ 2 2 前 ◎

クリティカルケア看護方法論Ⅲ 2 1 後 ◎

クリティカルケア看護方法論Ⅳ 2 2 前 ◎

クリティカルケア診断治療学Ⅰ 1 1,2 (R9)前 ◎

クリティカルケア診断治療学Ⅱ 1 1,2 R8前 ◎

クリティカルケア看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◎

クリティカルケア看護学実践演習Ⅱ 2 2 前 ◎

クリティカルケア看護学実践演習Ⅲ 2 2 前 ◎

クリティカルケア看護学実践演習Ⅳ 2 1 後 ◎

クリティカルケア看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◎

小児看護論 2 1 前 ◎

小児看護対象論 2 1 前 ◎

小児看護方法論Ⅰ 2 1 後 ◎

小児看護方法論Ⅱ 2 2 前 ◎

小児診断治療学Ⅰ 1 1,2 R8後 ◎

小児診断治療学Ⅱ 1 1,2 (R9)後 ◎

小児看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◎

小児看護学実践演習Ⅱ 2 2 前 ◎

小児看護学実践演習Ⅲ 2 2 前 ◎

小児看護学実践演習Ⅳ 2 1 後 ◎

小児看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◎
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令和８年度 看護学研究科博士前期課程　高度実践看護師コース履修モデル
がん看護学 慢性看護学 ｸﾘﾃｨｶﾙｹｱ 小児看護学 老人看護学 精神看護学 家族看護学 在宅看護学

必修 選択 看護学

単位数
開講時期

土日
開講

区分 授　　業　　科　　目

老人看護論 2 1 前 ◎

老人看護対象論 2 1 後 ◎

老人看護方法論 1 2 前 ◎

老人ケアシステム論 2 2 前 ◎

老人看護展開論Ⅰ 2 1 後 ◎

老人看護展開論Ⅱ 2 1 後 ◎

老年病診断治療学Ⅰ 1 1,2 R8後 ◎

老年病診断治療学Ⅱ 1 1,2 (R9)前 ◎

老人看護学実践演習Ⅰ 2 1 前 ◎

老人看護学実践演習Ⅱ 2 1 後 ◎

老人看護学実践演習Ⅲ 2 2 前 ◎

老人看護学実践演習Ⅳ 2 2 前 ◎

老人看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◎

精神看護論 2 1 後 ◎

精神看護対象論 2 1 前 ◎

精神看護方法論Ⅰ 1 1 後 ◎

精神看護方法論Ⅱ 1 2 前 ◎

精神看護展開論Ⅰ 2 2 前 ▽

精神看護展開論Ⅱ 2 2 前 ▽

精神看護展開論Ⅲ 2 2 前 ▽

精神看護展開論Ⅳ 2 2 前 ▽

精神診断治療学Ⅰ 1 1,2 (R9)後 ◎

精神診断治療学Ⅱ 1 1,2 R8後 ◎

精神看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◎

精神看護学実践演習Ⅱ 2 1 後 ◎

精神看護学実践演習Ⅲ 2 2 前 ◎

精神看護学実践演習Ⅳ 2 2 後 ◎

精神看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◎

家族看護論 2 1 前 ◎

家族看護対象論 2 1 後 ◎

家族看護方法論Ⅰ 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

家族看護方法論Ⅱ 2 1 後 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

家族看護実践論Ⅰ 2 2 前 ◆

家族看護実践論Ⅱ 2 2 前 ◆

家族療法 2 1,2 R8後 ◎ ◎

家族ケアの開発 1 2 前 ◎

家族看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◎

家族看護学実践演習Ⅱ 2 1 後 ◎

家族看護学実践演習Ⅲ 2 2 前 ◎

家族看護学実践演習Ⅳ 2 2 前 ◎

家族看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◎

在宅看護論 1 1 前 ◎

在宅看護方法論Ⅰ 2 1 後 ◎

在宅看護方法論Ⅱ 1 1 前 ◎ ◎ ◎

在宅看護方法論Ⅲ 1 2 前 ◎

在宅ケアシステム論 2 2 前 ◎

在宅看護展開論Ⅰ 2 1 後 ◎

在宅看護展開論Ⅱ 2 1 後 ◎

在宅療養診断治療学Ⅰ 1 1,2 R8前 ◎

在宅療養診断治療学Ⅱ 1 1,2 (R9)前 ◎

在宅リエゾン看護論 ○ 2 1,2 通 ※ ※ ※ ◇ ※ ※ ※ ◇

在宅リエゾン看護演習 ○ 1 1,2 通 ※ ※ ※ ◇ ※ ※ ※ ◇

在宅看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◎

在宅看護学実践演習Ⅱ 2 1 後 ◎

在宅看護学実践演習Ⅲ 2 2 前 ◎

在宅看護学実践演習Ⅳ 2 2 前 ◎

在宅看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◎

感染症看護セミナー 1 1 後 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

災害看護活動論（準備期） ○ 1 1,2 通 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

環境防災学 1 1,2 通 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

看護課題研究 2 2 通 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

モデルに示された◎は必修科目。※は他領域の専門科目から自由に選択できる科目。

注１:◆の科目はどちらかを選択して履修する。 注2:▽の科目は、1科目選択して履修する。

注3：◇の科目のいずれかを選択することが望ましい。
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令和８年度 看護学研究科博士前期課程　高度実践看護師コース履修モデル
がん看護学 慢性看護学 ｸﾘﾃｨｶﾙｹｱ 小児看護学 老人看護学 精神看護学 家族看護学 在宅看護学

必修 選択 看護学

単位数
開講時期

土日
開講

区分 授　　業　　科　　目

老人看護論 2 1 前 ◎

老人看護対象論 2 1 後 ◎

老人看護方法論 1 2 前 ◎

老人ケアシステム論 2 2 前 ◎

老人看護展開論Ⅰ 2 1 後 ◎

老人看護展開論Ⅱ 2 1 後 ◎

老年病診断治療学Ⅰ 1 1,2 R8後 ◎

老年病診断治療学Ⅱ 1 1,2 (R9)前 ◎

老人看護学実践演習Ⅰ 2 1 前 ◎

老人看護学実践演習Ⅱ 2 1 後 ◎

老人看護学実践演習Ⅲ 2 2 前 ◎

老人看護学実践演習Ⅳ 2 2 前 ◎

老人看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◎

精神看護論 2 1 後 ◎

精神看護対象論 2 1 前 ◎

精神看護方法論Ⅰ 1 1 後 ◎

精神看護方法論Ⅱ 1 2 前 ◎

精神看護展開論Ⅰ 2 2 前 ▽

精神看護展開論Ⅱ 2 2 前 ▽

精神看護展開論Ⅲ 2 2 前 ▽

精神看護展開論Ⅳ 2 2 前 ▽

精神診断治療学Ⅰ 1 1,2 (R9)後 ◎

精神診断治療学Ⅱ 1 1,2 R8後 ◎

精神看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◎

精神看護学実践演習Ⅱ 2 1 後 ◎

精神看護学実践演習Ⅲ 2 2 前 ◎

精神看護学実践演習Ⅳ 2 2 後 ◎

精神看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◎

家族看護論 2 1 前 ◎

家族看護対象論 2 1 後 ◎

家族看護方法論Ⅰ 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

家族看護方法論Ⅱ 2 1 後 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

家族看護実践論Ⅰ 2 2 前 ◆

家族看護実践論Ⅱ 2 2 前 ◆

家族療法 2 1,2 R8後 ◎ ◎

家族ケアの開発 1 2 前 ◎

家族看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◎

家族看護学実践演習Ⅱ 2 1 後 ◎

家族看護学実践演習Ⅲ 2 2 前 ◎

家族看護学実践演習Ⅳ 2 2 前 ◎

家族看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◎

在宅看護論 1 1 前 ◎

在宅看護方法論Ⅰ 2 1 後 ◎

在宅看護方法論Ⅱ 1 1 前 ◎ ◎ ◎

在宅看護方法論Ⅲ 1 2 前 ◎

在宅ケアシステム論 2 2 前 ◎

在宅看護展開論Ⅰ 2 1 後 ◎

在宅看護展開論Ⅱ 2 1 後 ◎

在宅療養診断治療学Ⅰ 1 1,2 R8前 ◎

在宅療養診断治療学Ⅱ 1 1,2 (R9)前 ◎

在宅リエゾン看護論 ○ 2 1,2 通 ※ ※ ※ ◇ ※ ※ ※ ◇

在宅リエゾン看護演習 ○ 1 1,2 通 ※ ※ ※ ◇ ※ ※ ※ ◇

在宅看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◎

在宅看護学実践演習Ⅱ 2 1 後 ◎

在宅看護学実践演習Ⅲ 2 2 前 ◎

在宅看護学実践演習Ⅳ 2 2 前 ◎

在宅看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◎

感染症看護セミナー 1 1 後 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

災害看護活動論（準備期） ○ 1 1,2 通 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

環境防災学 1 1,2 通 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

看護課題研究 2 2 通 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

モデルに示された◎は必修科目。※は他領域の専門科目から自由に選択できる科目。

注１:◆の科目はどちらかを選択して履修する。 注2:▽の科目は、1科目選択して履修する。

注3：◇の科目のいずれかを選択することが望ましい。

研究支援

老
人
看
護
学
領
域

精
神
看
護
学
領
域

家
族
看
護
学
領
域

在
宅
看
護
学
領
域

領
域
専
門
科
目 ＊

注
１
参
照

2
年
次
で
履
修

2
年
次
で
履
修

＊
注
3
参
照

＊
注
3
参
照

*
注
2
参
照

令和８年度 看護学研究科博士前期課程　実践リーダーコース履修モデル
臨床看護学 地域保健学

必修 選択 臨床看護 地域保健

研究と倫理 ○ 1 1,2 通

教育学特論 ○ 1 1,2 (R9)通

心理学特論 ○ 1 1,2 R8通

ウェルビーイング　スタディ ○ 1 1,2 R8通

ジェンダー論 ○ 1 1,2 (R9)通

臨床倫理 ○ 1 1 前 ◎ ◎

グローバルヘルス論 ○ 1 1,2 通

ケア論 ○ 1 1,2 通

看護マネジメント論 ○ 2 1 前 ◎ ◎

看護理論と実践 2 1 前

看護学基盤論 ○ 2 1 前 ◎ ◎

看護研究と実践 2 1 通

看護倫理 2 1 前

看護サービス管理論 2 1 前

看護コンサルテーション論 1 1 後

フィジカルアセスメント特論 2 1 前

病態生理学 2 1 前

臨床薬理学 2 1 前

こころの発達 2 1 前

データ分析方法論Ⅰ 2 1 前

看護教育論Ⅰ ○ 1 1 通 □ □

看護教育論Ⅱ ○ 1 1 通 □ □

疫学研究方法論 ○ 1 1,2 通 □ □

保健医療政策と経済Ⅰ ○ 1 1 通 □ □

保健医療政策と経済Ⅱ ○ 1 1 通 □ □

看護学の動向と展望 ○ 2 1 通 □ □

看護情報学Ⅰ 1 1,2 前

看護情報学Ⅱ 1 1,2 前

最新専門看護実践講座Ⅰ ○ 1 1,2 通

最新専門看護実践講座Ⅱ ○ 1 1,2 通

インディペンデントスタディ 1 1 後

精神看護ケア研究 ○ 2 1,2 後 △ △

老人看護ケア研究 ○ 2 1,2 後 △ △

がん看護ケア研究 ○ 2 1,2 後 △ △

小児看護ケア研究 ○ 2 1,2 後 △ △

慢性看護ケア研究 ○ 2 1,2 後 △ △

クリティカルケア研究 ○ 2 1,2 後 △ △

臨床看護管理研究 ○ 2 1,2 後 △ △

臨床看護教育研究 ○ 2 1,2 後 △ △

母性・助産看護ケア研究 ○ 2 1,2 後 △ △

地域ケア研究 ○ 2 1,2 後 △ △

学校保健研究 ○ 2 1,2 後 △ △

家族ケア研究 ○ 2 1,2 後 △ △

在宅ケア研究 ○ 2 1,2 後 △ △

保健学研究 ○ 2 1,2 後 △ △

災害・国際看護ケア研究 ○ 2 1,2 後 △ △

在宅リエゾン看護論 ○ 2 1,2 通 △ △

在宅リエゾン看護演習 ○ 1 1,2 通 △ △

感染症看護セミナー 1 1 後 △ △

災害看護活動論（準備期） ○ 1 1,2 通 △ △

環境防災学 1 1,2 通 △ △

看護教育学専門演習 ○ 3 1,2 後 ● ●

看護教育学研究方法Ⅰ ○ 3 2 前 ● ●

看護教育学研究方法Ⅱ ○ 3 2 後 ● ●

臨床看護学専門演習 ○ 3 1,2 後 ○

臨床看護学研究方法Ⅰ ○ 3 2 前 ○

臨床看護学研究方法Ⅱ ○ 3 2 後 ○

地域保健学専門演習 ○ 3 1,2 後 ○

地域保健学研究方法Ⅰ ○ 3 2 前 ○

地域保健学研究方法Ⅱ ○ 3 2 後 ○

モデルに示された◎は必修科目。

注１：□の科目の中から６単位以上選択すること。

注２：△の科目の中から10単位以上選択すること。それ以外の科目は自由選択。

　 なお、地域保健学領域では、地域保健学領域科目より２単位以上選択すること。

注３：●の３科目または○の３科目のどちらかを選択して履修する。

区分 授　　業　　科　　目
単位数

開講時期

共
通
科
目

大
学
院
共
通
科
目

専
攻
共
通
科
目

研
究
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援
科
目

領
域
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目
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床
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護
学
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地
域
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学
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域

他
領
域

①養護教諭専修免許状および高等学校教諭専修免許状（看護）の取得、②教員派遣制度による、履修モデルは別に定める。

土日
開講
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令和８年度 看護学研究科博士前期課程　研究コース履修モデル
共創看護学 母性看護学 小児看護学 家族看護学 地域看護学 災害・国際看護学 看護管理学

必修 選択 がん看護学 慢性看護学

研究と倫理 ○ 1 1,2 通

教育学特論 ○ 1 1,2 (R9)通

心理学特論 ○ 1 1,2 R8通

ウェルビーイング　スタディ ○ 1 1,2 R8通

ジェンダー論 ○ 1 1,2 (R9)通

臨床倫理 ○ 1 1 前

グローバルヘルス論 ○ 1 1,2 通 ◎

ケア論 ○ 1 1,2 通

看護マネジメント論 ○ 2 1 前

看護理論と実践 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護学基盤論 ○ 2 1 前

看護研究と実践 2 1 通 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護倫理 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護サービス管理論 2 1 前 ◎ ◎

看護コンサルテーション論 1 1 後

フィジカルアセスメント特論 2 1 前

病態生理学 2 1 前

臨床薬理学 2 1 前

こころの発達 2 1 前 ◎

データ分析方法論Ⅰ 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護教育論Ⅰ ○ 1 1 通 ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

看護教育論Ⅱ ○ 1 1 通 ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

疫学研究方法論 ○ 1 1,2 通 ◎ ◎ ◎

保健医療政策と経済Ⅰ ○ 1 1 通

保健医療政策と経済Ⅱ ○ 1 1 通 ◎

看護学の動向と展望 ○ 2 1 通

看護情報学Ⅰ 1 1,2 前

看護情報学Ⅱ 1 1,2 前

最新専門看護実践講座Ⅰ ○ 1 1,2 通

最新専門看護実践講座Ⅱ ○ 1 1,2 通

インディペンデントスタディ 1 1 後

看護理論と研究Ⅰ 2 1 後 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護理論と研究Ⅱ 2 2 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

学際的研究方法 2 1 前 ◎

データ分析方法論Ⅱ 2 1 後 ◎

看護学英語 2 1 後 ◎

共創看護学セミナー 2 1 後 □

バイオメトリクス看護学演習 2 1 後 □

がん看護論 2 1 前 ◎

緩和ケア特論 2 1 後

がん看護方法論Ⅰ 2 1 後 ◎

がん看護方法論Ⅱ 1 2 前

がん看護方法論Ⅲ 1 2 前

がん病態生理学 2 1 後

がん診断治療学 1 1,2 R8前

がん薬理学 1 1,2 (R9)前

がん看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◇

がん看護学実践演習Ⅱ 2 2 前

がん看護学実践演習Ⅲ 2 2 前

がん看護学実践演習Ⅳ 2 2 前後 ◇

がん看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◇

慢性看護論 2 1 前 ◎

慢性看護対象論 2 1 後

慢性看護方法論Ⅰ 2 1 後 ◎

慢性看護方法論Ⅱ 2 2 前

慢性疾患診断治療学Ⅰ 1 1,2 R8後

慢性疾患診断治療学Ⅱ 1 1,2 (R9)前

慢性看護学実践演習Ⅰ 2 1 前 ◇

慢性看護学実践演習Ⅱ 2 2 前 ◇

慢性看護学実践演習Ⅲ 2 1 後

慢性看護学実践演習Ⅳ 2 2 前 ◇

慢性看護学実践演習Ⅴ 2 2 後

女性健康看護論 2 1 前 ◎

女性健康支援論 2 1 後 ◎

子育て包括ケアシステム論 1 1 後

女性の健康危機マネジメント論 1 1 後

母性看護フィールド演習Ⅰ 1 1 後

母性看護フィールド演習Ⅱ 1 2 前

小児看護論 2 1 前 ◎

小児看護対象論 2 1 前

小児看護方法論Ⅰ 2 1 後 ◎

小児看護方法論Ⅱ 2 2 前

小児診断治療学Ⅰ 1 1,2 R8後

小児診断治療学Ⅱ 1 1,2 (R9)後

小児看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◇

小児看護学実践演習Ⅱ 2 2 前

小児看護学実践演習Ⅲ 2 2 前

小児看護学実践演習Ⅳ 2 1 後 ◇

小児看護学実践演習Ⅴ 2 2 後

授　　業　　科　　目
単位数

開講時期
成人看護学

領
域
専
門
科
目

共
創
看
護
学
領
域

が
ん
看
護
学
領
域

慢
性
看
護
学
領
域

母
性
看
護
学
領
域

小
児
看
護
学
領
域

共
通
科
目

大
学
院
共
通
科
目

専
攻
共
通
科
目

区分
土日
開講

＊
注
２
参
照

＊
注
２
参
照

＊
注
２
参
照

＊
注
２
参
照

＊
注
２
参
照

＊
注
２
参
照

＊
注
２
参
照

＊
注
２
参
照

＊
注
３
参
照

＊
注
２
参
照



57

令和８年度 看護学研究科博士前期課程　研究コース履修モデル
共創看護学 母性看護学 小児看護学 家族看護学 地域看護学 災害・国際看護学 看護管理学

必修 選択 がん看護学 慢性看護学

研究と倫理 ○ 1 1,2 通

教育学特論 ○ 1 1,2 (R9)通

心理学特論 ○ 1 1,2 R8通

ウェルビーイング　スタディ ○ 1 1,2 R8通

ジェンダー論 ○ 1 1,2 (R9)通

臨床倫理 ○ 1 1 前

グローバルヘルス論 ○ 1 1,2 通 ◎

ケア論 ○ 1 1,2 通

看護マネジメント論 ○ 2 1 前

看護理論と実践 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護学基盤論 ○ 2 1 前

看護研究と実践 2 1 通 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護倫理 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護サービス管理論 2 1 前 ◎ ◎

看護コンサルテーション論 1 1 後

フィジカルアセスメント特論 2 1 前

病態生理学 2 1 前

臨床薬理学 2 1 前

こころの発達 2 1 前 ◎

データ分析方法論Ⅰ 2 1 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護教育論Ⅰ ○ 1 1 通 ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

看護教育論Ⅱ ○ 1 1 通 ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

疫学研究方法論 ○ 1 1,2 通 ◎ ◎ ◎

保健医療政策と経済Ⅰ ○ 1 1 通

保健医療政策と経済Ⅱ ○ 1 1 通 ◎

看護学の動向と展望 ○ 2 1 通

看護情報学Ⅰ 1 1,2 前

看護情報学Ⅱ 1 1,2 前

最新専門看護実践講座Ⅰ ○ 1 1,2 通

最新専門看護実践講座Ⅱ ○ 1 1,2 通

インディペンデントスタディ 1 1 後

看護理論と研究Ⅰ 2 1 後 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

看護理論と研究Ⅱ 2 2 前 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

学際的研究方法 2 1 前 ◎

データ分析方法論Ⅱ 2 1 後 ◎

看護学英語 2 1 後 ◎

共創看護学セミナー 2 1 後 □

バイオメトリクス看護学演習 2 1 後 □

がん看護論 2 1 前 ◎

緩和ケア特論 2 1 後

がん看護方法論Ⅰ 2 1 後 ◎

がん看護方法論Ⅱ 1 2 前

がん看護方法論Ⅲ 1 2 前

がん病態生理学 2 1 後

がん診断治療学 1 1,2 R8前

がん薬理学 1 1,2 (R9)前

がん看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◇

がん看護学実践演習Ⅱ 2 2 前

がん看護学実践演習Ⅲ 2 2 前

がん看護学実践演習Ⅳ 2 2 前後 ◇

がん看護学実践演習Ⅴ 2 2 後 ◇

慢性看護論 2 1 前 ◎

慢性看護対象論 2 1 後

慢性看護方法論Ⅰ 2 1 後 ◎

慢性看護方法論Ⅱ 2 2 前

慢性疾患診断治療学Ⅰ 1 1,2 R8後

慢性疾患診断治療学Ⅱ 1 1,2 (R9)前

慢性看護学実践演習Ⅰ 2 1 前 ◇

慢性看護学実践演習Ⅱ 2 2 前 ◇

慢性看護学実践演習Ⅲ 2 1 後

慢性看護学実践演習Ⅳ 2 2 前 ◇

慢性看護学実践演習Ⅴ 2 2 後

女性健康看護論 2 1 前 ◎

女性健康支援論 2 1 後 ◎

子育て包括ケアシステム論 1 1 後

女性の健康危機マネジメント論 1 1 後

母性看護フィールド演習Ⅰ 1 1 後

母性看護フィールド演習Ⅱ 1 2 前

小児看護論 2 1 前 ◎

小児看護対象論 2 1 前

小児看護方法論Ⅰ 2 1 後 ◎

小児看護方法論Ⅱ 2 2 前

小児診断治療学Ⅰ 1 1,2 R8後

小児診断治療学Ⅱ 1 1,2 (R9)後

小児看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◇

小児看護学実践演習Ⅱ 2 2 前

小児看護学実践演習Ⅲ 2 2 前

小児看護学実践演習Ⅳ 2 1 後 ◇

小児看護学実践演習Ⅴ 2 2 後

授　　業　　科　　目
単位数

開講時期
成人看護学
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令和８年度 看護学研究科博士前期課程　研究コース履修モデル
共創看護学 母性看護学 小児看護学 家族看護学 地域看護学 災害・国際看護学 看護管理学

必修 選択 がん看護学 慢性看護学
授　　業　　科　　目

単位数
開講時期

成人看護学
区分

土日
開講

家族看護論 2 1 前 ◎

家族看護対象論 2 1 後 ◎

家族看護方法論Ⅰ 2 1 前 ◎ ◇ ◇ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

家族看護方法論Ⅱ 2 1 後 ◇ ◇ ◎

家族看護実践論Ⅰ 2 2 前

家族看護実践論Ⅱ 2 2 前

家族療法 2 1,2 R8後

家族ケアの開発 1 2 前 ◎

家族看護学実践演習Ⅰ 2 1 後 ◇

家族看護学実践演習Ⅱ 2 1 後

家族看護学実践演習Ⅲ 2 2 前

家族看護学実践演習Ⅳ 2 2 前 ◇

家族看護学実践演習Ⅴ 2 2 後

地域看護論 2 1 前 ◎

地域ケアシステム論 2 2 前

地域看護展開論 2 1 後 ◎

地域フィールド演習Ⅰ 2 1 後 ◇

地域フィールド演習Ⅱ 2 2 後 ◇

災害看護論 2 1 前 ◎

グローバル社会看護論 2 1 後 ◎

災害・国際看護方法論 2 1 後 ◎

感染症看護セミナー 1 1 後 ◇    ■　　　

環境衛生看護セミナー 1 2 前 ◇

共生社会看護セミナー 1 1 前 ◇

人道支援看護セミナー 1 2 前 ◇

災害看護管理セミナー 1 2 前 ◇

災害看護活動論（準備期） ○ 1 1,2 通 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ■ ※

環境防災学 1 1,2 通 ■

看護管理論 2 1 前 ◎

システム経営管理論 2 1 前 ◎

看護管理展開論 2 1 後 ◎

看護管理の動向と展望 2 1 後 ◎

看護管理学実践演習Ⅰ 2 1 後

看護管理学実践演習Ⅱ 2 2 前  　◆１

看護管理学実践演習Ⅲ 2 2 後

クリティカルケア看護論Ⅰ 2 1 前 ※ ※

クリティカルケア看護論Ⅱ 2 1 後 ※ ※

クリティカルケア看護方法論Ⅰ 2 1 後 ※ ※

在宅看護方法論Ⅱ 1 2 前 ※

在宅リエゾン看護論 ○ 2 1,2 通 ※ ※ ※ ※ ◇ ※ ※ ※ ※

在宅リエゾン看護演習 ○ 1 1,2 通 ※ ※ ※ ※ ◇ ※ ※ ※ ※

看護課題研究 2 2 通  　◆１

看護学研究方法Ⅰ 2 1 通 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  　◆２

看護学研究方法Ⅱ 6 2 通 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

モデルに示された◎は必修科目。※は他領域の専門科目から自由に選択できる科目。

注１：◆１の４科目または◆２の２科目のどちらかを選択して履修する。

注２：◇の科目のいずれかを選択することが望ましい。

注３：□の科目のどちらかを選択して履修する。

注４：■はコンソーシアム科目。

領
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注
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照

＊
注
１
参
照
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（令和３年４月１日施行）

別表２（看護学研究科規程第５条関係）

必修 選択

理論看護学Ⅰ 2

理論看護学Ⅱ 2

看護学研究方法Ⅰ 2

看護学研究方法Ⅱ 2

看護倫理学 2

イノベーション看護学 2

国際看護学 1

医学研究方法論 1

インディペンデントスタディ 1

プロフェッショナルライティング 2

共創看護学Ⅰ 2

共創看護学Ⅱ 2

がん看護学Ⅰ 2

がん看護学Ⅱ 2

成人看護学Ⅰ 2

成人看護学Ⅱ 2

小児看護学Ⅰ 2

小児看護学Ⅱ 2

老人看護学Ⅰ 2

老人看護学Ⅱ 2

精神看護学Ⅰ 2

精神看護学Ⅱ 2

家族看護学Ⅰ 2

家族看護学Ⅱ 2

在宅看護学Ⅰ 2

在宅看護学Ⅱ 2

地域看護学Ⅰ 2

地域看護学Ⅱ 2

学校保健学Ⅰ 2

学校保健学Ⅱ 2

災害・国際看護学Ⅰ 2

災害・国際看護学Ⅱ 2

看護病態生理学Ⅰ 2

看護病態生理学Ⅱ 2

看護経営管理学Ⅰ 2

看護経営管理学Ⅱ 2

看護学特別研究Ⅰ 2

看護学特別研究Ⅱ 2

看護学特別研究Ⅲ 4

研究支援科目

○看護学研究科博士後期課程修了要件
　16単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえ、博士論文の審査及び最終試験に合格すること。16単位以上
の内訳は、専攻共通科目6単位以上、専攻専門科目2単位以上及び研究支援科目8単位とする。

看護学研究科　看護学専攻　博士後期課程　授業科目表

区分 授業科目名
単位

専
攻
共
通
科
目

専
攻
専
門
科
目
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必修 選択

教育学特論 1 ◇

看護教育論Ⅰ 1 ◇

理論看護学Ⅰ 2 ◎

理論看護学Ⅱ 2

看護学研究方法Ⅰ 2 ◎

看護学研究方法Ⅱ 2

看護倫理学 2

イノベーション看護学 2 隔年開講（R８年度未開講）

国際看護学 1

医学研究方法論 1

インディペンデントスタディ 1

プロフェッショナルライティング 2

共創看護学Ⅰ 2

共創看護学Ⅱ 2

がん看護学Ⅰ 2

がん看護学Ⅱ 2

成人看護学Ⅰ 2

成人看護学Ⅱ 2

小児看護学Ⅰ 2

小児看護学Ⅱ 2

老人看護学Ⅰ 2

老人看護学Ⅱ 2

精神看護学Ⅰ 2

精神看護学Ⅱ 2

家族看護学Ⅰ 2

家族看護学Ⅱ 2

在宅看護学Ⅰ 2

在宅看護学Ⅱ 2

地域看護学Ⅰ 2

地域看護学Ⅱ 2

学校保健学Ⅰ 2

学校保健学Ⅱ 2

災害・国際看護学Ⅰ 2

災害・国際看護学Ⅱ 2

看護病態生理学Ⅰ 2

看護病態生理学Ⅱ 2

看護経営管理学Ⅰ 2

看護経営管理学Ⅱ 2

看護学特別研究Ⅰ 2 ◎

看護学特別研究Ⅱ 2 ◎

看護学特別研究Ⅲ 4 ◎

専攻共通科目

専攻専門科目

研究支援科目

〇看護学研究科博士後期課程修了要件
　16単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえ、博士論文の審査及び最終試験に合格する
こと。16単位以上の内訳は、専攻共通科目6単位以上、専攻専門科目2単位以上及び研究支援科目8単位と
する。
◎は、必修科目を示し、修了要件の16単位に含まれる。
◇は、教育能力開発のために、指定された手続を経て履修できる博士前期課程の科目である。なお、こ
れらの科目の単位は、修了要件の16単位には含まれないものとする。

令和８年度　看護学研究科看護学専攻博士後期課程　履修モデル

区分 授業科目名
単位

博士前期課程
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（令和６年10月１日施行）

必修 選択

看護研究 東京科学大学 2

理論看護学 千葉大学 1

危機管理論 兵庫県立大学 1

環境防災学Ⅰ 高知県立大学 1

環境防災学Ⅱ 千葉大学 1

グローバルヘルス 東京科学大学 1

災害法制度と政策論 東京科学大学 1

専門職連携実践論 千葉大学 1

災害時専門職連携演習（災害IP演習） 千葉大学 1

災害医療学 日本赤十字看護大学 2

災害心理学 兵庫県立大学 1

災害と文化 千葉大学 1

災害社会福祉学 高知県立大学 1

Professional writing 高知県立大学 1

Proposal writing　(Research proposal writing skill） 東京科学大学 1

Program writing （Program proposal writhig skill） 兵庫県立大学 1

災害看護学総論 兵庫県立大学 2

災害看護活動論Ⅰ（急性期） 東京科学大学 2

災害看護活動論Ⅱ（亜急性期） 日本赤十字看護大学 2

災害看護活動論Ⅲ（復旧・復興） 千葉大学 2

災害看護活動論Ⅳ（備え） 高知県立大学 2

災害看護グローバルコーディネーション論 日本赤十字看護大学 2

災害看護リーダーシップ・管理論 高知県立大学 2

災害看護倫理 兵庫県立大学 1

災害看護理論構築 兵庫県立大学 2

インターンシップⅠ 5大学(共同指導) 5

インターンシップⅡ 5大学(共同指導) 5

災害看護ゼミナールA 高知県立大学 2

災害看護ゼミナールB 兵庫県立大学 2

災害看護ゼミナールC 東京科学大学 2

災害看護ゼミナールD 千葉大学 2

災害看護ゼミナールE 日本赤十字看護大学 2

インデペンデントスタディⅠ 5大学 1

インデペンデントスタディⅡ 5大学 1

インデペンデントスタディⅢ 5大学 1

インデペンデントスタディⅣ 5大学 1

インデペンデントスタディⅤ 5大学 1

災害看護研究ゼミナール 5大学(共同指導) 5

実践課題研究 5大学(共同指導) 5

災害看護研究デベロップメント 5大学(共同指導) 5

博士論文 5大学(共同指導) 5

災
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学
の
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科
目
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目
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看護学研究科　共同災害看護学専攻　博士課程　授業科目表

別表３（看護学研究科規程第５条関係）

区分 授　　業　　科　　目 開設大学
単位数
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（令和６年10月１日施行）

必修 選択

看護研究 東京科学大学 2

理論看護学 千葉大学 1

危機管理論 兵庫県立大学 1

環境防災学Ⅰ 高知県立大学 1

環境防災学Ⅱ 千葉大学 1

グローバルヘルス 東京科学大学 1

災害法制度と政策論 東京科学大学 1

専門職連携実践論 千葉大学 1

災害時専門職連携演習（災害IP演習） 千葉大学 1

災害医療学 日本赤十字看護大学 2

災害心理学 兵庫県立大学 1

災害と文化 千葉大学 1

災害社会福祉学 高知県立大学 1

Professional writing 高知県立大学 1

Proposal writing　(Research proposal writing skill） 東京科学大学 1

Program writing （Program proposal writhig skill） 兵庫県立大学 1

災害看護学総論 兵庫県立大学 2

災害看護活動論Ⅰ（急性期） 東京科学大学 2

災害看護活動論Ⅱ（亜急性期） 日本赤十字看護大学 2

災害看護活動論Ⅲ（復旧・復興） 千葉大学 2

災害看護活動論Ⅳ（備え） 高知県立大学 2

災害看護グローバルコーディネーション論 日本赤十字看護大学 2

災害看護リーダーシップ・管理論 高知県立大学 2

災害看護倫理 兵庫県立大学 1

災害看護理論構築 兵庫県立大学 2

インターンシップⅠ 5大学(共同指導) 5

インターンシップⅡ 5大学(共同指導) 5

災害看護ゼミナールA 高知県立大学 2

災害看護ゼミナールB 兵庫県立大学 2

災害看護ゼミナールC 東京科学大学 2

災害看護ゼミナールD 千葉大学 2

災害看護ゼミナールE 日本赤十字看護大学 2

インデペンデントスタディⅠ 5大学 1

インデペンデントスタディⅡ 5大学 1

インデペンデントスタディⅢ 5大学 1

インデペンデントスタディⅣ 5大学 1

インデペンデントスタディⅤ 5大学 1

災害看護研究ゼミナール 5大学(共同指導) 5

実践課題研究 5大学(共同指導) 5

災害看護研究デベロップメント 5大学(共同指導) 5

博士論文 5大学(共同指導) 5
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看護学研究科　共同災害看護学専攻　博士課程　授業科目表

別表３（看護学研究科規程第５条関係）

区分 授　　業　　科　　目 開設大学
単位数

1 

（２）高知県立大学大学院看護学研究科博士前期課程学位審査及び授与に関する細則 

 
（趣旨） 

第１条 この細則は、高知県立大学大学院学位規程（以下「大学院学位規程」という。）第７条第８項の規

定に基づき、高知県立大学大学院看護学研究科（以下「本研究科」という。）博士前期課程における学位

の審査及び授与に関し必要な事項を定める。 

２ この細則は、大学院学位規程第５条第１項に該当する者を対象とする。 

（主研究指導教員） 

第２条 学生は、修士論文の作成に必要な研究指導を受けるために、指導教員申請書（別紙様式１－１）を

看護学研究科長（以下「研究科長」という。）に提出しなければならない。 

２ 研究科長は、前項の申請を受けたときは、高知県立大学大学院看護学研究科委員会（以下「研究科委員

会」という。）の議を経て、当該学生の主研究指導教員を決定する。 

３ 学生は、研究課題の変更等により、主研究指導教員の変更を希望する場合は、指導教員変更申請書（別

紙様式１－２）を研究科長に提出するものとする。 

４ 変更申請書の提出があったときは、研究科委員会の議を経て研究科長が許可することができる。 

５ 前項により変更を許可したときは、指導教員変更許可書（別紙様式１－３）を交付する。 

（修士論文指導委員会） 

第３条 主研究指導教員は、修士論文指導委員会を設置するために、指導委員会設置申請書（別紙様式２－

１）を研究科長に提出しなければならない。 

２ 研究科長は、前項の申請を受けたときは、研究科委員会の議を経て、修士論文指導教員を決定し、修士

論文指導委員会（以下「指導委員会」という。）を設置する。 

３ 指導委員会は、本研究科の専任教員のうちから、主研究指導教員１名及び副研究指導教員２名以上をも

って組織する。 

４ 研究課題の変更等により、指導委員会委員の変更を希望する場合は、主研究指導教員は、指導委員会変

更申請書（別紙様式２－２）を研究科長に提出するものとする。 

５ 変更申請書の提出があったときは、研究科委員会の議を経て、研究科長が許可することができる。 

（研究計画書の提出） 

第４条 修士の学位に関わる研究を行おうとする者は、主研究指導教員の承認を得て、次に掲げる書類を研

究科長に提出し、研究計画の審査を受けなければならない。 

（１）研究計画審査申請書（別紙様式３）    

（２）研究計画書               

２ 前項に定める書類の提出期限及び提出方法は、掲示又は書面をもって通知する。 

３ やむを得ない事情のために、前項によって通知した提出期限までに研究計画書を提出できない場合には、

延期願（別紙様式４－１）を研究科長に提出し、その許可を受けなければならない。許可された期間を経

過してなお延期する必要がある場合には、あらためて延期願を提出して許可を受けなければならない。 

４ いったん受理した研究計画書は、返付しない。 

５ 審査のため必要があるときは、研究科長が当該研究計画書の関係資料等の提出を求めることがある。 

（研究計画書の様式・体裁） 

第５条 研究計画書の体裁は次のとおりとする。 

（１） 研究計画書は、Ａ４判、縦長、横書きとする。 

（２） 研究計画書の体裁は、別紙様式５のとおりとする。 

（研究計画の審査） 

第６条 本細則第４条の規定に基づいて提出された研究計画は、研究科委員会の付託を受けて指導委員会が

審査する。 

２ 研究計画の審査の日程等については、掲示又は書面をもって通知する。 

３ 研究計画の審査については、審査基準を別に定める。 

４ 指導委員会は、研究計画の審査を終了したときは、修士論文研究計画審査結果報告書（別紙様式６）を

速やかに研究科長に提出しなければならない。 

（研究倫理の審査） 

第７条 前条の規定により研究計画の審査に合格した者のうち、高知県立大学研究倫理審査委員会規程第３

条第２項に定める審査の対象となる研究を行おうとする者は、研究を開始する前に高知県立大学研究倫理

審査委員会による審査において、研究の倫理に関する事項等について承認を得なければならない。 

（中間報告会） 

第８条 修士論文の審査を受けようとする者は、研究の進行状況に関して、所定の年度の中間報告会におい

て報告しなければならない。 
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２ 中間報告会の開催日程等については、掲示又は書面をもって通知する。 

３ やむを得ない事情のために、前項によって通知した日程で中間報告を行えない場合には、延期願（別紙

様式４－２）を研究科長に提出し、その許可を受けなければならない。許可された期間を経過してなお延

期する必要がある場合には、あらためて延期願を提出して許可を受けなければならない。 

（論文の提出） 

第９条 修士論文の審査を受けようとする者は、主研究指導教員の承認を得て、次に掲げる書類を研究科長

に提出しなければならない。 

（１）修士論文審査申請書（別紙様式７）    

（２）修士論文                

（３）修士論文要旨（別紙様式８）      

（４）剽窃等チェック確認書（別紙様式１４） 

２ 前項の書類を提出する者は、あらかじめ本研究科が定めた方法で、修士論文の剽窃チェックを受けたも

のを提出しなければならない。 

３ 前項に定める書類の提出期限及び提出方法は、掲示又は書面をもって通知する。 

４ いったん受理した修士論文は、返付しない。 

５ 審査のため必要があるときは、研究科長が当該論文の関係資料等の提出を求めることがある。 

（論文の様式・体裁） 

第１０条 修士論文の体裁は次のとおりとする。 

（１）修士論文は、Ａ４判、縦長、横書きとする。 

（２）修士論文の体裁は、別紙様式９のとおりとする。 

（３）修士論文要旨は、別紙様式８に1000字程度に要約の上、記入するものとする。 

（４）審査に合格した修士論文は、教育・学生支援部へ提出するものとする。 

（論文発表会） 

第１１条  提出された修士論文は、当該年度の修士論文発表会において報告するものとする。 

２ 修士論文発表会の開催日程等については、掲示又は書面をもって通知する。 

（論文審査及び最終試験） 

第１２条 本細則第９条及び第１０条の規定に基づき提出された修士論文は、研究科委員会の付託を受けて、

修士学位審査委員会（以下「学位審査委員会」という。）が審査する。 

２ 主研究指導教員は、学位審査委員会を設置するために、修士学位審査委員会設置申請書（別紙様式１０）

を研究科長に提出しなければならない。 

３ 研究科長は、前項の申請を受けたときは、研究科委員会の議を経て、学位審査委員会を設置する。 

４ 学位審査委員会の委員は、主査１名（主研究指導教員）及び副査２名以上４名以内とし、原則として、

本研究科の専任教員とする。ただし、研究科委員会が必要と認めたときには、本研究科の専任教員以外の

教員を委員とすることができる。 

５ 研究科委員会は、修士論文の審査及び最終試験にあたって必要があるときは、他の大学院、研究所等の

教員等を学位審査委員会の委員に加えることができる。 

６ 修士論文の審査については、審査基準を別に定める。 

（審査結果の報告） 

第１３条 学位審査委員会は、前項の規定に基づき行われた修士論文の審査及び最終試験を終了したときは、

修士論文審査結果報告書、最終試験審査結果報告書及び修士論文の修正に関する申請書（別紙様式１１、

別紙様式１２及び別紙様式１３）を速やかに研究科長に提出しなければならない。 

（学位授与の決定） 

第１４条 研究科委員会は、前条の規定による報告に基づき修士（看護学）の学位授与の可否について審議

し、学長が決定する。 

  

附 則 

 この内規は、平成２３年４月１日から施行する。  

附 則  

 この内規は、平成２６年４月１日から施行する。  

附 則   

 この細則は、令和２年４月１日から施行する。 
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附 則   

 この細則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和６年１月２５日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則  

 この細則は、令和６年12月19日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和８年４月１日から施行する。 

  

  

 別紙様式１－１ 指導教員申請書 

 別紙様式１－２ 指導教員変更申請書 

 別紙様式１－３ 指導教員変更許可書 

 別紙様式２－１ 指導委員会設置申請書 

 別紙様式２－２ 指導委員会変更申請書 

  別紙様式３   研究計画審査申請書  

 別紙様式４－１ 延期願（研究計画書提出） 

 別紙様式４－２ 延期願（中間報告会） 

 別紙様式５   研究計画書の体裁 

 別紙様式６   修士論文研究計画審査結果報告書 

  別紙様式７   修士論文審査申請書  

 別紙様式８   修士論文要旨 

 別紙様式９   修士論文の体裁 

 別紙様式１０  修士学位審査委員会設置申請書 

 別紙様式１１  修士論文審査結果報告書 

 別紙様式１２  最終試験審査結果報告書 

  別紙様式１３  修士論文の修正に関する申請書  

 別紙様式１４  剽窃等のチェック確認書 
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（３）高知県立大学大学院看護学研究科博士後期課程学位審査及び授与に関する細則 

 
（趣旨） 

第１条 この細則は、高知県立大学大学院学位規程（以下「大学院学位規程」という。）第８条から第１１

条までの規定に基づき、高知県立大学大学院看護学研究科（以下「本研究科」という。）博士後期課程に

おける学位の審査及び授与に関し必要な事項を定める。 

２ この細則は、大学院学位規程第５条第１項及び第２項に該当する者を対象とする。 

（主研究指導教員） 

第２条 学生は、博士論文の作成に必要な研究指導を受けるために、指導教員申請書（別紙様式１－１）を

看護学研究科長（以下「研究科長」という。）に提出しなければならない。 

２ 研究科長は、前項の申請を受けたときは、高知県立大学大学院看護学研究科委員会（以下「研究科委員

会」という。）の議を経て、当該学生の主研究指導教員を決定する。 

３ 学生は、研究課題の変更等により、主研究指導教員の変更を希望する場合は、指導教員変更申請書（別

紙様式１－２）を研究科長に提出するものとする。 

４ 変更申請書の提出があったときは、研究科委員会の議を経て研究科長が許可することができる。 

５ 前項により変更を許可したときは、指導教員変更許可書（別紙様式１－３）を交付する。 

（博士論文指導委員会） 

第３条 主研究指導教員は、博士論文指導委員会を設置するために、指導委員会設置申請書（別紙様式２－

１）を研究科長に提出しなければならない。 

２ 研究科長は、前項の申請を受けたときは、研究科委員会の議を経て、博士論文指導教員を決定し、博士

論文指導委員会（以下「指導委員会」という。）を設置する。 

３ 指導委員会は、本研究科の専任教員のうちから、主研究指導教員１名及び副研究指導教員２名以上をも

って組織する。ただし、研究科委員会が必要と認めたときは、本研究科の専任教員以外の者を委員として

追加することができる。 

４ 研究科委員会は、博士論文の指導にあたって必要があるときは、他の研究科、他の大学院、研究所等の

教員等を指導委員会に加えることができる。 

５ 研究課題の変更等により、指導委員会委員の変更を希望する場合は、主研究指導教員は、指導委員会変

更申請書（別紙様式２－２）を研究科長に提出するものとする。 

６ 変更申請書の提出があったときは、研究科委員会の議を経て、研究科長が許可することができる。 

（研究計画書の提出） 

第４条 博士の学位に関わる研究を行おうとする者は、主研究指導教員の承認を得て、次に掲げる書類を研

究科長に提出し、研究計画の審査を受けなければならない。 

（１）研究計画審査申請書（別紙様式３）   

（２）研究計画書              

２ 前項に定める書類の提出期限及び提出方法は、掲示又は書面をもって通知する。 

３ やむを得ない事情のために、前項によって通知した提出期限までに研究計画書を提出できない場合には、

延期願（別紙様式４－１）を研究科長に提出し、その許可を受けなければならない。許可された期間を経

過してなお延期する必要がある場合には、あらためて延期願を提出して許可を受けなければならない。 

４ いったん受理した研究計画書は、返付しない。 

５ 審査のため必要があるときは、研究科長が当該研究計画書の関係資料等の提出を求めることがある。 

（研究計画書の様式・体裁） 

第５条 研究計画書の体裁は次のとおりとする。 

（１）研究計画書は、Ａ４判、縦長、横書きとする。 

（２）研究計画書の体裁は、別紙様式５のとおりとする。 

（研究計画の審査）  

第６条 本細則第４条の規定に基づいて提出された研究計画は、研究科委員会の付託を受けて指導委員会が

審査する。 

２ 研究計画の審査の日程等については、掲示又は書面をもって通知する。 

３ 研究計画の審査については、審査基準を別に定める。 

４ 指導委員会は、研究計画の審査を終了したときは、博士論文研究計画審査結果報告書（別紙様式６）を

速やかに研究科長に提出しなければならない。 

（研究倫理の審査） 

第７条 前条の規定により研究計画の審査に合格した者のうち、高知県立大学研究倫理審査委員会規程第３

条第２項に定める審査の対象となる研究を行おうとする者は、研究を開始する前に高知県立大学研究倫理

審査委員会による審査において、研究の倫理に関する事項等について承認を得なければならない。 
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（中間報告会） 

第８条 本細則第６条及び第７条の要件を満たし、博士の学位に関わる研究を開始した者は、研究の進行状

況に関して、所定の年度の中間報告会において報告しなければならない。 

２ 中間報告会の開催日程等については、掲示又は書面をもって通知する。 

３ やむを得ない事情のために、前項によって通知した日程で中間報告を行えない場合には、延期願（別紙

様式４－２）を研究科長に提出し、その許可を受けなければならない。許可された期間を経過してなお延

期する必要がある場合には、あらためて延期願を提出して許可を受けなければならない。 

４ 指導委員会は、中間報告会を開催したときは、博士論文中間報告会結果報告書（別紙様式７）を速やか

に研究科長に提出しなければならない。 

（論文第一次審査のための論文提出） 

第９条 博士論文の第一次審査を受けようとする者は、主研究指導教員の承認を得て、次に掲げる書類を研

究科長に提出しなければならない。 

（１）博士論文第一次審査申請書（別紙様式８）         

（２）第一次審査博士論文                  

（３）第一次審査博士論文要旨（別紙様式９）         

（４）参考論文【※】 

（５）参考論文が未出版の場合には、これを印刷公表することを予約した掲載承諾書又は出版契約書 

（６）参考論文が共著の場合には、共著者の承諾書（承諾書が提出できない場合には、その理由書） 

【※】参考論文とは、審査を経て学会誌等に発表した「学位論文の基礎となった、あるいは、関連したテー

マに関する公表論文」を言う。 

（７）剽窃等チェック確認書（別紙様式１０） 

２ 前項の書類を提出する者は、あらかじめ本研究科が定めた方法で、第一次審査博士論文の剽窃チェック

を受けたものを提出しなければならない。 

３ 本条第１項に定める書類の提出期限及び提出方法は、掲示又は書面をもって通知する。 

４ いったん受理した博士論文は、返付しない。 

５ 審査のため必要があるときは、研究科長が当該論文の関係資料等の提出を求めることがある。 

６ 大学院学位規程第５条第２項に該当する者は、本条第１項に掲げる書類のほかに高知県公立大学法人高

知県立大学授業料等に関する規程に定められた学位論文審査手数料を添えて、研究科長に提出しなければ

ならない。 

（論文第一次審査） 

第１０条 前条の規定に基づいて提出された第一次審査博士論文は、研究科委員会の付託を受けて、博士論

文審査委員会（以下「論文審査委員会」という。）が審査する。 

２ 研究科長は、研究科委員会の議を経て、論文審査委員会を設置する。 

３ 論文審査委員会の委員は、主査１名（主研究指導教員）及び副査２名以上４名以内（副研究指導教員２

名以上を含む。）とし、原則として、本研究科の専任教員とする。ただし、研究科委員会が必要と認めた

ときには、本研究科の専任教員以外の教員を委員とすることができる。 

４ 研究科委員会は、第一次審査博士論文の審査にあたって必要があるときは、他の研究科、他の大学院、

研究所等の教員等を論文審査委員会の委員に加えることができる。 

５ 第一次審査博士論文の審査については、審査基準を別に定める。 

６ 論文審査委員会は、第一次審査博士論文の審査を終了したときは、博士論文第一次審査結果報告書（別

紙様式１１）を速やかに研究科長に提出しなければならない。 

（論文審査のための論文の提出） 

第１１条 博士論文の審査を受けようとする者は、主研究指導教員の承認を得て、次に掲げる書類を研究科

長に提出しなければならない。 

（１）博士論文審査申請書（別紙様式１２）              

（２）博士論文                           

（３）博士論文要旨（日本語要旨 1200字程度）（別紙様式１３－１） 

           （英語要旨 600語程）（別紙様式１３－２）     

（４）第一次審査に提出した参考論文及びそれに関係する書類      

（５）剽窃等チェック確認書（別紙様式１０） 

２ 前項の書類を提出する者は、あらかじめ本研究科が定めた方法で、博士論文の剽窃チェックを受けたも

のを提出しなければならない。 

３ 本条第１項に定める博士論文の体裁は次のとおりとする。 

（１）博士論文は、Ａ４判、縦長、横書きとする。 

（２）博士論文の体裁は、別紙様式１４のとおりとする。 

（３）博士論文要旨は、日本語要旨1200字程度、英語要旨600語程度で要約の上、記入するものとする。 
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４ 本条第１項に定める書類の提出期限及び提出方法は、掲示又は書面をもって通知する。 

５ いったん受理した博士論文は、返付しない。 

６ 審査のため必要があるときは、研究科長が当該論文の関係資料等の提出を求めることがある。 

（公聴会） 

第１２条 提出された博士論文は、博士論文の審査に先立って、公聴会においてその論文の発表を行うもの

とする。 

２ 公聴会の開催日程等については、掲示又は書面をもって通知する。 

（論文審査及び最終試験） 

第１３条 本細則第１１条の規定に基づき提出された博士論文は、研究科委員会の付託を受けて、博士学位

審査委員会（以下「学位審査委員会」という。）が審査する。 

２ 主研究指導教員は、学位審査委員会を設置するために、博士学位審査委員会設置申請書（別紙様式１５）

を研究科長に提出しなければならない。 

３ 研究科長は、前項の申請を受けたときは、研究科委員会の議を経て、学位審査委員会を設置する。 

４ 学位審査委員会の委員は、主査１名（主研究指導教員）及び副査２名以上４名以内とし、原則として、

本研究科の専任教員とする。ただし、研究科委員会が必要と認めたときには、本研究科の専任教員以外の

教員を委員とすることができる。 

５ 研究科委員会は、博士論文の審査及び最終試験にあたって必要があるときは、他の研究科、他の大学院、

研究所等の教員等を学位審査委員会の委員に加えることができる。 

６ 学位審査委員会は、博士論文の審査及び最終試験を実施する。なお、博士論文の審査にあたっては、前

条の規定に基づき行った公聴会の内容を参考にするものとする。 

７ 博士論文の審査については、審査基準を別に定める。 

８ 学位審査委員会は、前項の規定に基づき行われた博士論文の審査及び最終試験を終了したときは、博士

論文審査結果報告書及び最終試験審査結果報告書（別紙様式１６及び別紙様式１７）を速やかに研究科長

に提出しなければならない。 

（学位授与の決定） 

第１４条 研究科委員会は、前条第８項の規定による報告に基づき博士（看護学）の学位授与の可否につい

て審議し、学長が決定する。 

（論文の提出） 

第１５条 前条により学位授与が決定した博士論文は、教育・学生支援部へ提出するものとする。   

２ 前項に定める博士論文の体裁は次のとおりとする。 

（１）博士論文は、Ａ４判、縦長、横書きとする。 

（２）博士論文の体裁は、別紙様式１４のとおりとする。 

（３）博士論文要旨は、日本語要旨1200字程度、英語要旨600語程度で要約の上、記入するものとする。 

３ 本条第１項に定める博士論文の提出期限及び提出方法は、掲示又は書面をもって通知する。 

４ 提出された博士論文は、返付しない。  

附 則 

  この内規は、平成26年４月１日から施行する。  

附 則（平成27年１月27日改正） 

 この内規は、平成27年４月１日から施行する。 

 ただし、平成27年３月31日以前に退学した者は、改正後の第９条第５項の規定にかかわらず、なお、従前

の例による。  

附 則（平成27年３月24日改正） 

 この内規は、平成27年４月１日から施行する。  

附 則（平成28年３月18日改正） 

 この内規は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則 

 この内規は、平成28年11月２日から施行する。 

附 則 

 この内規は、平成29年４月１日から施行する。 
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附 則   

 この細則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和３年４月１日から施行する。  

附 則   

 この細則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和６年12月19日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和８年４月１日から施行する。  

  

  

 別紙様式１－１  指導教員申請書 

 別紙様式１－２  指導教員変更申請書 

 別紙様式１－３  指導教員変更許可書 

 別紙様式２－１  指導委員会設置申請書 

 別紙様式２－２  指導委員会変更申請書 

 別紙様式３    研究計画審査申請書 

 別紙様式４－１  延期願（研究計画書提出） 

 別紙様式４－２  延期願（中間報告会） 

 別紙様式５    研究計画書の体裁 

 別紙様式６    博士論文研究計画審査結果報告書 

 別紙様式７    博士論文中間報告会結果報告書 

 別紙様式８    博士論文第一次審査申請書 

 別紙様式９    第一次審査博士論文要旨 

 別紙様式１０   剽窃等チェック確認書 

 別紙様式１１   博士論文第一次審査結果報告書 

 別紙様式１２   博士論文審査申請書 

 別紙様式１３－１ 博士論文要旨 

 別紙様式１３－２ 博士論文要旨（英文） 

 別紙様式１４   博士論文の体裁 

 別紙様式１５   博士学位審査委員会設置申請書 

 別紙様式１６   博士論文審査結果報告書 

 別紙様式１７   最終試験審査結果報告書 
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７ 人間生活学研究科 

 

（１）高知県立大学大学院人間生活学研究科規程 

 
（趣旨） 

第１条 この規程は、高知県立大学大学院学則（以下｢大学院学則｣という。）第３条第２項の規定に基づき、

高知県立大学大学院人間生活学研究科（以下｢本研究科｣という。）に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 

（課程） 

第２条 本研究科の課程は、博士前期課程及び博士後期課程とする。 

２ 博士前期課程には、栄養・生活学領域、社会福祉学領域、文化学領域及びウェルビーイング学領域を置

く。 

３ 博士後期課程には、栄養・生活学領域、社会福祉学領域及び文化学領域を置く。 

（研究科の目的） 

第３条 博士前期課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門

性を要する職業等に必要な高度の能力を養うことを目的とする。 

２ 博士後期課程は、人間生活に関する学術と研究を推進し、その深奥を究め、自立して創造的な研究活動

を行う高度な専門的能力を養うことを目的とする。 

（専攻及び入学定員等） 

第４条 本研究科の専攻、入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

 

研究科名  専攻名  課程  入学定員  収容定員  

人間生活学 

研究科 

人間生活学 

専攻 

博士前期課程 １８人  ３６人  

博士後期課程  ３人  ９人 

 

（教育課程及び履修方法） 

第５条 本研究科の教育は、授業科目の授業及び研究指導によって行うものとする。 

２ 博士前期課程の科目は、共通科目、専門科目及び研究指導科目に区分する。 

３ 博士後期課程の科目は、共通科目、専門科目及び研究指導科目に区分する。 

４ 授業科目及び単位数並びに履修方法は、博士前期課程は別表１、博士後期課程は別表２にそれぞれ掲げ

るとおりとする。 

５ 履修登録及びその変更は、所定の期間内に行わなければならない。 

（担当教員） 

第６条 本研究科における授業は、本学専任の教員又は本研究科が適当と認めた非常勤講師が担当するもの

とする。ただし、本研究科において必要と認める場合は、この限りではない。 

（研究指導教員） 

第７条 本研究科における研究指導は、本学専任の教員が担当するものとする。ただし、本研究科において

必要と認める場合は、この限りではない。 

２ 研究科委員会は、研究指導及び授業科目の履修に関する指導を行うために、学生ごとに主研究指導教員

及び副研究指導教員を定める。 

（単位の計算方法） 

第７条の２ 単位の計算については、１単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をもって構成する

ことを標準とし、次の基準により行う。 

（１）講義及び演習については、15時間から30時間までの範囲で定める時間の授業をもって１単位とする。 

（２）実験、実習及び実技については、30時間から45時間までの範囲で定める時間の授業をもって１単位

とする。 

（３）一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち２以上の方法の併用により行う場

合については、その組み合わせに応じ、前２号に規定する基準を考慮して定める時間の授業をもって

１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、論文指導、研究指導等の授業科目については、これらの学修の成果を評価し

て単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定める

ことができる。 

（考査及び単位認定） 
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第８条 各授業科目の単位修得の認定は、試験、研究報告等により、当該授業科目の担当教員が行う。 

２ 前項の試験は、各学期の終わりに行うほか、臨時に行うことができる。 

３ 前２項に定めるもののほか、学修の評価に関する事項は、高知県立大学大学院学修評価規程の定めると

ころによる。 

（他の大学院における科目の履修） 

第９条 本研究科において教育上有益と認めるときは、他の大学の大学院又は外国の大学の大学院（以下｢他

の大学院｣という。）との協議に基づき、当該他の大学院の授業科目を履修させることができる。 

２ 学生は、前項の規定に基づく授業科目の履修を希望するときは、研究科委員会の議を経て、その許可を

受けなければならない。 

３ 第１項の規定により学生が他の大学院において履修した授業科目について修得した単位は、本規程第15

条第1項及び第2項に規定する単位に充当することができる。 

（他の大学院等における研究指導） 

第１０条 本研究科において、教育上有益と認めるときは、他の大学院又は研究所等（外国の研究機関を含

む。）との協議に基づき、当該他の大学院又は研究所等において必要な研究指導を受けさせることができ

る。ただし、当該研究指導を受ける期間は、１年を超えないものとする。 

２ 学生は、前項の規定に基づく研究指導を希望するときは、研究科委員会の議を経て、その許可を受けな

ければならない。 

３ 第１項の規定により学生が受けた研究指導は、本規程第15条に規定する研究指導の一部とすることがで

きる。 

（留学） 

第１１条 本研究科の学生が大学院学則第１２条の規定に基づき外国の大学院へ留学する場合の取り扱いに

ついては、本規程第９条及び第１０条の規定を準用する。 

２ 前項における留学の期間は、１年を限度とする。 

（転学及び転研究科） 

第１２条 他の大学院への転学、又は他の大学院からの転学を志望する学生がある場合は、学長は、研究科

委員会の議を経て、これを許可することができる。 

２ 前項の規定により他の大学院からの転学を志望する者は、所属大学長又は研究科長の推薦状を付して、

学長に転学願を提出しなければならない。 

３ 本研究科の学生が他の研究科への転研究科を志望する場合又は他の研究科から本研究科への転研究科を

志望する学生がある場合は、学長は、研究科委員会の議を経て、これを許可することができる。 

４ 前項の規定により、転研究科を許可された学生が、転出元の研究科において修得した単位は、本規程第

１５条第１項から第２項までに規定する単位に充当することができる。 

５ 前項に規定するもののほか、転研究科に関して必要な事項は、別に定める。 

（入学前の既修得単位） 

第１３条 本研究科において教育上有益と認めるときは、学生が本研究科に入学する前に大学院において履

修した授業科目について修得した単位（大学院設置基準第15条に定める科目等履修生として修得した単位

を含む。）を本研究科において履修したものと認定し、本規程第１５条第１項及び第２項に規定する単位

に充当することができる。 

（他の大学院において修得した単位および入学前の既修得単位の認定） 

第１４条 本規程第９条及び第１３条の規定に基づき、入学前後を含めて、他の大学院において修得した単

位のうち、本研究科において履修したものと認定し、本規程第１５条第１項に規定する単位に充当するこ

とができる単位は合計１０単位を、第１５条第２項に規定する単位に充当することができる単位は合計４

単位を、それぞれ超えないものとする。ただし、高知県立大学大学院（以下｢本大学院｣という。）の他の

研究科において履修した単位数及び本研究科において入学前に修得した単位数は、この限りではない。 

２ 前項に基づく単位の認定は、研究科委員会において審議し、決定する。 

（課程修了の要件） 

第１５条 博士前期課程修了の要件は、本研究科に２年以上在学し、本規程の定めるところに従って３０単

位以上を修得し、かつ必要な研究指導を受けたうえ、修士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

２ 博士後期課程修了の要件は、本研究科に３年以上在学し、本規程の定めるところに従って１６単位以上

を修得し、かつ必要な研究指導を受けたうえ、博士論文の審査及び最終試験に合格することとする。 

３ 第１項の場合において、研究科の目的に応じ、研究科委員会において適当と認めるときは、特定の課題

についての研究成果の審査をもって修士論文審査に代えることができるものとする。 

４ 修士論文の審査及び博士論文の審査並びに最終試験は、本大学院学位規程の定めるところにより、学位

審査委員会がこれを行うものとする。 

５ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、優れた業績を上げたものと学長が認める者の在学期間に関して

は、本研究科博士前期課程及び博士後期課程に１年以上在学すれば足りるものとする。ただし、博士後期
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課程においては、博士前期課程を含め大学院の在学期間は通算して３年以上でなければならない。 

（科目等履修生、外国人留学生、研究生、特別聴講生及び特別研究学生の入学時期） 

第１６条 大学院学則第10章に定める科目等履修生、外国人留学生、研究生、特別聴講生及び特別研究学生

の入学の時期は、学期の始めとする。ただし、研究生及び特別研究学生については、特別の事情があると

きは、学長は、研究科委員会の議を経て、学期の中途においても入学を認めることができる。 

（教員組織） 

第１７条 博士前期課程及び博士後期課程の教員組織は、原則として、本研究科の基礎となる本学学部等の

専任教員をもって構成する。 

（研究科長） 

第１８条 本研究科に研究科長を置く。 

２ 研究科長の選出方法、任期等については別に定める。 

（研究科委員会） 

第１９条 大学院学則第３４条第１項の規定により、本研究科に研究科委員会を置く。 

２ 研究科委員会に関し必要な事項は、研究科委員会の議を経て、研究科長が別に定める。 

３ 研究科委員会に関する事務は、教育・学生支援部において処理する。 

（雑則） 

第２０条 この規程に定めるもののほか、研究科の運営に関して必要な事項は、研究科委員会の議を経て、

学長がこれを定める。 

附 則 

  この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年１０月２４日改正） 

  この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１０月２２日改正） 

  この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１月２８日改正） 

  この規程は、平成２６年４月１日から施行する。  

附 則（平成２７年３月２４日改正）  

  この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年２月１６日改正）  

  この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年２月22日改正）  

 （施行期日） 

 １ この規程は、平成30年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

 ２ 博士前期課程において、平成28年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、研究科

委員会の議を経て学長が別に定める。 

 ３ 博士後期課程において、平成29年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後

の別表3授業科目表にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

  この規程は、令和２年４月１日から施行する。  

附 則  

  この規程は、令和３年４月１日から施行する。  

附 則   

 （施行期日） 
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１ この規程は、令和４年４月１日から施行し、第７条の２並びに第８条第２項及び第３項については、平

成27年度以降の入学生に適用する。 

 （経過措置） 

２ 令和３年度以前に入学した者については、改正後の規程別表にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則   

 （施行期日） 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 令和４年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。  

３ この規程別表による授業科目の読替えについては、人間生活学研究科委員会の議を経て学長が決定する。 

附 則          

    (施行期日)  

１ この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

  (経過措置) 

２ 令和５年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。 

３ この規程別表による授業科目の読替えについては、人間生活学研究科委員会の議を経て学長が決定する。 

附 則   

   (施行期日)  

１ この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

   (経過措置) 

２ 令和６年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。 

附 則 （令和７年７月24日改正）  

  (施行期日) 

１ この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

  (経過措置) 

２ 令和７年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。 

３ この規程別表による授業科目の読替えについては、人間生活学研究科委員会の議を経て学長が決定する。 

附 則 （令和７年11月20日改正）  

１ この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

２ 令和７年度以前に入学した者に係る授業科目及び単位数については、改正後の規程別表にかかわらず、

なお従前の例による。 

  

別表１（第５条関係）人間生活学研究科博士前期課程授業科目表  

別表２（第５条関係）人間生活学研究科博士後期課程授業科目表  
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（令和８年４月１日施行）

別表1（人間生活学研究科規程第５条関係）

必修 選択
研究と倫理 1
教育学特論 1

心理学特論 1

ウェルビーイング　スタディ 1

ジェンダー論 1

臨床倫理 1

グローバルヘルス論 1

ケア論 1

看護マネジメント論 2

研究方法論Ⅰ 1

研究方法論Ⅱ 1 ※1

研究方法論Ⅲ 1

データ解析論 2

地域資源論 2

認知症ケア論 2

健康リハビリテーション論 2

福祉マネジメント論 2

食品生化学特論 2

食品製造学特論 2

調理科学特論 2

調理科学実践演習 2

栄養学特論 2

臨床栄養学特論 2

健康動態論 2

栄養疫学論 2

実践栄養学特論 2

栄養・生活統計論 2

環境生態論 2

災害栄養フード・アセスメント論 2

社会福祉原論 2

ソーシャルワーク論　　 2

社会保障論 2

福祉行財政論 2

地域福祉論 2

地域福祉政策論 2

国際福祉論 2

多文化福祉論 2

介護福祉論 2

高齢者福祉論 2

障害者福祉論 2

精神保健福祉論 2

児童支援福祉論 2
家族支援福祉論 2
労働経済学特論 1

法学特論 2

観光文化資源論Ⅰ 1

観光文化資源論Ⅱ 2

日本文化論Ⅰ 1

日本文化論Ⅱ 2

日本語文化論 2

文学Ⅰ 1

文学Ⅱ 2

英語文化論Ⅰ 1

英語文化論Ⅱ 2

英語文化論Ⅲ 2

英語言語文化論特論 2

国際日本学 2

ウェルビーイング総論 1

社会的処方論 1

リンクワーカー論 1

人間生活学情報リテラシー 1

デジタルデータ処理演習 1

共生社会と支援論 1

人間の身体と栄養 1

自然資源と栄養 1

ライフパフォーマンスアセスメント論 1

ウェルビーイング政策論 1

地域防災論 1

アートマネジメント論 1

言語芸術論 1

言語コミュニケーション論 1

住居・まちづくり論 1

栄養・生活学課題研究演習 6

社会福祉学課題研究演習 6

文化学課題研究演習 6

プロジェクト研究演習 6

○人間生活学研究科博士前期課程修了要件

･ 30単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえ、修士論文の審査及び最終試験に合格すること。

･  共通科目６単位以上、研究指導科目６単位を修得すること。

備考

１
域の１科目以上を履修し、２単位以上を修得すること。

２ ※１のうち、ウェルビーイング学領域の学生については、２科目以上を履修し、２単位以上を修得すること。

３ ※２のうち、栄養・生活学領域、社会福祉学領域及び文化学領域の学生については、所属する領域の１科目６単位

を修得すること。

４ ※２のうち、ウェルビーイング学領域の学生については、プロジェクト研究演習の１科目６単位を修得すること。

共
通
科
目

大学院共通科目

専攻共通科目

人間生活学研究科　人間生活学専攻　博士前期課程　授業科目表　

区分 授業科目
単位

備考

栄養・生活学

社
会
福
祉
学
領
域
科
目

福祉専門基礎分野

地域社会・多文化分野

高齢分野

障害分野

研究指導科目 　※2　

※１のうち、栄養・生活学領域、社会福祉学領域及び文化学領域の学生については、所属する領域の１科目と他領

児童・家庭分野

文
化
学
領
域
科
目

地域文化

日本文化

英語文化

ウ
ェ
ル
ビ
ー
イ
ン
グ
学
領
域
科
目

ウェルビーイング基礎

情報・データ科学

ウェルビーイング応用

専
門
科
目

栄
養
・
生
活
学
領
域
科
目

食物科学

人間栄養学
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人間生活学研究科博士前期課程の読替え 

 

令和７年度以前に入学した者の授業科目の読替えについて、以下のとおりとする。 

（１）別表第２欄の科目を履修したことをもって、第１欄の科目を履修したものとする。 

（２）別表第１欄の科目の単位を既に修得している場合は、第２欄の科目を履修しても単位

は認定されない。 

 

別表 

第１欄 第２欄 

旧授業科目 単位数 新授業科目 単位数 

教育心理学特論 １ 心理学特論 １ 

食物科学実践演習 ２ 調理科学実践演習 ２ 

地域文化論Ⅱ  ２ 法学特論 ２ 

観光文化論Ⅰ １ 観光文化資源論Ⅰ １ 

観光文化論Ⅱ ２ 観光文化資源論Ⅱ ２ 

英語言語文化論特論Ⅰ ２ 英語言語文化論特論 ２ 

 

備考 

 令和７年度以前に入学した者が、読替え規程を定めていない新授業科目を履修して単位

を修得した場合は、修了要件外科目として単位認定する。 
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（令和８年４月１日施行）

別表2（人間生活学研究科規程第５条関係）

必修 選択

研究デザイン 2

研究倫理 2

人間栄養学 4

臨床病態栄養学 4

食品機能学 4

人間健康科学特論 4

環境生態学 4

ソーシャルワーク原理学 4

地域ソーシャルワーク学 4

児童・家族福祉学 4

障害者福祉学 4

介護福祉学 4

国際福祉政策学 4

地域文化学Ⅰ 4

地域文化学Ⅱ 4

言語文化学Ⅰ 4

言語文化学Ⅱ 4

栄養・生活学特別研究Ⅰ 2

栄養・生活学特別研究Ⅱ 2

栄養・生活学特別研究Ⅲ 4

社会福祉学特別研究Ⅰ 2

社会福祉学特別研究Ⅱ 2

社会福祉学特別研究Ⅲ 4

文化学特別研究Ⅰ 2

文化学特別研究Ⅱ 2

文化学特別研究Ⅲ 4

○人間生活学研究科博士後期課程修了要件

研究指導科目

　16単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けたうえ、博士論文の審査及び最終試験に合格する
こと。16単位以上の内訳は、専攻共通科目及び専門科目から８単位以上、研究指導科目から８単位（所
属する領域の単位を修得すること。）とする。

人間生活学研究科　人間生活学専攻　博士後期課程　授業科目表

区分 授業科目
単位

専攻共通科目

専
門
科
目

栄養・生活学領域科目

社会福祉学領域科目

文化学領域科目
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（２）高知県立大学大学院人間生活学研究科修士学位審査及び授与に関する細則 

 
（趣旨） 

第１条 この細則は、高知県立大学大学院学位規程（以下、「大学院学位規程」という。）第７条第８項の

規定に基づき、高知県立大学大学院人間生活学研究科（以下「本研究科」という。）における修士学位の

審査及び授与に関し必要な事項を定める。 

２ この細則は、大学院学位規程第５条第１項に該当する者を対象とする。 

（主研究指導教員） 

第２条 学生は、修士論文の作成に必要な研究指導を受けるために、指導教員申請書（別紙様式１－１）を

人間生活学研究科長（以下「研究科長」という。）に提出しなければならない。 

２ 研究科長は、前項の申請を受けたときは、高知県立大学大学院人間生活学研究科委員会（以下「研究科

委員会」という。）の議を経て、当該学生の主研究指導教員を決定する。 

３ 学生は、研究課題の変更等により、主研究指導教員の変更を希望する場合は、指導教員変更申請書（別

紙様式１－２）を研究科長に提出するものとする。 

４ 変更申請書の提出があったときは、研究科委員会の議を経て研究科長が許可することができる。 

５ 前項により変更を許可したときは、指導教員変更許可書（別紙様式１－３）を交付する。 

（修士論文指導委員会） 

第３条 主研究指導教員は、修士論文指導委員会を設置するために、指導委員会設置申請書（別紙様式２－

１）を研究科長に提出しなければならない。 

２ 研究科長は、前項の申請を受けたときは、研究科委員会の議を経て、修士論文指導教員を決定し、修士

論文指導委員会（以下「指導委員会」という。）を設置する。 

３ 指導委員会は、本研究科の専任教員のうちから、主研究指導教員１名及び副研究指導教員２名以上をも

って組織する。 

４ 研究課題の変更等により、指導委員会委員の変更を希望する場合は、主研究指導教員は、指導委員会変

更申請書（別紙様式２－２）を研究科長に提出するものとする。 

５ 変更申請書の提出があったときは、研究科委員会の議を経て、研究科長が許可することができる。 

（研究計画書の提出） 

第４条 修士の学位に関わる研究を行おうとする者は、主研究指導教員の承認を得て、次に掲げる書類を研

究科長に提出し、研究計画の審査を受けなければならない。 

（１）研究計画審査申請書（別紙様式３）          

（２）研究計画書                     

２ 前項に定める書類の提出期限及び提出方法は掲示又は書面をもって通知する。 

３ やむを得ない事情のために、前項によって通知した提出期限までに研究計画書を提出できない場合には、

延期願（別紙様式４－１）を研究科長に提出し、その許可を受けなければならない。許可された期間を経

過してなお延期する必要がある場合には、あらためて延期願を提出して許可を受けなければならない。 

４ いったん受理した研究計画書は、返付しない。 

５ 審査のため必要があるときは、研究科長が当該研究計画書の関係資料等の提出を求めることがある。 

（研究計画書の様式・体裁） 

第５条 研究計画書の体裁は次のとおりとする。 

（１）研究計画書は、Ａ４判、縦長、横書き又はＡ４判、横長、縦書きとする。 

（２）研究計画書の体裁は、別紙様式５－１、別紙様式５－２又は別紙様式５－３のとおりとする。 

（研究計画の審査） 

第６条 本細則第４条の規定に基づいて提出された研究計画は、研究科委員会の付託を受けて指導委員会が

審査する。 

２ 研究計画の審査の日程等については、掲示又は書面をもって通知する。 

３ 研究計画の審査については、審査基準を別に定める。 

４ 指導委員会は、研究計画の審査を終了したときは、修士論文研究計画審査結果報告書（別紙様式６）を

速やかに研究科長に提出しなければならない。 

（研究倫理の審査） 

第７条 前条の規定により研究計画の審査に合格した者のうち、高知県立大学研究倫理審査委員会規程第３

条第２項に定める審査の対象となる研究を行おうとする者は、研究を開始する前に高知県立大学研究倫理

審査委員会による審査において、研究の倫理に関する事項等について承認を得なければならない。 

（中間報告会及び合同指導会） 

第８条 修士論文の審査を受けようとする者は、研究の進行状況に関して、所定の年度の中間報告会におい

て報告しなければならない。 
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２ 中間報告会の開催日程等については、掲示又は書面をもって通知する。 

３ やむを得ない事情のために、前項によって通知した日程で中間報告を行えない場合には、延期願（別紙

様式４－２）を研究科長に提出し、その許可を受けなければならない。許可された期間を経過してなお延

期する必要がある場合には、あらためて延期願を提出して許可を受けなければならない。 

４ 中間報告会で報告しようとする者は、所定の期日までに中間報告要旨（別紙様式７－１、別紙様式７－

２又は別紙様式７－３）を提出しなければならない。要旨の体裁は、２頁とする。 

５ 主研究指導教員は、中間報告会が終了したときは、修士論文中間報告会評価書（別紙様式８）を速やか

に研究科長に提出しなければならない。 

６ 修士論文の審査を受けようとする者は、研究の進行状況に関して、主研究指導教員及び副研究指導教員

が出席する合同指導会において報告し、指導を受けなければならない。 

７ 合同指導会については、研究科委員会が別に定める内容・方法等によって実施する。 

８ 主研究指導教員は、合同指導会が終了したときは、修士論文合同指導会評価書（別紙様式９）を速やか

に研究科長に提出しなければならない。 

（論文の提出） 

第９条 修士論文の審査を受けようとする者は、主研究指導教員の承認を得て、次に掲げる書類を研究科長

に提出しなければならない。 

（１）修士論文審査申請書（別紙様式１０）         

（２）修士論文                      

（３）修士論文要旨（別紙様式７－１、別紙様式７－２又は別紙様式７－３）    

（４）剽窃等チェック確認書（別紙様式１４）         

２ 前項の書類を提出する者は、あらかじめ本研究科が定めた方法で、修士論文の剽窃チェックを受けたも

のを提出しなければならない。 

３ 第１項に定める書類の提出期限及び提出方法は、掲示又は書面をもって通知する。 

４ いったん受理した修士論文は、返付しない。 

５ 審査のため必要があるときは、研究科長が当該論文の関係資料等の提出を求めることがある。 

（論文の様式・体裁） 

第１０条 修士論文の体裁は次のとおりとする。 

（１）修士論文は、Ａ４判、縦長、横書き又はＡ４判、横長、縦書きとする。 

（２）修士論文の体裁は、別紙様式１１－１、別紙様式１１－２又は別紙様式１１－３のとおりとする。 

（３）修士論文要旨は、別紙様式７－１、別紙様式７－２又は別紙様式７－３のとおりとし、体裁は、いず

れも４頁とする。 

（４）審査に合格した修士論文は、教育・学生支援部へ提出するものとする。 

（論文発表会） 

第１１条 提出された修士論文は、当該年度の修士論文発表会において報告するものとする。 

２ 修士論文発表会の開催日程等については、掲示又は書面をもって通知する。 

（論文審査及び最終試験） 

第１２条 本細則第９条及び第１０条の規定に基づき提出された修士論文は、研究科委員会の付託を受けて、

修士学位審査委員会（以下「学位審査委員会」という。）が審査する。 

２ 主研究指導教員は、学位審査委員会を設置するために、修士学位審査委員会設置申請書（別紙様式１２）

を研究科長に提出しなければならない。 

３ 研究科長は、前項の申請を受けたときは、研究科委員会の議を経て、学位審査委員会を設置する。 

４ 学位審査委員会の委員は、主査１名（主研究指導教員）及び副査２名以上４名以内とし、原則として、

本研究科の専任教員とする。ただし、研究科委員会が必要と認めたときには、本研究科の専任教員以外の

教員を委員とすることができる。 

５ 研究科委員会は、修士論文の審査及び最終試験にあたって必要があるときは、他の大学院、研究所等の

教員等を学位審査委員会の委員に加えることができる。 

６ 修士論文の審査については、審査基準を別に定める。 

（審査結果の報告） 

第１３条 学位審査委員会は、前条の規定に基づき行われた修士論文の審査及び最終試験を終了したときは、

修士論文審査及び最終試験審査結果報告書（別紙様式１３）を速やかに研究科長に提出しなければならな

い。 

（学位授与の決定） 

第１４条 研究科委員会は、前条の規定による報告に基づき修士（生活科学、社会福祉学又は学術）の学位

授与の可否について審議し、学長が決定する。 
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附 則 

  この内規は、平成23年4月1日から施行する。 

附 則（平成27年3月24日改正） 

  この内規は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則 

  この細則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則   

  この細則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則   

  この細則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則   

  この細則は、令和５年12月21日から施行する。 

附 則   

  この細則は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則   

  この細則は、令和６年12月19日から施行する。 

附 則   

  この細則は、令和８年４月１日から施行する。 

  

  

 別紙様式１－１  指導教員申請書 

 別紙様式１－２  指導教員変更申請書 

 別紙様式１－３  指導教員変更許可書 

 別紙様式２－１  指導委員会設置申請書 

 別紙様式２－２  指導委員会変更申請書  

 別紙様式３    研究計画審査申請書 

 別紙様式４－１  延期願（研究計画書提出） 

 別紙様式４－２  延期願（中間報告会） 

 別紙様式５－１  研究計画書の体裁 

 別紙様式５－２  研究計画書の体裁（縦書き） 

 別紙様式５－３  研究計画書の体裁（英語論文） 

 別紙様式６    修士論文研究計画審査結果報告書 

 別紙様式７－１  修士論文要旨・中間報告要旨 

 別紙様式７－２  修士論文要旨・中間報告要旨（縦書き） 

 別紙様式７－３  修士論文要旨・中間報告要旨（英語論文） 

 別紙様式８    修士論文中間報告会評価書 

 別紙様式９    修士論文合同指導会評価書 

 別紙様式１０   修士論文審査申請書 

 別紙様式１１－１ 修士論文の体裁 

 別紙様式１１－２ 修士論文の体裁（縦書き） 

 別紙様式１１－３ 修士論文の体裁（英語論文） 

 別紙様式１２   修士学位審査委員会設置申請書 

 別紙様式１３   修士論文審査及び最終試験審査結果報告書 

 別紙様式１４   剽窃等チェック確認書 
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（３）高知県立大学大学院人間生活学研究科博士学位審査及び授与に関する細則 

 
（趣旨） 

第１条 この細則は、高知県立大学大学院学位規程（以下「大学院学位規程」という。）第８条から第１１

条までの規定に基づき、高知県立大学大学院人間生活学研究科（以下「本研究科」という。）における博

士学位の審査及び授与に関し必要な事項を定める。 

２ この細則は、大学院学位規程第５条第１項及び第２項に該当する者を対象とする。 

（主研究指導教員） 

第２条 学生は、博士論文の作成に必要な研究指導を受けるために、指導教員申請書（別紙様式１－１）を

人間生活学研究科長（以下「研究科長」という。）に提出しなければならない。 

２ 研究科長は、前項の申請を受けたときは、高知県立大学大学院人間生活学研究科委員会（以下「研究科

委員会」という。）の議を経て、当該学生の主研究指導教員を決定する。 

３ 学生は、研究課題の変更等により、主研究指導教員の変更を希望する場合は、指導教員変更申請書（別

紙様式１－２）を研究科長に提出するものとする。 

４ 変更申請書の提出があったときは、研究科委員会の議を経て研究科長が許可することができる。 

５ 前項により変更を許可したときは、指導教員変更許可書（別紙様式１－３）を交付する。 

（博士論文指導委員会） 

第３条 主研究指導教員は、博士論文指導委員会を設置するために、指導委員会設置申請書（別紙様式２－

１）を研究科長に提出しなければならない。 

２ 研究科長は、前項の申請を受けたときは、研究科委員会の議を経て、博士論文指導教員を決定し、博士

論文指導委員会（以下「指導委員会」という。）を設置する。 

３ 指導委員会は、本研究科の専任教員のうちから、主研究指導教員１名及び副研究指導教員２名以上をも

って組織し、副研究指導教員のうち１名は当該学生が選択した研究領域以外の本研究科の専任教員とする。

ただし、本研究科委員会が必要と認めたときには、本研究科の専任教員以外の者を委員として追加するこ

とができる。 

４ 研究科委員会は、博士論文の指導にあたって必要があるときは、他の研究科、他の大学院、研究所等の

教員等を指導委員会に加えることができる。 

５ 研究課題の変更等により、指導委員会委員の変更を希望する場合は、主研究指導教員は指導委員会変更

申請書（別紙様式２－２）を研究科長に提出するものとする。 

６ 変更申請書の提出があったときは、研究科委員会の議を経て、研究科長が許可することができる。 

（研究計画書の提出） 

第４条 博士の学位に関わる研究を行おうとする者は、主研究指導教員の承認を得て、次に掲げる書類を研

究科長に提出し、研究計画の審査を受けなければならない。 

（１）研究計画審査申請書（別紙様式３）  

（２）研究計画書             

２ 前項に定める書類の提出期限及び提出方法は、掲示又は書面をもって通知する。 

３ やむを得ない事情のために、前項によって通知した提出期限までに研究計画書を提出できない場合には、

延期願（別紙様式４－１）を研究科長に提出し、その許可を受けなければならない。許可された期間を経

過してなお延期する必要がある場合には、あらためて延期願を提出して許可を受けなければならない。 

４ いったん受理した研究計画書は、返付しない。 

５ 審査のため必要があるときは、研究科長が当該研究計画書の関係資料等の提出を求めることがある。 

（研究計画書の様式・体裁） 

第５条 研究計画書の体裁は次のとおりとする。 

（１）研究計画書は、Ａ４判、縦長、横書きとする。 

（２）研究計画書の体裁は、別紙様式５－１又は別紙様式５－２のとおりとする。 

（研究計画の審査）  

第６条 本細則第４条の規定に基づいて提出された研究計画は、研究科委員会の付託を受けて指導委員会が

審査する。 

２ 研究計画の審査の日程等については、掲示又は書面をもって通知する。 

３ 研究計画の審査については、審査基準を別に定める。 

４ 指導委員会は、研究計画の審査を終了したときは、博士論文研究計画審査結果報告書（別紙様式６）を

速やかに研究科長に提出しなければならない。 

（研究倫理の審査） 

第７条 前条の規定により研究計画の審査に合格した者のうち、高知県立大学研究倫理審査委員会規程第３

条第２項に定める審査の対象となる研究を行おうとする者は、研究を開始する前に高知県立大学研究倫理
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審査委員会による審査において、研究の倫理に関する事項等について承認を得なければならない。 

（中間報告会） 

第８条 本細則第６条及び第７条の要件を満たし、博士の学位に関わる研究を開始した者は、研究の進行状

況に関して、所定の年度の中間報告会において報告しなければならない。 

２ 中間報告会の開催日程等については、掲示又は書面をもって通知する。 

３ やむを得ない事情のために、前項によって通知した日程で中間報告を行えない場合には、延期願（別紙

様式４－２）を研究科長に提出し、その許可を受けなければならない。許可された期間を経過してなお延

期する必要がある場合には、あらためて延期願を提出して許可を受けなければならない。 

４ 指導委員会は、中間報告会を開催したときは、博士論文中間報告会結果報告書（別紙様式７）を速やか

に研究科長に提出しなければならない。 

（論文第一次審査のための論文提出） 

第９条 博士論文の第一次審査を受けようとする者は、主研究指導教員の承認を得て、次に掲げる書類を研

究科長に提出しなければならない。 

（１）博士論文第一次審査申請書（別紙様式８）      

（２）第一次審査博士論文                   

（３）第一次審査博士論文要旨（別紙様式９）         

（４）参考論文【※】 

（５）参考論文が未出版の場合には、これを印刷公表することを予約した掲載承諾書又は出版契約書 

（６）参考論文が共著の場合には、共著者の承諾書（承諾書が提出できない場合には、その理由書） 

【※】参考論文とは、審査を経て学会誌等に発表した「学位論文の基礎となった、あるいは、関連したテー

マに関する公表論文」を言う。 

（７）剽窃等チェック確認書（別紙様式１０） 

２ 前項の書類を提出する者は、あらかじめ本研究科が定めた方法で、第一次審査博士論文の剽窃チェック

を受けたものを提出しなければならない。 

３ 本条第１項に定める書類の提出期限及び提出方法は、掲示又は書面をもって通知する。 

４ いったん受理した博士論文は、返付しない。 

５ 審査のため必要があるときは、研究科長が当該論文の関係資料等の提出を求めることがある。 

６ 大学院学位規程第５条第２項に該当する者は、本条第１項に掲げる書類のほかに高知県公立大学法人高

知県立大学授業料等に関する規程に定められた学位論文審査手数料を添えて、研究科長に提出しなければ

ならない。 

（論文第一次審査） 

第１０条 前条の規定に基づいて提出された第一次審査博士論文は、研究科委員会の付託を受けて、博士論

文審査委員会（以下「論文審査委員会」という。）が審査する。 

２ 研究科長は、研究科委員会の議を経て、論文審査委員会を設置する。 

３ 論文審査委員会の委員は、主査１名（主研究指導教員）及び副査２名以上４名以内（副研究指導教員２

名以上を含む。）とし、原則として、本研究科の専任教員とする。ただし、研究科委員会が必要と認めた

ときには、本研究科の専任教員以外の教員を委員とすることができる。 

４ 研究科委員会は、第一次審査博士論文の審査にあたって必要があるときは、他の研究科、他の大学院、

研究所等の教員等を論文審査委員会の委員に加えることができる。 

５ 第一次審査博士論文の審査については、審査基準を別に定める。 

６ 論文審査委員会は、第一次審査博士論文の審査を終了したときは、博士論文第一次審査結果報告書（別

紙様式１１）を速やかに研究科長に提出しなければならない。 

（論文審査のための論文の提出） 

第１１条 博士論文の審査を受けようとする者は、主研究指導教員の承認を得て、次に掲げる書類を研究科

長に提出しなければならない。 

（１）博士論文 審査申請書（別紙様式１２）  

（２）博士論文              

（３）博士論文要旨（日本語要旨 1200字程度）（別紙様式１３－１） 

           （英語要旨 600語程）（別紙様式１３－２）  

（４）第一次審査に提出した参考論文及びそれに関係する書類     

（５）剽窃等チェック確認書（別紙様式１０） 

２ 前項の書類を提出する者は、あらかじめ本研究科が定めた方法で、博士論文の剽窃チェックを受けたも

のを提出しなければならない。 

３ 本条第１項に定める博士論文の体裁は次のとおりとする。 

（１）博士論文は、Ａ４判、縦長、横書きとする。 

（２）博士論文の体裁は、別紙様式１４－１又は別紙様式１４－２のとおりとする。 
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（３）博士論文要旨は、日本語要旨1200字程度、英語要旨600語程度で要約の上、記入するものとする。 

４ 本条第１項に定める書類の提出期限及び提出方法は、掲示又は書面をもって通知する。 

５ いったん受理した博士論文は、返付しない。 

６ 審査のため必要があるときは、研究科長が当該論文の関係資料等の提出を求めることがある。 

（公聴会） 

第１２条 提出された博士論文は、博士論文の審査に先立って、公聴会においてその論文の発表を行うもの

とする。 

２ 公聴会の開催日程等については、掲示又は書面をもって通知する。 

（論文審査及び最終試験） 

第１３条 本細則第１１条の規定に基づき提出された博士論文は、研究科委員会の付託を受けて、博士学位

審査委員会（以下「学位審査委員会」という。）が審査する。 

２ 主研究指導教員は、学位審査委員会を設置するために、博士学位審査委員会設置申請書（別紙様式１５）

を研究科長に提出しなければならない。 

３ 研究科長は、前項の申請を受けたときは、研究科委員会の議を経て、学位審査委員会を設置する。 

４ 学位審査委員会の委員は、主査１名（主研究指導教員）及び副査２名以上４名以内とし、原則として、

本研究科の専任教員とする。ただし、研究科委員会が必要と認めたときには、本研究科の専任教員以外の

教員を委員とすることができる。 

５ 研究科委員会は、博士論文の審査及び最終試験にあたって必要があるときは、他の研究科、他の大学院、

研究所等の教員等を学位審査委員会の委員に加えることができる。 

６ 学位審査委員会は、博士論文の審査及び最終試験を実施する。なお、博士論文の審査にあたっては、前

条の規定に基づき行った公聴会の内容を参考にするものとする。 

７ 博士論文の審査については、審査基準を別に定める。 

８ 学位審査委員会は、前項の規定に基づき行われた博士論文の審査及び最終試験を終了したときは、博士

論文審査結果報告書及び最終試験審査結果報告書（別紙様式１６及び別紙様式１７）を速やかに研究科長

に提出しなければならない。 

（学位授与の決定） 

第１４条 研究科委員会は、前条第８項の規定による報告に基づき博士（生活科学、社会福祉学又は学術）

の学位授与の可否について審議し、学長が決定する。 

（論文の提出） 

第１５条 前条により学位授与が決定した博士論文は、教育・学生支援部へ提出するものとする。   

２ 前項に定める博士論文の体裁は次のとおりとする。 

（１）博士論文は、Ａ４判、縦長、横書きとする。 

（２）博士論文の体裁は、別紙様式１４－１又は別紙様式１４－２のとおりとする。 

（３）博士論文要旨は、日本語要旨1200字程度、英語要旨600語程度で要約の上、記入するものとする。 

３ 本条第１項に定める博士論文の提出期限及び提出方法は、掲示又は書面をもって通知する。 

４ 提出された博士論文は、返付しない。 

附 則 

 この内規は、平成２６年４月１日から施行する。  

附 則（平成２７年１月２７日改正） 

 この内規は、平成２７年４月１日から施行する。 

 ただし、平成２７年３月３１日以前に退学した者は、改正後の第９条第５項の規定にかかわらず、なお、

従前の例による。  

附 則（平成２７年３月２４日改正） 

 この内規は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則（平成２７年１２月１７日改正） 

 この内規は、平成２８年１月１日から施行する。  

附 則（平成２８年３月１８日改正） 

 この内規は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 
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 この内規は、平成２８年１１月２日から施行する。  

附 則 

 この内規は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この細則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和６年12月19日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和８年４月１日から施行する。 

  

 別紙様式１－１  指導教員申請書 

 別紙様式１－２  指導教員変更申請書 

 別紙様式１－３  指導教員変更許可書 

 別紙様式２－１  指導委員会設置申請書 

 別紙様式２－２  指導委員会変更申請書 

 別紙様式３    研究計画審査申請書 

 別紙様式４－１  延期願（研究計画書提出） 

 別紙様式４－２  延期願（中間報告会） 

 別紙様式５－１  研究計画書の体裁 

 別紙様式５－２  研究計画書の体裁（英語論文） 

 別紙様式６    博士論文研究計画審査結果報告書 

 別紙様式７    博士論文中間報告会結果報告書 

 別紙様式８    博士論文第一次審査申請書 

 別紙様式９    第一次審査博士論文要旨 

 別紙様式１０   剽窃等チェック確認書 

 別紙様式１１   博士論文第一次審査結果報告書 

 別紙様式１２   博士論文審査申請書 

 別紙様式１３－１ 博士論文要旨 

 別紙様式１３－２ 博士論文要旨（英文） 

 別紙様式１４－１ 博士論文の体裁 

 別紙様式１４－２ 博士論文の体裁（英語論文） 

 別紙様式１５   博士学位審査委員会設置申請書 

 別紙様式１６   博士論文審査結果報告書 

 別紙様式１７   最終試験審査結果報告書 
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 この内規は、平成２８年１１月２日から施行する。  

附 則 

 この内規は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この細則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和６年12月19日から施行する。 

附 則   

 この細則は、令和８年４月１日から施行する。 

  

 別紙様式１－１  指導教員申請書 

 別紙様式１－２  指導教員変更申請書 

 別紙様式１－３  指導教員変更許可書 

 別紙様式２－１  指導委員会設置申請書 

 別紙様式２－２  指導委員会変更申請書 

 別紙様式３    研究計画審査申請書 

 別紙様式４－１  延期願（研究計画書提出） 

 別紙様式４－２  延期願（中間報告会） 

 別紙様式５－１  研究計画書の体裁 

 別紙様式５－２  研究計画書の体裁（英語論文） 

 別紙様式６    博士論文研究計画審査結果報告書 

 別紙様式７    博士論文中間報告会結果報告書 

 別紙様式８    博士論文第一次審査申請書 

 別紙様式９    第一次審査博士論文要旨 

 別紙様式１０   剽窃等チェック確認書 

 別紙様式１１   博士論文第一次審査結果報告書 

 別紙様式１２   博士論文審査申請書 

 別紙様式１３－１ 博士論文要旨 

 別紙様式１３－２ 博士論文要旨（英文） 

 別紙様式１４－１ 博士論文の体裁 

 別紙様式１４－２ 博士論文の体裁（英語論文） 

 別紙様式１５   博士学位審査委員会設置申請書 

 別紙様式１６   博士論文審査結果報告書 

 別紙様式１７   最終試験審査結果報告書 
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８ 学位審査に関する審査基準 

高知県立大学大学院看護学研究科及び人間生活学研究科の学位審査に関する審査基準は、以下のとおりと

する。（高知県立大学大学院看護学研究科博士前期課程学位審査及び授与に関する細則第６条及び第 12 条・

高知県立大学大学院看護学研究科博士後期課程学位審査及び授与に関する細則第６条、第 10 条及び第 13 条・

高知県立大学大学院人間生活学研究科修士学位審査及び授与に関する細則第６条及び第 12 条・高知県立大学

大学院人間生活学研究科博士学位審査及び授与に関する細則第６条、第 10 条及び第 13 条 関係） 

 

看護学研究科 博士前期課程 

＜研究計画審査基準＞ 

１．修士論文研究計画書に必要な事項が述べられていること。 

２．看護学に対して、当該研究の意義が明確であること。 

３．研究の目的や目標が明確であること。 

４．研究に必要な文献検討がされていること。 

５．研究方法が適切であること。 

６．研究の方法と対象に関して、倫理的配慮がされていること。 

 

＜修士論文審査基準＞ 

１．研究に必要な文献検討を行った上で、研究テーマが設定されている。 

２．看護学における、研究の意義が明確に示されている。 

３．研究目的を明らかにするための研究方法が適切に示されている。 

４．研究結果に基づき、論文全体として論理性・一貫性のある論旨が展開されている。 

５．研究全過程において倫理的配慮が十分なされている。 

６．研究成果の発展性が示されている。 

 

＜特定の課題についての研究成果審査基準＞ 

１．先行研究および看護実践への適応について必要な文献検討を行った上で、課題が設定されている。 

２．看護実践における意義が明確に示されている。 

３．研究目的を明らかにし、適切な方法を用いて研究が実施されている。 

４．論文全体として論理性・一貫性のある論旨が展開されている。 

５．研究全過程において倫理的配慮が十分なされている。 

６．研究成果が高度な看護実践の発展に寄与する。 

 

 

看護学研究科 博士後期課程 

＜研究計画審査基準＞ 

１．研究テーマが妥当で重要性があること。 

２．問題意識が明確であること。 

３．研究目的や目標が明確で適切であること。 

４．看護学に対して、当該研究の意義・貢献が明確であること。 
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５．国内外および関連ある他の学問領域の文献により研究テーマに関する概念や知識が十分に検討され、

研究との関連性や重要性が明示されていること。 

６．研究方法が適切かつ妥当性があり、データ収集方法、データ分析方法などが明示されていること 

７．研究全過程において倫理的配慮が十分されていること。 

 

＜博士論文審査基準＞ 
１．国内外及び関連ある他の学問領域の文献により、研究テーマに関する概念や知識が十分に精査、検討

され、研究との関連性や重要性が明示されている。 

２．看護学における研究の意義・貢献が明確に示されている。 

３．研究目的を明らかにするための適切で妥当な研究方法が示されている。 

４．研究結果に基づき、論文全体として、論理性・一貫性・明確性のある論旨が展開されている。 

５．研究全過程において倫理的配慮が十分なされている。 

６．研究成果の独創性・新規性・発展性が示されている。 

 

人間生活学研究科 博士前期課程 

＜研究計画審査基準＞ 

１．専攻領域における研究の意義が明確に示されていること。 

２．研究の目的が明確であること。 

３．研究に必要な文献検討がされていること。 

４．研究方法が適切であること。 

５．研究の実施に際して、倫理的配慮がなされていること。 

 

＜修士論文審査基準＞ 

１．研究に必要な文献検討を行った上で、研究テーマが設定されている。 

２．専攻領域における研究の意義が明確に示されている。 

３．研究目的が明確であり、研究目的を達成するための研究方法が適切に示されている。 

４．研究結果に基づき、論文全体として論理性・一貫性のある論旨が展開されている。 

５．研究の実施に際して十分な倫理的配慮がなされている。 

６．研究成果に発展性がある。 

 

＜特定の課題についての研究成果審査基準＞ 

１．人間生活学の適用について必要な検討を行った上で、テーマが設定されている。  

２．人間生活学における意義が明確に示されている。  

３．研究目的を明らかにし、適切な方法を用いて実施されている。  

４．研究の遂行において倫理的配慮が十分なされている。 

５．論理性・一貫性のある論旨が展開されている。 

６．研究成果が人間生活学の発展に寄与する。 
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人間生活学研究科 博士後期課程 

＜研究計画審査基準＞ 

１．国内外および関連ある他の学問領域の文献により、研究テーマに関する概念や知識が検討され、研究

との関連性や重要性が明示されていること。 

２．研究の目的が明確であり、専攻領域における研究の意義・貢献が示されていること。 

３．研究方法が適切かつ妥当であること。 

４．研究の実施に際して、倫理的配慮がなされていること。 

 

＜博士論文審査基準＞ 

１．国内外及び関連ある他の学問領域の文献により、研究テーマに関する概念や知識が十分に精査、検討

され、研究との関連性や重要性が明示されている。 

２．専攻領域における研究の意義・貢献が明確に示されている。 

３．研究目的が明確であり、研究目的を達成するための適切で妥当な研究方法が示されている。 

４．研究結果に基づき、論文全体として、論理性・一貫性・明確性のある論旨が展開されている。 

５．研究全過程において倫理的配慮が十分なされている。 

６．研究成果に独創性・新規性・発展性がある。 
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９ 高知県立大学大学院学修評価規程 
 

（趣旨） 

第１条 この規程は、高知県立大学大学院看護学研究科規程第８条第３項及び高知県立大学大学院人間生活

学研究科規程第８条第３項に定める学修の評価に関して必要な事項を定める。 

（学修評価の方法） 

第２条 学修の評価は、試験、研究報告等により、判定した成績により行うものとする。 

（学修評価を受ける資格） 

第３条 学修の評価を受ける資格は、当該科目につき実施授業時間数の３分の２以上の出席をもって与えら

れる。 

（成績の表記） 

第４条 成績は、100点を満点とした得点で表記する。 

２ 成績を得点によらないで表記する場合は、秀（90点以上）、優（80点以上90点未満）、良（70点以上80

点未満）、可（60点以上70点未満）、不可（60点未満）とする。 

３ 前２項によらず、各研究科が認めた授業科目の成績表記は、合格又は不合格とすることができる。 

（単位修得の認定） 

第５条 成績表記が60点以上（可以上）又は合格の場合に所定の単位を与える。ただし、高知県立大学学則

第17条第１項各号のいずれかに該当する学生の授業料未納期間の単位の認定は、留保する。 

  

附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行し、平成27年度以降の入学生に適用する。 
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10 高知県立大学大学院研究科委員会規程 
 

（趣旨） 

第１条 この規程は、高知県立大学大学院学則第３４条第２項にもとづき、研究科の組織及び運営に関して

必要な事項を定めるものする。 

（組織） 

第２条 大学院の各研究科に研究科委員会を置く。 

２ 研究科委員会は、次の各号に掲げる構成員をもって組織する。 

（１）博士後期課程及び博士課程の専任教授 

（２）各研究科の研究科長(以下｢研究科長｣という)が推薦し、学長が必要と認めて指名する者 

（審議事項） 

第３条 研究科委員会は、以下の各号に定める事項について審議する。 

（１）研究科の学生の研究指導、学位授与、学修等に関する事項 

（２）研究科の教育の内容・方法等、教育のあり方に関する事項 

（３）研究科の学生の入学等、学生の身分に関する事項 

（４）研究科の学生の教育・生活等への支援に関する事項 

（５）研究科における研究及び地域貢献等に関する事項 

（６）研究科の教員の人事に関する事項 

（７）研究科長の選考に関する事項 

（８）その他、研究科及び研究科委員会の運営等に関して必要な事項 

（研究科委員会の運営） 

第４条 研究科委員会は、研究科長が招集しその議長となる。 

２ 研究科長に事故あるときは、あらかじめ研究科長が定めた順序による教授がその職務を代行する。 

３ 研究科委員会において審議される議題は、緊急やむを得ない場合を除き、会議の３日前までに構成員に

通知しなければならない。 

４ 研究科委員会は、その構成員の３分の２以上が出席しなければ、開会することができない。 

  ただし、委任状の提出があったときは、委任状を提出した者の出席があったものとみなす。 

５ 研究科委員会の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

６ 研究科委員会が特に重要と認めた事項については、前項の規定にかかわらず、出席者の３分の２以上の

同意をもって決する。 

（拡大研究科委員会の設置） 

第５条 研究科長は、大学院の各研究科に拡大研究科委員会を置くことができる。 

２ 拡大研究科委員会は、各研究科の専任教員をもって構成する。 

３ 第3条に規定する事項について研究科の専任教員全員に協議が必要なときは、研究科長は、拡大研究科委

員会を開催する。 

（事務） 

第６条 研究科委員会及び拡大研究科委員会に関する事務は、教務支援部において処理する。 

（各種委員会等の設置及び委員の選任） 

第７条 研究科長は、次の各号の場合に、研究科に所属する専任教員のうちから、研究科委員会の議を経て

必要な委員を選任する。 

（１）高知県立大学の各機関の運営等に関して、当該機関の長の求めがあったとき(第１号委員) 

（２）本大学院の運営等に関して、他の研究科長の求めがあったとき(第２号委員) 

（３）研究科の運営等に関して、必要な事項を検討するための委員会を設置したとき(第３号委員) 

（４）その他、研究科委員会が必要と認めたとき(第４号委員) 

２ 前項第３号に定める委員会（総称して｢各種委員会｣という。)について必要な事項は、研究科委員会が別

に定める。 

（細則への委任） 

第８条 この規程に定めるもののほか、各研究科委員会及び各拡大研究科委員会の運営に関して必要な事項

は、各研究科委員会の議を経て、当該研究科長が定める。 

附 則（平成25年10月22日制定） 

  （施行期日） 

１ この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ 看護学研究科委員会規程及び人間生活学研究科委員会規程は、廃止する。 
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附 則   

  この規程は、令和２年２月20日から施行する。 
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11 学生生活関連等 

（１）高知県立大学留学規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は高知県立大学学則第２０条及び高知県立大学大学院学則第４２条の規定に基づき実施す

る留学に関し、必要な事項を定める。 

（留学の定義） 

第２条 この規程による留学は、留学査証又はそれに相当するものを取得したうえで、外国の大学又は短期

大学（学位授与権を有する正規の高等教育機関又はこれに相当する教育機関）（以下「留学先」とい

う。）において修学又は学術研究を行う場合をいう。 

２ 休学中に外国の大学等で修学する場合は、この規程にいう留学の対象にはならない。 

（留学の種類） 

第３条 前条第１項に定める留学の種類は、次のとおりとする。 

（１）派遣留学：本学が国際交流協定等を締結している外国の大学等を留学先とする場合 

（２）交換留学：前号に定める留学先のうち、協定書等において相互に授業料を不徴収と定めている大学

等を留学先とする場合 

（３）認定留学：前２号以外の外国の大学等を留学先とする場合 

（留学期間） 

第４条 留学期間は、原則３月以上１年以内とする。 

（在学期間への参入） 

第５条 前条の留学期間は、高知県立大学学則第２１条及び高知県立大学大学院学則第１６条に定める本学

の在学期間に含めるものとする。 

（出願手続） 

第６条 留学を希望する者は、留学願（別紙様式１）により願い出なければならない。 

２ 前項の出願を行うことができる者は、留学開始時点において、本学に１年以上在学している者とする。

ただし、大学院生についてはこの限りでない。 

（留学の許可） 

第７条 学長は留学が出願者にとって教育・研究上有益であると判断した場合、出願者が所属する学部の教

授会又は研究科の研究科委員会の議を経て、留学を許可する。 

２ 学長は、留学を許可するにあたり、国際交流センター運営会議の意見を徴することができる。 

３ 留学を許可された者（以下「留学者」という。）は、留学先に到着後速やかに連絡先等を大学に届け出

なければならない。届出事項に変更があった場合も同様とする。  

（留学の取消） 

第８条 学長は、留学者が次の各号のいずれかに該当する場合は、その許可を取り消すことができる。 

（１）留学先において成業の見込みがないとき 

（２）本学の授業料の納入を怠ったとき 

（３）本人の事情により留学先での修学継続ができなくなったとき 

（４）提出した留学願と留学の実態が異なっているとき 

（５）留学先において本学学生としてふさわしくない行為を行ったとき 

（帰国命令） 

第９条 学長は、前条に定める留学の許可の取消しを行った場合、又は派遣国及び留学先の環境等が悪化

し、留学を継続することが困難であると認められる場合は、帰国を命ずることができる。 

２ 帰国を命ぜられた者は速やかに帰国しなければならない。 

（帰国の報告） 

第１０条 留学を終了したときは、１月以内に留学報告書を学長に提出しなければならない。 

（単位認定の手続） 

第１１条 留学先で取得した単位の認定を受けようとする者は、留学期間終了後１月以内に単位認定申請書

（別紙様式２）に留学報告書、留学先の発行した成績証明書（単位認定証明書）その他必要な書類を添え
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て、所属する学部又は研究科の長に提出しなければならない。 

２ 単位の認定は、高知県立大学における他大学等において修得した単位等の認定に関する規程第４条又は

高知県立大学大学院学則第１９条第２項、第２０条第２項及び第２３条を適用する。 

（留学中の授業料） 

第１２条 留学先の授業料は留学に係る協定の定めるところによる。この定めがない場合は、原則、留学者

が負担するものとする。 

２ 留学期間における本学の授業料は本学に納めるものとする。 

３ 留学先の大学における授業料等諸経費については、別に定める。 

（助成） 

第１３条 この規程に基づく留学について、学長が認めた場合は、予算の範囲内で助成することができる。 

（その他） 

第１４条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、学長が別に定める。 

附 則 

  この規程は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則 

  この規程は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年１月５日改正） 

  この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則   

  この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年１２月２４日改正）   

１ この規程は令和３年４月１日から施行する。 

２ 令和２年度以前に入学した者に関しては、第１２条第２項の規定にかかわらず、なお従前の例によ

る。 

附 則   

  この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 別紙様式１ 留学願  

 別紙様式２ 単位認定申請書  
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別紙様式１（第６条関係） 

留 学 願 
 
                             学部・研究科（  年度入学） 
                     学籍番号    
                     氏  名

ふ り が な

    
                     現 住 所   〒 

 
                             
 
 私は、        に   年  月  日から    年  月  日まで留学したいので、許可

くださるよう保証人（父母等）連署をもってお願いいたします。 
 
      年  月  日 
 
 
                 本  人    氏 名（自署）             
                  

保 証 人   住 所      
                        氏 名（自署）             
                  

指導教員   氏 名（自署）             
 
 
 
 高知県立大学長 様 
 
 
 
 
(備考)  奨学金を受給している学生は、教務・学生支援課に連絡すること。 
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別紙様式２（第１１条関係） 

単位認定申請書 

 

   年   月   日  

 

 高知県立大学長 様 

 

    所 属     学部     学科  

                                    研究科    専攻 

学籍番号 

氏 名（自署）           

 

 高知県立大学学則第３０条又は高知県立大学大学院学則第２０条及び第２３条の規定により単

位又は研究指導の認定を受けたいので、留学報告書、成績証明書等を添付のうえ、下記のとおり

申請します。 

 

記 

１ 単位の修得又は研究指導を受けた大学又は短期大学 

  （                          ） 

２ 認定を申請する単位又は研究指導 

他大学において修得した 

授業科目名等 
単位数 

認定を受けようとする 

本学の授業科目名等 
単位数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（注） 

１．留学報告書、成績証明書等のほか、授業内容・学修内容等がわかるものを添付すること。 

２．上の表に記載しきれない場合は裏面に記載すること。 



120

２ 認定を申請する単位 

他大学において修得した 

授業科目名等 
単位数 

認定を受けようとする 

本学の授業科目名等 
単位数 
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（２）高知県立大学大学院科目等履修生規程 

 
（趣旨） 

第１条 この規程は、高知県立大学大学院学則（以下「学則」という。）第36条に定める科目等履修生（以

下「履修生」という。）に関して必要な事項を定める。 

（資格） 

第２条 履修生として出願することのできる者は、以下のものとする。 

（１）博士前期課程に出願する者は、学則第７条第１項の各号のいずれかに該当する者。 

（２）博士後期課程に出願する者は、学則第８条第１項の各号のいずれかに該当する者。 

（出願期間） 

第３条 履修生の出願期間は、学年又は学期の始まる１か月前までとする。 

（出願書類） 

第４条 履修生として出願する者は、次の各号に掲げる書類に学則第32条に定める入学検定料を添えて学長

に願い出なければならない。 

（１）本学所定の願書 

（２）履歴書 

（３）最終出身学校の卒業（修了）証明書及び成績証明書 

（４）健康診断書 

（５）写真１枚（縦４cm×横３cm） 

（６）職業を有する者にあっては所属長の承諾書 

（７）その他当該研究科が必要と認める書類 

（選考・許可） 

第５条 履修生の受入れについては、正規学生の授業に支障のない範囲で選考するものとし、当該研究科委

員会の議を経て学長が許可する。 

（履修期間） 

第６条 履修期間は、１年以内とする。 

２ 前年度に引き続いて履修生となろうとする者は、次の各号の書類を添えて学長に願い出なければならな

い。 

（１）本学所定の願書 

（２）その他当該研究科が必要と認める書類 

（納付金） 

第７条 履修生は、履修を許可された場合、学則第32条に定める入学金等を納付期限内に納付しなければな

らない。ただし、前年度に引き続き履修生となる者に対しては、入学金を免除する。 

（履修の手続き） 

第８条 受講に関する手続き、その履修に関することはすべて本学の履修規程に定めるところによる。 

（単位の認定） 

第９条 履修生が授業科目を履修し、所定の試験に合格した場合は、単位の認定を行うことができる。 

（証明書） 

第１０条 履修を許可され、所定の手続きを完了した者に対して、本人の請求により、身分証明書を交付す

る。 

２ 履修生として修得した単位については、本人の請求により、成績証明書を交付する。 

（許可の取消） 

第１１条 学長は、履修生が本学の秩序を乱すと認めたとき、授業料等を納めないとき又は病気その他の理

由により履修を継続できないと認めたときは、当該研究科委員会の議を経て履修の許可を取り消す。 

（補則） 

第１２条 履修生に関して本規程に定めるもののほか、学則その他学生に関する諸規程は、履修生に準用す

る。 

２ 履修生に関して本規程に定めるもののほか、必要な事項は当該研究科委員会で定める。 

附 則 

  この規程は、平成23年4月1日から施行する。 

附 則（平成26年3月26日改正） 

  この規程は、平成26年4月1日から施行する。 
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（２）高知県立大学大学院科目等履修生規程 

 
（趣旨） 

第１条 この規程は、高知県立大学大学院学則（以下「学則」という。）第36条に定める科目等履修生（以

下「履修生」という。）に関して必要な事項を定める。 

（資格） 

第２条 履修生として出願することのできる者は、以下のものとする。 

（１）博士前期課程に出願する者は、学則第７条第１項の各号のいずれかに該当する者。 

（２）博士後期課程に出願する者は、学則第８条第１項の各号のいずれかに該当する者。 

（出願期間） 

第３条 履修生の出願期間は、学年又は学期の始まる１か月前までとする。 

（出願書類） 

第４条 履修生として出願する者は、次の各号に掲げる書類に学則第32条に定める入学検定料を添えて学長

に願い出なければならない。 

（１）本学所定の願書 

（２）履歴書 

（３）最終出身学校の卒業（修了）証明書及び成績証明書 

（４）健康診断書 

（５）写真１枚（縦４cm×横３cm） 

（６）職業を有する者にあっては所属長の承諾書 

（７）その他当該研究科が必要と認める書類 

（選考・許可） 

第５条 履修生の受入れについては、正規学生の授業に支障のない範囲で選考するものとし、当該研究科委

員会の議を経て学長が許可する。 

（履修期間） 

第６条 履修期間は、１年以内とする。 

２ 前年度に引き続いて履修生となろうとする者は、次の各号の書類を添えて学長に願い出なければならな

い。 

（１）本学所定の願書 

（２）その他当該研究科が必要と認める書類 

（納付金） 

第７条 履修生は、履修を許可された場合、学則第32条に定める入学金等を納付期限内に納付しなければな

らない。ただし、前年度に引き続き履修生となる者に対しては、入学金を免除する。 

（履修の手続き） 

第８条 受講に関する手続き、その履修に関することはすべて本学の履修規程に定めるところによる。 

（単位の認定） 

第９条 履修生が授業科目を履修し、所定の試験に合格した場合は、単位の認定を行うことができる。 

（証明書） 

第１０条 履修を許可され、所定の手続きを完了した者に対して、本人の請求により、身分証明書を交付す

る。 

２ 履修生として修得した単位については、本人の請求により、成績証明書を交付する。 

（許可の取消） 

第１１条 学長は、履修生が本学の秩序を乱すと認めたとき、授業料等を納めないとき又は病気その他の理

由により履修を継続できないと認めたときは、当該研究科委員会の議を経て履修の許可を取り消す。 

（補則） 

第１２条 履修生に関して本規程に定めるもののほか、学則その他学生に関する諸規程は、履修生に準用す

る。 

２ 履修生に関して本規程に定めるもののほか、必要な事項は当該研究科委員会で定める。 

附 則 

  この規程は、平成23年4月1日から施行する。 

附 則（平成26年3月26日改正） 

  この規程は、平成26年4月1日から施行する。 
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附 則  

  この規程は、令和２年２月６日から施行する。 

附 則   

  この規程は、令和４年12月22日から施行する。 
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（３）高知県立大学大学院研究生規程 

 
（趣旨） 

第１条 この規程は、高知県立大学大学院（以下「本大学院」という。）学則第３８条に定める研究生（以

下「研究生」という。）に関して必要な事項を定める。 

（資格） 

第２条 研究生として入学を志願することのできる者は、本大学院学則第７条第１項の各号のいずれかに該

当するものとする。 

（入学許可） 

第３条 学長は、研究科委員会の議を経て研究生として入学を許可する。 

（研究指導教員） 

第４条 本大学院の専任教員が研究指導教員となる。 

（入学志願の手続き等） 

第５条 研究生として入学を志願しようとする者は、次の各号に定める書類に、入学検定料を添えて学長に

願い出なければならない。 

（１）研究生入学願書（別紙様式１） 

（２）履歴書（別紙様式２） 

（３）最終学校の卒業証明書または修了証明書 

（４）写真１枚（縦４㎝×横３㎝、上半身正面、無帽、出願前３か月以内に撮影したもの） 

（５）その他研究生を受入れる研究科が必要と認める書類（研究計画書、研究業績等） 

２ 入学志願時期は年２回とし、入学の１か月前までとする。 

３ 入学時期は年２回とし、４月入学および１０月入学とする。 

（在学期間） 

第６条 研究生の在学期間は１か月以上１年以内とする。 

２ 研究生が在学期間終了後なお引き続き研究を希望するときは、入学時より１年を限度としてその期間を

延長することができる。 

３ 前項の規定により在学期間を延長する者は、研究生在学期間延長願（別紙様式３）により研究科委員会

の議を経て、学長に願い出てその許可を受けなければならない。 

４ 学長は、前項の手続きを完了した者に研究継続許可書（別紙様式４）を交付する。 

（納付金） 

第７条 研究生は、入学を許可された場合、本大学院学則第３２条に定める入学料等を納付期限内に納付し

なければならない。ただし、引き続き研究生となる者に対しては、入学料を免除する。 

（再応募） 

第８条 在学期間終了後に再応募する者は、本大学院研究生期間の研究の進行状況を研究生入学願書に記載

し、再応募することとする。 

（許可の取消し） 

第９条 学長は、研究生が本学の秩序を乱すと認めたとき、授業料等を納めないとき又は病気その他の理由

により研究を継続できないと認めたときは、当該研究科の議を経て在学の許可を取り消す。 

（補則） 

第１０条 研究生に関して本規程に定めるもののほか、本大学院学則その他学生に関する諸規定は、研究生

に準用する。 

２ 研究生に関して本規程に定めるもののほか、必要な事項は当該研究科委員会で定める。 

附 則   

１ この規程は、令和４年12月22日から施行する。 

２ この規程の施行に伴い、高知県立大学大学院研究生受け入れに関する内規は、廃止する。 

  

別紙様式１ 研究生入学願書（新規・継続） 

別紙様式２ 履歴書  

別紙様式３ 研究生在学期間延長願  

別紙様式４ 研究継続許可書  
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（４）高知県立大学特別聴講学生規程 
 

（趣旨） 

第１条 この規程は、高知県立大学学則（以下「学則」という。）第57条及び高知県立大学大学院学則第39

条に定める高知県立大学及び高知県立大学大学院（以下「本学」という。）における特別聴講学生（以下

「聴講学生」という。）に関し必要な事項を定める。 

（出願資格） 

第２条 本学が開設する一又は複数の授業科目について、聴講学生として履修を志願することができる者は、

本学との間に授業科目の単位互換に関する協定（以下「協定」という。）を締結した他の大学、大学院若

しくは短期大学又は外国の大学、大学院若しくは短期大学（以下「他の大学等」という。）に在学し、当

該大学が本学における聴講学生として履修を志願することを許可した者とする。 

（他の大学等との個別協定） 

第３条 他の大学等は、各個別に本学と協議を行い、次の各号に掲げる事項につき個別協定を締結するもの

とする。 

（１）履修の対象となる授業科目の名称、単位数及び履修期間 

（２）授業科目ごとの収容人員 

（３）単位の互換方法 

（４）授業料その他の費用の取扱い 

（５）その他聴講学生の身分及び履修方法に関する事項 

（出願手続） 

第４条 聴講学生として履修を志願する者（以下「志願者」という。）は、所定の願書に履修を志願する授

業科目の名称、単位数及び履修期間を記入し、志願者が属する大学等の長が発行した出願許可書を添えて、

学長に願い出るものとする。 

２ 前項の願い出は、協定に特段の定めがある場合を除き、学年又は学期の始め４週間以内とする。 

３ 外国の大学、大学院又は短期大学との協定に基づき単位互換を認める場合の手続については、当該大学、

大学院又は短期大学との個別協定による。 

（入学の許可） 

第５条 学長は、当該学部の教授会、当該研究科の研究科委員会又は教務委員会の議を経て、入学を許可す

る。 

２ 学長は、前項により入学を許可した者に、その身分を証する証明書を交付する。 

（在学期間） 

第６条 聴講学生は、学年又は学期の始めから聴講を開始するものとする。 

２ 聴講学生の在学期間は、聴講する授業科目の履修期間とする。 

（単位の認定） 

第７条 聴講学生の履修認定等に関しては、学則第28条第１項及び２項並びに第29条第１項及び２項を準用

する。 

２ 学長は、前項の規程により履修を認定した者に成績証明書を交付する。 

（退学） 

第８条 聴講学生が病気その他の理由により聴講学生としての履修を中止し、退学しようとするときは、所

定の様式により学長に願い出て、その許可を受けなければならない。 

（授業料等） 

第９条 聴講学生の授業料については、第３条第４号の規程によるほか、「大学間相互単位互換協定に基づ

く特別聴講学生に対する授業料の相互不徴収実施要項」（平成８年11月１日高等教育局長裁定）に従う。 

（学則等諸規程の準用） 

第１０条 聴講学生については、この規程に定めるもののほか、必要に応じ、本学学生に関する規程を準用

する。 

（その他） 

第１１条 この規程に定めるもののほか、聴講学生に関し必要な事項は、教育研究審議会の議を経て学長が

定める。 

附 則 

  この規程は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則 

  この規程は、平成24年４月１日から施行する。 
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附 則 

  この規程は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則 

  この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

  この規程は、令和２年２月６日から施行する。 

附 則  

  この規程は、令和２年12月24日から施行する。  
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（５）高知県立大学大学院長期履修学生規程 
 

（趣旨） 

第１条 この規程は、高知県立大学大学院学則第15条第１項ただし書きの規定により履修する学生（以下「長

期履修学生」という。）に関し必要な事項を定める。 

（申請資格） 

第２条 長期履修学生として申請することができる者は、本学大学院人間生活学研究科博士前期課程の入学

手続者のうち、次の各号のいずれかに該当するために標準修業年限で修了することが困難な者とする。 

（１）有職者（正規雇用以外の者を含む。） 

（２）家事・育児・介護等の従事者 

（３）その他やむを得ない事情を有すると認める者 

（修業年限等） 

第３条 長期履修学生の修業年限は入学時から起算して３年間とする。ただし、休学期間は当該修業年限に

は算入しないこととする。 

（履修登録の制限） 

第４条 長期履修学生が、１年間に履修登録することができる単位数の上限は、年間15単位とする。ただし、

履修登録の上限とする単位数には、研究指導科目の単位数は含まないものとする。 

（申請手続） 

第５条 長期履修学生の適用を希望する者は、長期履修学生申請書（別記様式１）を入学する年の２月末日

（その日が休業日になるときは、休業日の翌日）までに学長に提出しなければならない。 

（修業年限の短縮） 

第６条 長期履修学生が、その修業年限の短縮を希望する場合は、あらかじめ指導教員の承認を得て、別に

定める長期履修学生短縮申請書（別記様式２）を学長に提出しなければならない。この場合において、長

期履修学生短縮申請書の提出期限は、１年次の２月末日（その日が休業日になるときは、休業日の翌日）

とし、２年次から適用することとする。 

（許可） 

第７条 第５条及び第６条の申請に対しては、大学院人間生活学研究科委員会（以下「研究科委員会」とい

う。）の議を経て、学長が許可する。 

（その他） 

第８条 この規程に定めるもののほか、長期履修学生に関し必要な事項は、研究科委員会の議を経て、学長

が別に定める。 

附 則 

  この規程は、平成２３年４月１日から施行する。  

附 則  

  この規程は、平成２６年７月１日から施行する。  

  この規程は、平成２６年度入学生から適用する。 

附 則  

  この規程は、平成２６年９月２４日から施行する。  

  この規程は、平成２８年度入学生から適用する。 

  この規程にかかわらず、平成２７年度以前の入学生は従前の定めによる。 

附 則   

  この規程は、令和２年２月20日から施行する。  

  

別記様式１ 長期履修学生申請書 

別記様式２ 長期履修学生短縮申請書 
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（６）高知県立大学大学院転研究科の取扱いに関する細則 
 

第１条 この細則は、高知県立大学大学院学則第14条第2項の規定に基づき、学内において、学生が在籍する

研究科から他の研究科に転出・転入（以下、「転研究科」という。）するときの取扱いに関して、以下の

とおり定める。 

２ 転研究科は、学生の多様な能力・適性や学習意欲に柔軟に応えることを目的とする。 

第２条 転研究科の受入れは、研究科毎の受入れ年次の在籍者数(受入れの前年度における11月1日現在)が、

原則として大学院学則第4条第1項に規定する入学定員を超えない場合に限り、その範囲内において研究科

の判断により実施できるものとする。 

２ 入学定員(研究科・専攻毎)を超えている場合でも、収容定員において許容範囲内であれば、研究科の判

断により実施できるものとする。 

第３条 受入れる年次は、博士前期課程は2年次、博士後期課程は2年次または3年次とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、看護学研究科共同災害看護学専攻への転研究科は、原則として認めない。 

第４条 受入れる時期は、学年の初めとする。 

第５条 各研究科はあらかじめ、選考基準等を定めるものとする。 

第６条 選考方法は原則として、個別学力検査等、筆記試験、面接等の成績、と在籍中の成績のうち、必要

な項目を組み合わせて総合的に判定するものとする。 

第７条 転研究科を希望する学生のために、研究科に相談窓口(教務委員等)を設け、次の点については慎重

に対応するものとする。 

第８条 受入研究科は、転研究科の受け入れを実施しようとするときは、次の項目を記載した選考要項を受

け入れの前年度の1月末までに公表するものとする。 

（１）受入人数 

（２）志願条件 

（３）志願書類 

（４）志願の時期 

（５）選考の時期 

（６）選考方法 

（７）選考結果の通知等 

（８）その他研究科において必要とするもの 

第９条 この細則の改廃は、各研究科委員会の議を経て教育研究審議会が審議のうえ行う。 

附 則 

（施行期日） 

１ この細則は、平成26年4月1日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成26年度大学院改組に伴い、健康生活科学研究科の博士後期課程から看護学研究科及び人間生活学研

究科の博士後期課程に転研究科する場合は、同じ専攻分野（授与する学位に付記する専攻分野の名称）又

は領域に移行する転研究科に限り、第2条、第3条第1項、及び第5条から第8条の規定にかかわらず、志願す

る者の転研究科を認めるものとする。 
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（７）高知県立大学休学及び退学に関する細則 

 

（目的） 

第１条 この細則は、高知県立大学学則第 14 条及び第 15 条の規定並びに高知県立大学大学院

学則第 13 条の規定に基づき、休学及び退学の許可の手続について必要な事項を定める。 

（願い出） 

第２条 休学又は退学を希望する者は、様式１又は様式２により学長に願い出て、その許可を

受けなければならない。 

２ 退学を希望する者は、授業料を完納していなければならない。 

（許可） 

第３条 学長は、休学及び退学の可否について、学部又は研究科の休退学審査委員会の意見を

聴いたうえで決定する。 

２ 休退学審査委員会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。 

（１）学部 当該学生が所属する学部の学部長及び学部長が指名した教員３名 

（２）研究科 当該学生が所属する研究科の研究科長及び研究科長が指名した教員２名 

３ 第１項に定める意見は文書によるものとする。ただし、学長は、必要な場合は、口頭によ

り事情を聴くことができる。 

４ 学長は、休学及び退学を許可する場合は、様式３又は様式４にて通知する。 

（事務） 

第４条 休学及び退学の手続に関する事務は、教育・学生支援部が行う。 

附 則 

  この内規は平成２７年７月２３日から施行する。 

附 則  

  この細則は令和２年４月１日から施行する。  

附 則  

  この細則は令和３年４月１日から施行する。  

附 則   

１ この細則は、令和４年 12 月 22 日から施行する。 

２ この細則の施行に伴い、高知県立大学大学院休学及び退学に関する細則は、廃止する。 

附 則 

この細則は、令和６年１月 25 日から施行する。 

 

様式１ 休学願  

様式２ 退学願  

様式３ 休学許可  

様式４ 退学許可  
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様式１（細則第２条） 

休 学    願 

学部 学科（ 年度入学）

研究科 課程（ 年度入学） 

学籍番号 

氏 名 

現 住 所 

私は、          の事由により   年  月  日から  年  月 日まで

休学したいので、許可くださるよう保証人（父母等）連署をもってお願いいたします。 

年 月 日 

高知県立大学長 様 

(備考) 希望する休学開始日の３週間前までに教務・学生支援課に提出すること。

病気の事由の場合は、医師の診断書を添付して提出すること。 

奨学金を受給している学生は、教務・学生支援課担当に連絡すること。 

※休学が許可された場合、当該休学期間中の履修登録科目は削除する。

本 人 氏 名（自署） 

保 証 人  住 所 

氏 名（自署） 
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様式２（細則第２条） 

退 学    願 

学部 学科（ 年度入学）

研究科 課程（ 年度入学） 

学籍番号 

氏 名 

現 住 所 

私は、             の事由により    年  月 日限り退学したいので、 

許可くださるよう保証人（父母等）連署をもってお願いいたします。 

年 月 日 

高知県立大学長 様 

(備考) 希望する退学日の３週間前までに教務・学生支援課に提出すること。

病気の事由の場合は、医師の診断書を添付して提出すること。 

奨学金を受給している学生は、教務・学生支援課担当に連絡すること。 

本 人 氏 名（自署） 

保 証 人  住 所 

氏 名（自署） 
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（８）成績に関する大学院の学生の疑義への対応について（申し合わせ） 
 

高知県立大学大学院教務委員会 

  

 成績に関して、学生・教員を合意に導くことを目的に、以下に申し合わせ事項を定める。 

１ 学生は、成績について疑義がある場合は、成績開示日から原則６日以内（土日祝日を除く。）に「成績

に関する疑義申立書」（別紙様式）を事務局（教務担当）に提出し、疑義の申立てができる。ただし、各研

究科委員会が認めるものについては、期間外においても申立てることができる。 

 事務局（教務担当）は、「成績に関する疑義申立書」を受理した場合、速やかに授業担当教員にその旨を

連絡する。 

２ 授業担当教員は、学生から申立てがあった場合、「成績に関する疑義申立書」の受理日から原則６日以

内（土日祝日を除く。）に適切な方法により成績判定に係る根拠、経緯等を説明する等、誠意ある対応をす

る。 

 授業担当教員の対応、あるいは説明に納得がいかない学生は、各研究科長へ相談することができる。 

 各研究科長が授業担当教員の場合は、各研究科の教務委員へ相談することができる。 

３ 各研究科長（各研究科の教務委員）は、学生から相談があった場合は、内容により下記のいずれかの方法

により解決をはかる。 

（１）授業担当教員・学生による話し合い 

（２）授業担当教員・学生・各研究科長（各研究科の教務委員）による話し合い 

 上記のいずれかの方法によっても解決ができない場合は、各研究科委員会に諮る。 

４ 学生からの申立てにより、成績の修正等が生じた場合は、授業担当教員が、当該学生と事務局（教務担

当）へ通知する。 

  

別紙様式  

附則 

 平成30年４月１日施行 
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（別紙様式） 

成績に関する疑義申立書 
 

    年   月   日 
 

担当教員氏名 
 
              様 
 

 
所属      研究科      課程 

 
学籍番号                

 
氏名                  

 
        連絡先 

         （電話） 
                    （E-Mail） 
 

 
（科目名）                の成績判定に係る根拠、経緯等の説明

をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局（教務担当）記入欄 

受理日   

担当者   
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（９）高知県立大学の各学部・他研究科等開講授業科目の履修の手続に関する要領 
 

１ 趣旨  

 この要領は、高知県立大学大学院学則第18条第２項及び第21条第１項の規定に基づき、高知県立大学大学

院の研究科に在籍している学生が、その所属している研究科・専攻・課程以外において開講されている授業

科目を履修しようとする場合の手続について定める。 

  

２ 用語の定義  

（１）履修を希望する学生が在籍している研究科を｢所属研究科｣という。 

（２）所属研究科以外の研究科・専攻・課程と高知県立大学の学部を｢他研究科等｣、「各学部」という。 

（３）所属研究科と所属以外の研究科の研究科長を｢所属研究科長｣、｢他研究科長｣という。 

（４）各学部の学部長を「各学部長」という。 

  

３ 他研究科等の授業科目の履修を希望する場合の手続  

（１）他研究科において開講される授業科目の履修を希望する場合は、開講期の１か月前までに各学部・他

研究科等開講授業科目履修願（別記様式）により所属研究科長の承認を得たうえで、他研究科長に願い出な

ければならない。ただし、新入学生が他研究科の前期開講授業科目の履修を希望する場合は、履修登録締切

までとする。 

（２）所属研究科の他の専攻・課程において開講される授業科目の履修を希望する場合は、履修登録締切ま

でに各学部・他研究科等開講授業科目履修願（別記様式）により所属研究科長に願い出なければならない。  

  

４ 学部の授業科目を履修しようとする場合の手続  

 各学部において開講される授業科目の履修を希望する場合は、開講期の１か月前までに各学部・他研究科

等開講授業科目履修願（別記様式）により所属研究科長の承認を得たうえで、各学部長に願い出なければな

らない。ただし、新入学生が各学部の前期開講授業科目の履修を希望する場合には、履修登録締切までとす

る。 

  

５ その他  

 上記３及び４の手続が何らかの事情によって行えない場合又は遅延する場合は、所属研究科長の指示によ

るものとする。 

  

附 則   

１ この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 高知県立大学の各学部・他研究科開講授業の履修に関する申合せは、廃止する。  

  

 様式 各学部・他研究科等開講授業科目履修願 
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別記様式 

 

各学部・他研究科等開講授業科目履修願 

 

年   月   日 

 

（授業科目を設置する学部長、研究科長名）様 

 

研究科・専攻・課程 

 

学籍番号                  

 

氏  名                  

 

主研究指導教員                

 

下記の授業科目の履修を希望します。 

 

記 

１ 履修を希望する理由 

 

 

 

２ 履修を希望する授業科目 

 開設部局等 授業科目 単位数 開講期 備考 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

研究科長承認欄 ※事務局から研究科長に確認（各学部・他研究科の授業科目の履修を希望する場合使用） 

履修承認確認：上記の者の各学部・他研究科の授業科目の履修について承認します。 

所属研究科長名（自署）： 
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（10）高知県立大学ティーチング・アシスタント等に関する規程 
 

(趣旨) 

第１条 この規程は、高知県立大学（以下「本学」という。）の教育及び研究に係る補助業務等を在学生を

採用して行わせる場合の取扱いについて、必要な事項を定めるものとする。 

(名称) 

第２条 補助業務を行う大学院学生をティーチング・アシスタント（以下「ＴＡ」という。）又はリサーチ・

アシスタント（以下「ＲＡ」という。）という。 

(業務) 

第３条 ＴＡは、本学の優秀な大学院生に対し、教育的配慮の下に学部学生等に対する教育補助業務を行わ

せることにより、大学教育の充実と教育訓練の機会提供を図ることを、ＲＡは、本学の優秀な大学院生に

対し、研究補助者として研究遂行能力を育成し研究体制の充実を図ることをそれぞれ採用の目的とし、も

って大学院生の処遇改善に資するものとして、次の各号に掲げる業務を行う。 

（１）ＴＡは、講義、演習、実習、調査等の補助及び学習上の指導を行う。 

（２）ＲＡは、本学において実施される研究プロジェクト等に参画し、必要な研究補助を行う。 

(採用資格) 

第４条 ＴＡ及びＲＡになることのできる者は、本学大学院に在籍する学生とする。 

２ ＴＡは、担当しようとする科目の担当教員が、ＴＡ候補者として適性を認めることを採用の前提とする。 

３ ＴＡ及びＲＡの候補者は、次の各号の一に該当し，教育補助業務及び研究補助業務の遂行能力があると

認められる者とする。 

（１）業務内容と密接な関連のある授業科目を優秀な成績で修めた者 

（２）研究科における研究状況が良好であり，所定の年限で修了が見込める者 

（３）その他研究科の長が優秀と認めた者 

４ 研究科は、ＴＡ及びＲＡの選考基準を必要に応じて定めるものとする。 

(採用期間) 

第５条 ＴＡ及びＲＡの採用期間は、会計年度内の定められた期間とする。 

２ ＴＡ及びＲＡが従事する業務の研究プロジェクト等が、会計年度を跨いで継続する場合は、当該プロジ

ェクト等が終了するまでの間、採用期間を更新することができる。 

(担当時間) 

第６条 ＴＡ及びＲＡの一人当たりの担当時間数は、本法人内で雇用するその他の日々雇用業務等を併せて

原則として1週間当たり20時間未満、年間480時間未満とする。 

２ 前項の勤務時間は、当該学生の通常の研究指導、授業等に支障が生じないよう配慮しなければならない。 

(手当の支給) 

第７条 ＴＡ及びＲＡに手当を支給するものとする。 

２ 手当の単価は、次の各号を基準として年度ごとに定める予算の範囲内で支給する。また、当該単価は業

務の内容に応じて基準単価から増額することができる。 

（１）博士前期課程の学生であるＴＡ及びＲＡの手当は、1時間当たり1,200円とする。 

（２）博士後期課程の学生であるＴＡ及びＲＡの手当は、1時間当たり1,200円又は1,500円とする。 

３ 前項各号の１時間当たりの手当の額は、業務の内容に応じて決定する。  

(選考及び採用) 

第８条 研究科長は、科目担当教員又は研究プロジェクト担当教員と協議のうえＴＡ又はＲＡの候補者を選

考し、採用期間及び担当時間を定めて、学長の決裁を受けるものとする。 

２ 学長は、当該教育補助業務又は研究補助業務が第3条に掲げる採用の目的に照らして適当であり、かつ候

補者の選考が第4条の規定に基づき適切であると認められるときは、候補者の採用を行うものとする。 

(制度の適正な運用等) 

第９条 研究プロジェクトチームの代表者は、ＲＡに対し次に掲げる措置を講じるなど制度の趣旨にのっと

り、適正な運用に努めなければならない。 

（１）研究補助業務に関する事前の適切なオリエンテーションの実施 

（２）受入れ教員による継続的かつ適切な指導・助言 

２ ＲＡが所属する研究科等の長及び研究チームの代表者は連携し、ＲＡ受入れ教員及び当該ＲＡが在籍す

る研究科の研究指導教員から、随時当該研究補助業務等に関する意見を聴取しなければならない。 

(事務局) 

第１０条 この規程の運用等に関する事項は教育・学生支援部が主管し、採用手続及び手当の支給に関する

事項は、総務部がそれぞれ分担する。 

(雑則) 
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第１１条 この規程に定めるものの他、ＴＡ及びＲＡに関して必要な事項は、各研究科委員会の議を経て学

長が別に定める。 

附 則 

  この規程は、平成26年4月1日から施行する。 

附 則  

  この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則  

  この規程は、平成30年６月１日から施行する。 

附 則 

１ この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 博士課程に学生が在籍しなくなるまでの間、博士課程の学生は、博士後期課程の学生と同様に取り扱う。 

  

附 則  

  この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

    附則  

  この規程は、令和７年12月１日から施行する。 

附 則   

  この規程は、令和８年１月15日から施行する。 

  

様式（第８条関係） TA・RA雇用実施伺  
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（11）高知県立大学風水害等非常時における授業・学期末試験の取り扱いについて（申し

合わせ） 
 

高知県立大学学生委員会 

高知県立大学教務委員会 

原則として、高知県中部に暴風警報・大雨警報・洪水警報のいずれかの警報（以下「警報」という。）が発

令され、かつ高知市内の公共交通機関（とさでん交通）の電車・バスのいずれかが運休（以下「公共交通機

関が運休」という。）した場合、当日の授業及び学期末試験（以下「授業等」という。）は以下のとおりに

取り扱うこととする。 

但し、学外実習（看護学部の実習を除く。）については、この限りではない。 

１．休講  

（１）第１～２限 

 午前７時現在において、警報が発令され、かつ公共交通機関が運休した場合 

（２）第３～５限 

 ※ 池キャンパスと永国寺キャンパスで取り扱いが異なるので注意。 

１）池キャンパス 

午前10時現在において、警報が発令され、かつ公共交通機関が運休した場合 

２）永国寺キャンパス 

午前11時現在において、警報が発令され、かつ公共交通機関が運休した場合 

（３）第６～７限（永国寺キャンパスのみ）  

午後４時現在において、警報が発令され、かつ公共交通機関が運休した場合 

２．その他の休講 

（１）上記以外の場合であっても、通学に際して不測の事態が発生すると予想される場合には、授業等を休

講とすることがある。 

（２）交通の遮断等により授業担当者の来学ができなくなった場合には、上記１の規定に関わらず休講とす

る。 

３．実習時の休講 

（１）学外実習（看護学部の実習を除く。）については、各実習先の指示に従う。 

（２）看護学部の実習については、実習担当者の指示に従う。 

４．休講の周知 

  休講に関する通知は緊急連絡専用ウェブページ（仮称）に掲載される。学生は各自でその通知を、責任

を持って確認し、速やかに、かつ適切に対応する。 

５．休講となった授業の補完 

 休講となった授業等は後日に補講を実施する。ただし、やむを得ない場合には補講に替わる方法で行われ

ることがある。 

６．上記２（１）の休講の決定 

   別に定める。 

７．留意事項 

・大学からのタイムリーな情報提供が困難な状況も想定される場合、学生は各自で気象警報や公共交通機関

の運行状況に関する必要な情報を入手し、適宜対応する。 

・風水害等のため午後及び臨時に授業等が休講となった場合は、安全な帰宅手段が確保できるうちに帰宅す

る。 

・以下の場合、特別欠席の取り扱いの対象となる場合がある。特別欠席申請書の提出及び交通路の遮断の理

由書（通学路が確保できないと判断した具体的な状況や理由）を添えて､当該科目の担当教員に申請する。 

（１）通学経路上の公共交通機関の運休や運行再開遅延により登校できなかった場合 

（２）安全な通学路が確保できないと通学者自身が判断するような事態が発生した場合 

 この申し合わせは、平成23年4月1日から施行する。 

附 則  

 この申し合わせは、平成27年４月１日から施行する。  
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（12）障がいのある学生への支援について（申し合わせ） 

高知県立大学学生委員会 

高知県立大学教務委員会 

高知県立大学における障害を理由とする差別の解消の推進に関する教職員対応要領（以下「対応要領」と

いう。）第７条の合理的配慮の提供の適正な実施を図ることを目的に、障がいのある学生への支援について、

以下に申し合わせ事項を定める。 

 

１ 入学前に支援を希望する学生への対応 

（１）入学前の準備段階 

① 入学試験前 

  相談窓口は、教育・学生支援部入試課とし、学生募集要項に相談窓口を明記し、適宜、面談や電話に

より受験生からの問い合わせに対応する。 

② 入学試験合格発表後 

   相談窓口は、教育・学生支援部教務・学生支援課とし、入学試験前の相談内容について、入試課から

引き継ぎを受け、障がいの状況や希望する支援の内容を事前に聴取する。 

③ 入学前相談 

ア 支援希望者の面談 

    教育・学生支援部、健康管理センター、所属学部・研究科等の教職員は、支援を希望する学生及び

保護者等と面談し、学生の特性や取り組むべき課題、支援希望の内容等について把握、協議するなど、

支援に必要な準備を進める。 

イ 必要書類 

  面談の結果、学生及び保護者等が支援を依頼する場合は、原則として、下記の書類の提出を求める。 

    ・修学支援申請書【別紙１】 

    ・主治医診断書等（必要な支援内容が記入されているものが望ましい） 

（２）支援の決定 

① 支援内容の検討・決定 

  学生部長は、（１）③アの面談及びイの必要書類を基に、所属学部、教育・学生支援部、健康管理セン

ターの教職員と協議し、支援内容・体制を速やかに検討・決定し、学生本人に通知するとともに、必要

に応じて学長に報告する。 

   なお、支援内容の決定に当たっては、必要に応じ、学外の専門家等の第三者の意見を求める。 

② 支援依頼書の作成 

   学生部長は、①に基づき、必要な情報や支援について記載した「支援依頼書」を作成し、必要な支援

を学内関係者に依頼するとともに、学生及び担当教員に個別の指導・助言などのバックアップを行う。 

 

２ 入学後に支援を要することとなった学生への対応 

（１）相談窓口 

   相談窓口は、対応要領第 8 条の相談窓口とする。 

（２）情報の収集 

  入学前に情報がなく、入学後に相談があった学生については、教育・学生支援部、健康管理センター、

所属学部・研究科等の教職員において、情報収集を行うとともに、必要に応じて学生及び保護者等と面

談し、学生の特性や取り組むべき課題、支援希望の内容等について把握、協議する。 

（３）支援の決定 

① 必要書類 

  面談の結果、学生及び保護者等が支援を依頼する場合は、原則として、下記の書類の提出を求める。 

   ・修学支援申請書【別紙１】 

   ・主治医診断書等（必要な支援内容が記入されているものが望ましい） 

② 支援内容の検討・決定 

  学生部長は、（１）の面談及び（３）①の必要書類を基に、所属学部、教育・学生支援部、健康管理セ

ンターの教職員と協議し、支援内容・体制を速やかに検討・決定し、学生本人に通知するとともに、必

要に応じて学長に報告する。 

   なお、支援内容の決定に当たっては、必要に応じ、学外の専門家等の第三者の意見を求める。 

③ 支援依頼書の作成 

   学生部長は、②に基づき、必要な情報や支援について記載した「支援依頼書」を作成し、必要な支援

を学内関係者に依頼するとともに、学生及び担当教員に個別の指導・助言などのバックアップを行う。 
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３ 支援の実施及び支援内容の見直し 

①  決定された支援内容に基づき、学生部長の監督のもと、教育・学生支援部及び所属学部・研究科を中

心に、健康管理センターほか関連部署による連携を図り、学生に対し速やかに支援を提供する。 

②  教育・学生支援部は、障がいのある学生への支援において、次の役割を担う。 

ア 障がいのある学生本人や教職員からの相談窓口 

イ 障がいのある学生の状況や支援等に関する情報集約 

ウ 支援に関わる教職員・関連部署との連絡調整 

エ 支援の決定・実施・見直しに関する学生本人への連絡・説明 

オ 支援の適切な実施に関する継続的なモニタリング 

カ 支援の実施等に関する学生部長への報告 

   なお、取り組むべき課題に応じて、所属学部・研究科と役割調整を行う。 

③  必要に応じて、学生部長、学部長・研究科長、学年担当教員、教育・学生支援部、健康管理センター

等の関連する教職員により、支援会議を開催し、支援内容や実施体制等について協議する。 

④  学部長・研究科長、学年担当教員、教育・学生支援部、健康管理センター等の関係機関は、支援決定

後においても、学生及び保護者等と定期的な面談等を通じ、支援内容や体制等の見直しを適宜実施す

る。 

附 則 

 この申し合わせは、平成28年11月４日から施行する。 

附 則 

 この申し合わせは、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この申し合わせは、令和６年10月１日から施行する。 

 

別紙１ 修学支援申請書 
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別紙 １ 

修学支援申請書 

 

高 知 県 立 大 学 長 様   

 

申 請 日       年    月    日   

学籍番号        所属学部         

申請者氏名（自署）                

 

下記のとおり修学上の支援をお願いしたく、主治医の診断書等を添えて申請します。 

なお、必要に応じて申請者の保証人、関係する教職員及び外部の専門家等に本件情報が共

有されることに同意します。 

記 

 

１ 障がい別支援 

ご自身があてはまる障がいにチェック☑ を入れて回答してください。また、支援を希望する内容の詳細についてあては

まるものにチェック☑ を入れて回答してください。重複障がい（複数の障がい）をお持ちの場合は、あてはまる障がい全

ての項目に回答してください。 

なお、以下はあくまで申請者の意向を確認する趣旨で回答いただくものであり、希望された内容を「合理的配慮」とし

て大学が支援を実施できるかどうかは、申請者と後日面談を行い、関係者と協議の上で決定されます。 

申請時点で希望された支援を全て大学が実施することをお約束するものではありません。 

障がいの種類 支援希望内容の詳細 

□視覚障がい 

（全盲・弱視） 

□本人が希望する形式の辞書の使用 

（点字・拡大文字・電子データ等） 

□本人が希望する形式の教科書等の使用

（点字・拡大文字・電子データ・音訳した

もの等） 

□本人が希望する形式のプリント類の使用

（点字・拡大文字・電子データ・音訳した

もの等） 

□本人が希望する形式の構内案内図（校内

説明資料）（点字・拡大文字・触図・音訳

したもの等） 

□授業で板書やビデオ等の視聴覚教材の内

容を説明（読み上げ） 

 

□主に掲示板の内容など、視覚障がい学生が知ってお

くべき情報や本人が必要とする情報を、大学側から

視覚障がい学生に伝達できる体制 

□机に照明器具を設置 

□その他 

 

□聴覚障がい 

（全ろう・難聴） 

□ノートテイカー 

□授業等で使用するビデオ・DVD 等への字

幕表示 

□授業以外の学校行事におけるノートテイ

カー 

□主に放送の内容等、聴覚障がい学生が知

っておくべき情報や本人が必要とする情

報を、大学側から聴覚障がい学生に伝達

できる体制 

□その他 

□肢体障がい 

（車いすを使用

していない場合

も含む） 

□ノートテイカー 

□学内での生活に必要な介助者 

□机や椅子などを使いやすいものに調整 

□アクセスしやすい教室に変更 

 

□その他 

□発達障がい

（※1） 

□本人が希望する形式のプリント類の使用 

（電子データ・拡大文字等） 

□本人が希望する形式の補助機器の使用 

（PC・タブレット等） 

□学習技術の向上を図るための支援 

□レポート課題等の提出期限を考慮 

 

□授業中の、クールダウンのための入退出 

□その他 
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別紙 １ 
障がいの種類 支援希望内容の詳細 

□精神障がい 

（※2） 

□出入口付近等、本人が希望する座席位置

に調整 

□本人が希望する形式の補助機器の使用 

（PC・タブレット等） 

□別室での受講、またはオンラインでの受

講 

□学習技術の向上を図るための支援 

□レポート課題等の提出期限を考慮 

□授業中の、クールダウンのための入退出 

□その他 

 

 

□内部障がい 

（※3） 

□出入口付近等、本人が希望する座席位置

に調整 

□本人が希望する形式の補助機器の使用 

（PC・タブレット等） 

□別室での受講、またはオンラインでの受

講 

□学習技術の向上を図るための支援 

□レポート課題等の提出期限を考慮 

□急な体調の変化や疲労軽減のための、授業中の 

入退出 

□その他 

 

 

 

 

 

 

２ .授業形態別支援 

ご自身が各項目について支援を希望するかどうかチェック☑ を入れて回答してください。また、支援を希望する場合は

その詳細についてあてはまるものにチェック☑ を入れて回答してください。 

なお、以下はあくまで申請者の意向を確認する趣旨で回答いただくものであり、希望された内容を「合理的配慮」とし

て大学が支援を実施できるかどうかは、申請者と後日面談を行い、関係者と協議の上で決定されます。 

申請時点で希望された支援を全て大学が実施することをお約束するものではありません。 

授業形態 支援の希望 支援を希望する場合はその詳細（希望の項目のみ回答） 

一般講義支援 

□希望する 

□希望しない 

□録音機器の使用 

（講義内容の確認・メモ代わりに活

用するなど） 

□録音機器以外の、障がい学生が障

がいを補うために必要な補助機器

の使用 

□講義で使う補助機器や教科書等の

置き場所を確保 

□講義を受けやすい位置などに座席位置を

調整 

□欠席日数を考慮 

□その他 

 

語学授業支援 

□希望する 

□希望しない 

□授業の中で別の課題を与える 

□その他 

 

体育実技支援 

□希望する 

□希望しない 

□体育実技の内容・種目を変更 

□運動器具を工夫する、使いやすい

ものにする 

□体育実技を見学 

□レポートにより代用 

□その他 

実験支援 

□希望する 

□希望しない 

□実験の中で別課題を与える 

□使用する器具を工夫する、 

 使いやすいものにする 

□実験を見学 

□レポートにより代用 

□その他 

実習支援 

□希望する 

□希望しない 

□実習の中で別課題を与える 

□使用する器具を工夫する、 

使いやすいものにする 

□実習を見学 

□レポートにより代用 

□障がい学生が実習可能な実習先に

ついて情報を収集し斡旋 

□実習先に、障がい学生に支援が必要なこ

とを伝達し、合理的支援を実施 

□その他 

 

ディスカッショ

ン・意見発表等

支援 

□希望する 

□希望しない 

□授業の中で別課題を与える 

□障がいを補うために必要な補助機

器の使用 

□その他 

 

（※1）SLD(限局性学習症)、ADHD（注意欠如多動症）、ASD（自閉スペクトラム症・アスペルガー症候群）その他発達障がい 

（※2）うつ病、双極性感情障がい、不安障がい、強迫性障がい、解離性(転換性)障がい、適応障がい、統合失調症、身体表現性障がい、緘黙症、てんかん、高次脳機能障が

い、その他精神障がい 

（※3）心臓機能障がい、じん臓機能障がい、呼吸器機能障心臓機能障がい、じん臓機能障がい、呼吸器機能障がい、ぼうこう・直腸機能障がい、小腸機能障がい、ヒト免疫

不全ウイルスによる免疫機能障がいの６つの障がい 
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（13）高知県立大学における学生の改姓等及び通称名等の使用に関する要綱 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高知県立大学における学生の改姓等及び通称名等の使用に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。 

（１）改姓等 在籍する学生の改姓及び改名をいう。 

（２）通称名等  

  ア 旧姓をいう。 

  イ 戸籍上の氏名に代えて通用しているもの（旧姓を除く。）をいう。 

（通称名等の使用の申出ができる学生） 

第３条 通称名等の使用の申出ができる学生は、次に定めるとおりとする。 

（１）学部生 

（２）大学院生 

（３）高知県立大学学則第53条から第57条までのいずれかに該当する者 

（４）高知県立大学大学院学則第36条から第40条までのいずれかに該当する者 

（通称名等の使用） 

第４条 通称名等を使用できる場合は、次のとおりとする。 

（１）婚姻等により戸籍上の姓名を変更した学生が旧姓を使用する場合 

（２）戸籍上の改名がなされていない学生が病気や障害のために通称名等を使用する場合 

（３）外国籍である学生が住民票に記載されている通称名を使用する場合 

（通称名等の使用ができる文書等） 

第５条 通称名等の使用ができる文書等は、第６条に定める以外の文書等とする。 

（通称名等の使用ができない文書等） 

第６条 通称名等の使用ができない文書等は、次のとおりとする。 

（１）法令等の定めにより通称名等の使用が認められていないもの 

（２）その他通称名等の使用が適切でないと学長が判断したもの 

（改姓等の届出） 

第７条 改姓等を行った学生は、事実が確認できる書類（戸籍抄本等）を添えて、改姓等届（様式１）を学

長に提出しなければならない。 

（通称名等の使用の申出） 

第８条 通称名等の使用を希望する学生は、必要な書類を添えて、通称名等使用申出書（様式２）を学長に

提出しなければならない。 

（通称名等の使用の許可） 

第９条 学長は、通称名等の使用を認めた場合は、通称名等使用許可書（様式３）により、当該学生に通知

する。 

（通称名等の使用の中止） 

第10条 通称名等を使用している学生が、使用を中止する場合、通称名等使用中止届（様式４）を学長に提

出しなければならない。 

（記録） 

第11条 通称名等の使用の申出又は通称名等の使用の中止の届出を受理した場合は、その旨を学籍簿に記載

する。 

（卒業、修了又は退学後の取扱い） 

第12条 卒業、修了又は退学時に通称名等を使用していた学生に係る文書等（第６条に定めるものを除く。）

の申請及び交付については、当該学生が卒業、修了又は退学した後においても、通称名等で行うものとする。 

（通称名等の使用に伴う証明） 

第13条 通称名等の使用に係る戸籍上の氏名との同一性の証明については、当該学生の責任において行うも

のとする。ただし、当該学生からの依頼により、「本学では、通称名等使用を認めている。」旨が記載され

た文書（様式５）を交付することとする。 

（その他） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は学長が別に定める。 

   附 則 

１ この要綱は平成30年12月６日から施行する。 

２ 高知県立大学における学生の改姓等届出及び旧姓使用取扱要綱は、廃止する。 
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 （様式１） 

 

改姓等届 

 

     年   月   日  

 

 高知県立大学長 様 

 

所属        学部       学科  

 

              研究科       専攻  

 

学籍番号 

  

氏 名               

 

 改姓等しましたので、下記のとおり届出ます。 

 

記 

 
１ 戸籍上の氏名（新氏名）   
 

新氏名 
 

（ふりがな） 
 

 
 
２ 旧戸籍上の氏名（旧氏名）  

 
旧氏名 

 

（ふりがな） 
 

 
 
３ 改姓等年月日       （元号）    年    月    日 
 
 
（注） 
 １ 事実が確認できる書類（戸籍抄本等）を添付してください。 

 ２ 旧姓使用を希望する場合は、通称名等使用申出書（様式２）をあわせて提出

してください。 
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（様式２） 

 

通称名等使用申出書 

 

     年   月   日  

 

 高知県立大学長 様 

 

所属        学部       学科  

 

              研究科       専攻  

 

学籍番号 

 

氏 名               

（戸籍抄本等と同じ） 

 

 通称名等を使用したいので、確認書類を添えて下記のとおり申出ます。 

 

記 

 
１ 使用する通称名等 

 
氏 名 

 

（ふりがな） 
 

 
 
 
２ 戸籍上の氏名 

 
氏 名 

 

（ふりがな） 
 

 
 
 
３ 使用理由  ※該当の番号に〇を記入 
１ 旧姓を使用                  （添付書類：戸籍抄本等） 
２ 病気や障害のために通称名等を使用      （添付書類：医師の診断書） 
３ 外国籍である学生が住民票に記載されている通称名を使用（添付書類：住民票） 
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（様式２） 

 

通称名等使用申出書 

 

     年   月   日  

 

 高知県立大学長 様 

 

所属        学部       学科  

 

              研究科       専攻  

 

学籍番号 

 

氏 名               

（戸籍抄本等と同じ） 

 

 通称名等を使用したいので、確認書類を添えて下記のとおり申出ます。 

 

記 

 
１ 使用する通称名等 

 
氏 名 

 

（ふりがな） 
 

 
 
 
２ 戸籍上の氏名 

 
氏 名 

 

（ふりがな） 
 

 
 
 
３ 使用理由  ※該当の番号に〇を記入 
１ 旧姓を使用                  （添付書類：戸籍抄本等） 
２ 病気や障害のために通称名等を使用      （添付書類：医師の診断書） 
３ 外国籍である学生が住民票に記載されている通称名を使用（添付書類：住民票） 

  
 
  

（様式３） 

 

通称名等使用許可通知書 

 

 

     年   月   日  

 

          様 

   

                             高知県立大学長    

 

 

（元号）  年  月  日付けで申出のあった通称名等の使用について、下記

のとおり許可しましたので通知します。 

 

記 

 
１ 使用する通称名等 

  
氏 名 

 

（ふりがな） 
 

 
 
２ 戸籍上の氏名 

 
氏 名 

 

（ふりがな） 
 

 
 
（注） 
 １ 法令等の定めにより通称名等の使用が認められていないものについては戸籍

上の氏名を使用します。 

 

 ２ 各種文書の戸籍上の氏名と通称名等の同一性の証明については、当該学生の

自己責任によるものとします。ただし、「本学では、通称名等の使用を認めて

いる」旨記載された文書（様式５）を交付することは可能ですので、希望する

学生は申出てください。 
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（様式４） 

 

通称名等使用中止届 

 

     年   月   日  

 

 高知県立大学長 様 

 

所属        学部       学科  

 

              研究科       専攻  

 

学籍番号 

 

氏 名               

 

 通称名等の使用を中止したいので、下記のとおり届出ます。 

 

記 

１ 中止する通称名等 
 

氏 名 
 

（ふりがな） 
 

 
 
 
２ 使用する戸籍上の氏名 

 
氏 名 

 

（ふりがな） 
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（様式４） 

 

通称名等使用中止届 

 

     年   月   日  

 

 高知県立大学長 様 

 

所属        学部       学科  

 

              研究科       専攻  

 

学籍番号 

 

氏 名               

 

 通称名等の使用を中止したいので、下記のとおり届出ます。 

 

記 

１ 中止する通称名等 
 

氏 名 
 

（ふりがな） 
 

 
 
 
２ 使用する戸籍上の氏名 

 
氏 名 

 

（ふりがな） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（様式５） 

 

高知県立大学学生の氏名表記について 

 

 

 本学では、学生からの申出により、学生の氏名について戸籍上の氏名でなく通称

名等を使用することを認めており、下記学生の氏名については、学位記を始め各種

文書等（ただし、法令等の定めにより通称名等の使用が認められていないものを除

く。）で通称名等を使用しています。 

 

 

記 

 
使用する通称名等 

 
氏 名 

 

（ふりがな） 
 

 
 
 
戸籍上の氏名 

 
氏 名 

 

（ふりがな） 
 

  
 
 
 
 
 

  年  月  日 
 

 

高知県立大学長  

 
 

 

 

 

 

 

※）この書類は、通称名等を使用する学生から依頼された場合に作成し、交付する

こととする。 
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（14）高知県立大学学生の表彰に関する規程 

 
（目的） 

第１条 高知県立大学学則第42条の規定に基づき、本学学生の表彰に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（表彰の種類及び対象） 

第２条 表彰の種類及び対象は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）大学賞は、当該年度における卒業又は修了する学士課程及び博士課程の学生のうち、大学における学

業成績、論文・学術研究等の成果が特に優れていると認められる者を対象とする。 

（２）学長奨励賞は、２回生以上の学士課程に在籍する学生のうち、大学における学業成績が特に優れてい

ると認められ、かつ、他の学生の模範となる者を対象とする。 

（３）学長賞は、学士課程に在籍する学生又は学生団体のうち、以下のいずれかの要件に該当するものを対

象とする。 

  ア 大学における課外活動の成果が特に顕著であり、かつ、本学の課外活動の振興に功績があったと認

められるもの 

イ 社会活動において特に優れた評価を受け、かつ、本学の名誉を著しく高めたと認められるもの 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、特に優れた業績、功績等があったと認められるもの 

 

（受賞者の選考及び決定） 

第３条 受賞者の選考及び決定は次の各号により行うこととする。 

（１）大学賞については、学部長又は研究科長が、第２条第１項第１号に該当する学生について、事実関係

を整理し、資料を作成して教育研究審議会に提出する。教育研究審議会は、学部長等から推薦された学

生について選考を行い、学長は受賞者を決定する。 

（２）学長奨励賞については、学部長が、第２条第１項第２号に該当する学生について、事実関係を整理

し、資料を作成して学生委員会に提出する。学生委員会は学部長から推薦された学生について選考を行

い、学長は受賞者を決定する。その他詳細については、別に定める。 

（３）学長賞については、学部長等が、第２条第１項第３号に該当する学生又は学生団体について、事実関

係を整理し、資料を作成して学生委員会に提出する。学生委員会は学部長等から推薦された学生又は学

生団体について選考を行い、学長は受賞者を決定する。 

 

（表彰の方法） 

第４条 表彰は、表彰状を授与して行うこととし、あわせて記念品を贈呈する。 

 

附 則 

 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この規程の制定により、高知県立大学学生の表彰に関する申し合わせは廃止する。 

 

附 則 

 

１ この規程は、令和７年４月１日から施行する。 
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（15）高知県立大学における独立行政法人日本学生支援機構大学院第一種奨学金返還免除

候補者選考における申合せ 

 

 （趣旨） 

第１条 この申し合わせは、高知県立大学において独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」という。）

の大学院第一種奨学金の貸与を受けた学生のうち、独立行政法人日本学生支援機構法施行令（平成１６年

政令第２号。以下「施行令」という。）第８条第１項の規定に基づきその奨学金の全部又は一部の返還の免

除を受ける候補者として推薦すべき者（以下「返還免除候補者」という。）の選考に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 （返還免除候補者の選考） 

第２条 返還免除候補者の選考は、施行令第８条第２項の規定に基づく学内選考委員会（以下「委員会」と

いう。）が調査審議して行うものとする。 

２ 返還免除候補者を選考する際は、選考に係る学生の当該大学院における教育研究活動等に関する業績及

び専攻分野に関連した学外における教育研究活動等に関する業績について、機構が定める基準に基づき設

定した別表の評価項目を総合的に評価して行うものとする。 

 （機構への推薦） 

第３条 学長は、前条により選考した返還免除候補者について、博士前期課程及び博士後期課程、博士課程

の別に順位を付し、機構に推薦するものとする。 

 （学内選考委員会） 

第４条 第２条第１項に規定する委員会は、次に掲げる委員で組織する。 

(1) 学長 

(2) 研究科長 

(3) その他委員会が定めるところにより学長が指名する者 

２ 委員会に委員長を置き、委員の互選とする。 

３ 委員長は、委員会を招集し、議長となる。 

４ 委員会の定足数は過半数とし、議事は出席委員の過半数をもって決する。可否同数の場合は議長の決す

るところによる。 

５ 委員会は、第２条第１項の調査審議を行うに当たっては、奨学金の返還免除を受けようとする大学院の

学生の専攻分野に係る教育研究の特性に配慮しなければならない。 

 （事務） 

第５条 返還免除候補者の選考に関する事務は、教育・学生支援部において処理する。 

 （雑則） 

第６条 この申合せに定めるもののほか、返還免除候補者の選考に関し必要な事項は、別に定める。 

 

    附 則 

この内規は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

    附 則 

この内規は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

この申合せは、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

この申合せは、令和６年４月１日から施行する。 
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別 表（第２条第２項関係） 

業 績 の 種 類 機構が定める評価基準 評 価 項 目 

(１) 学位論文その他

の研究論文 

学位論文の教授会での高い評価、関連した研究内容の
学会での発表、学術雑誌への掲載又は表彰等、当該論
文の内容が特に優れていると認められること 

①学位論文が特に優れている 
②学位論文以外の研究論文が特に優れて
いる 

③学会等から賞を受けた 
④学会誌、学術誌に掲載された 
⑤学会で発表され、高い評価をうけた 

(２) 大学院設置基準
（昭和49年文部
省令第 28 号）第
16 条第２項に定
める特定の課題
についての研究
の成果 

特定の課題についての研究の成果の審査及び試験の結
果が教授会等で特に優れていると認められること 

①特定の課題についての研究の成果及び
試験の結果が特に優れていると認めら
れること 

(３) 大学院設置基準
第 16 条の 2 に
定める試験及び
審査の結果 

専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力並びに当
該専攻分野に関連する分野の基礎的素養であって当該
前期の課程において修得し、若しくは涵養すべきもの
についての試験の結果が教授会等で特に優れていると
認められること、又は、博士論文に係る研究を主体的
に遂行するために必要な能力であって当該前期の課程
において修得すべきものについての審査の結果が教授
会等で特に優れていると認められること 

 

(４) 著書、データベ
ースその他の著
作物（第１号及
び第２号に掲げ
るものを除く。） 

前２号に掲げる論文等のほか、専攻分野に関連した著
書、データベースその他の著作物等が、社会的に高い
評価を受けるなど、特に優れた活動実績等として評価
されること 

①専攻分野に関連した著書、データベース
その他の著作物等が、社会的に高い評価
を受けるなど、特に優れた活動実績等と
して評価されること 

(５) 発明 
特 許 ・ 実 用 新 案 等 が 優 れ た 発 明 ･ 発 見 と
して高い評価を得ていると認められること 

①特許（申請中も含む） 
②実用新案（申請中も含む） 

(６) 授業科目の成績 
講義･演習等の成果として、優れた専門的知識や研究能
力を修得したと教授会等で高く評価され、特に優秀な
成績を挙げたと認められること 

①講義、演習等で特に優秀な実績を修めた 
②修業年限の短縮を認められた 

(７) 研究又は教育に
係る補助業務の
実績 

リサーチアシスタント、ティーチングアシスタント等
による補助業務により、学内外での教育研究活動に大
きく貢献し、かつ特に優れた業績を挙げたと認められ
ること 

①リサーチアシスタントによる補助業務 
②ティーチングアシスタントによる補助
業務 

③教育又は研究活動に係るその他の補助
業務 

(８) 音楽、演劇、美術
その他芸術の発
表会における成
績 

教育研究活動の成果として、専攻分野に関連した国内
外における発表会等で高い評価を受ける等、特に優れ
た業績を挙げたと認められること 

①国際コンクールに出場、入賞、受賞 
②全国コンクールに入賞、受賞 
③全国公募展等に入賞、受賞 
④演劇等における公演活動 

(９) スポーツの競技
会における成績 

教育研究活動の成果として、専攻分野に関連した国内
外における主要な競技会などで優れた結果を収める
等、特に優れた業績を挙げたと認められること 

①国際大会に代表として出場、入賞 
②全国大会に上位入賞 

(１０) ボランティア
活動その他の
社会貢献活動
の実績 

教育研究活動の成果として、専攻分野に関連したボラ
ンティア活動等が社会的に高い評価を受ける等、公益
の増進に寄与した研究業績であると評価されること 

①教育研究活動の成果として、専攻分野に
関連したボランティア活動等が社会的
に高い評価を受ける等、公益の増進に寄
与した研究業績であると評価されるこ
と 
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（16） 高知県立大学附属図書館利用細則 

（趣旨） 

第１条 この細則は、高知県立大学図書館運営本部規程第８条の規定に基づき、高知県立大学

附属図書館が管理する図書館及び図書館資料の利用等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（開館日、開館時間及び利用時間) 

第２条 図書館は、次の各号に掲げる日を除き開館するものとする。 

（１）日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日 

（２）年末年始（12 月 29 日から翌年１月３日まで） 

（３）図書の点検、整理日（奇数月第１水曜日及び夏季休業中、冬季休業中又は春季休業中

（以下「夏季等休業中」という。）の一定期間） 

（４）夏季等休業中の土曜日 

（５）高知県立大学附属図書館長(以下「図書館長」という。)が休館を必要と認めた日 

２ 図書館の開館時間は、次の各号に定めるとおりとする。 

（１）高知県立大学附属永国寺図書館(以下「永国寺図書館」という。)は、月曜日から金曜日

までは８時 30 分から 21 時まで、土曜日は９時から 17 時までとする。ただし、貸出手続は閉館

の 10 分前までとする。 

（２）高知県立大学附属池図書館(以下「池図書館」という。)は、月曜日から金曜日までは８

時 30 分から 19 時まで、土曜日は９時から 17 時までとする。ただし、貸出手続は閉館の 10 分

前までとする。 

３ 第３条第１号及び第３号に規定する利用者が、図書館を利用できる時間は、開館時間全て

の時間とする。 

４ 第３条第２号、第４号及び第５号に規定する利用者が開館時間内に図書館を利用すること

ができる時間（以下「利用時間」という。）は、池図書館においては図書館長が、永国寺図書

館においては図書館長及び高知工科大学附属情報図書館長（以下「情報図書館長」という。）

が別に定める。 

５ 第１項から第４項の規定にかかわらず、池図書館においては図書館長が必要と認めたと

き、永国寺図書館においては図書館長及び情報図書館長が必要と認めたときは開館時間及び利

用時間を変更することができる。 

（利用者の範囲) 

第３条 図書館を利用することのできる者は、次の各号に掲げる者とする。 

（１）高知県立大学の教職員、非常勤講師、学生、大学院生、委託生、科目等履修生、外国人

留学生、研究生、特別聴講学生及び特別研究学生 

（２）高知県立大学及び高知短期大学の旧教職員及び卒業生 

（３）高知工科大学の教職員、非常勤講師、学生、大学院生、研究生、科目等履修生、特別科

目等履修学生、特別研究学生及び聴講生 

（４）高知工科大学の旧教職員及び卒業生 
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（５）その他図書館長もしくは情報図書館長が許可した者 

（利用許可証の交付) 

第４条 図書館を利用するには、利用許可証の交付を受けなければならない。 

２ 高知県立大学、高知工科大学が発行する学生証及び職員証は、それぞれ前項の利用許可証

とみなす。 

３ 利用許可証の交付を受けるときは、身分証明書を提示して、係員に申請しなければならな

い。 

４ 図書館を利用する際には、利用許可証を携行し、係員の求めがあったときには掲示しなけ

ればならない。  

５ 利用許可証の記載事項に変更が生じたときは、速やかに届出をしなければならない。   

６ 利用許可証を紛失したときは、速やかに届け出て再交付を受けるものとする。 

（館内利用) 

第５条 館内利用者は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。ただし、図書館長

が別に定めた場合は、この限りではない。 

（１）館内の図書館資料は、自由に利用できる。利用が終わったときは、図書館長が指定する

位置（図書返却棚等）又は元の書架内に速やかに返却すること。 

（２）資料、備品、施設等を損傷しないこと。 

（３）静粛を保つこと。ただし、許可をされた場所の場合は、この限りではない。 

（４）館内の許可された場所及び方法以外での、飲食を行わないこと。 

（５）所持品の管理は、利用者の責任で行うこと。 

（６）資料若しくは備品又は私物を放置しないこと。 

（７）図書館長の許可なく、館内で勧誘、演説、物品の展示若しくは販売又は広告類の掲示若

しくは配布を行わないこと。 

（８）他の利用者の迷惑となる行為を行わないこと。 

（９）図書館の業務を妨げる行為を行わないこと。 

（館外貸出) 

第６条 図書館資料の館外貸出は、次の各号の規定により行う。 

（１）図書館資料に利用許可証を添えて係員に提示し、貸出を受ける。 

（２）図書の貸出期間は、14 日以内とする。ただし、貸出期間が集中講義期間中及び夏季等休

業中であるときは、図書館長は、第３条第１号及び第３号に掲げる学生、教職員について貸出

期間を延長することができる。 

（３）逐次刊行物の貸出期間は、７日以内とする。ただし、最新刊の逐次刊行物は、原則とし

て貸出をしない。 

（４）貸出冊数は、次表のとおりとする。本号の貸出冊数とは、高知県立大学、高知工科大学

の各図書館で貸出する合計の冊数をいう。 
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<通常授業期間> 

  

区分 
学部学生（学部に所属

する委託生等を含む） 

大学院生（大学院に所属す

る科目等履修生等を含む） 

教職

員 

非常

勤講

師 

一般利用者（第 3 条第 2 号、

第 4 号及び第 5 号に掲げる

者） 

貸出

冊数 
10 冊以内 15 冊以内 

10 冊

以内 
5 冊以内 

  

<長期休業期間> 

  

区分 
学部学生（学部に所属

する委託生等を含む） 

大学院生（大学院に所属す

る科目等履修生等を含む） 

教職

員 

非常

勤講

師 

一般利用者（第 3 条第 2 号、

第 4 号及び第 5 号に掲げる

者） 

貸出

冊数 
15 冊以内 20 冊以内 

10 冊

以内 
5 冊以内 

  

（５）図書館資料の貸出の予約又は同一図書館資料の再貸出は、支障のない範囲で行うことが

できる。 

（６）図書館長が必要と認めたときは、貸出図書館資料の冊数の制限又は貸出期間の変更をす

ることができる。 

（返却） 

第７条 利用者は、貸出を受けた図書館資料を所定の貸出期間内に返却しなければならない。 

２ 図書館長が必要と認めたときは、貸出期間内であっても返却を求めることがある。  

３ 図書館資料の返却は、永国寺図書館、池図書館及び高知工科大学附属情報図書館のいずれ

においても行うことができる。 

（図書館資料の分置） 

第８条 研究又は教育上特に必要があると認められる図書館資料は、所定の手続きにより学部

の研究室、資料室等（以下「研究室等」という。）に分置することができる。ただし、図書館

長が必要と認めた場合は、返却を求めることがある。 

２ 分置することができる期間は、原則として、当該年度内とする。ただし、同一図書館資料

の再分置を妨げるものではない。 
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３ 分置することができる冊数は、研究室等ごとに 3,000 冊以内とする。 

４ 研究室等の管理者は、第３条の規定による利用者から分置図書を利用したい旨の申出があ

ったときは、支障のない限り閲覧又は帯出を認めなければならない。 

（館外貸出禁止) 

第９条 辞典、目録、索引類、視聴覚資料その他特に図書館長が指定した図書館資料は、原則

として貸出をしない。 

(保管責任等) 

第１０条 利用者は、貸出を受けた図書館資料の貸出期間を守り、他に転貸してはならない。

また、図書館長は返却期間を過ぎた貸出図書館資料の督促に要した費用について利用者に負担

を求めることができる。 

２ 利用者が、図書館資料を紛失又は損傷したときは、原則としてその損害を賠償するものと

する。 

（文献複写) 

第１１条 図書館の利用者は、教育、研究、調査又は学習上必要があるときは、文献の複写を

することができる。 

２ 利用者は、著作権法を遵守しなければならない。 

３ この細則に定めるもののほか、文献複写に関し必要な事項は、別に定める。 

（相互利用) 

第１２条 当館が所蔵しない図書館資料については、利用者は、図書館を通じて他大学図書館

等へ冊子体等の借用及び資料の送信による利用の申込みができる。借用資料及び送信資料の閲

覧、貸出、複写については、当該他大学図書館等の利用条件を遵守するものとする。 

２ 他大学図書館等から、図書館資料の利用の申込みがあったときは、高知県立大学における

教育及び研究上支障のない限り、これに応じることができる。 

３ 前２項に要する経費は、利用者が負担するものとする。 

（視聴覚機器）  

第１３条 視聴覚機器は、係員の許可及び指示を受けて利用することができる。 

（規則の遵守) 

第１４条 利用者は、図書館の利用に際しては、本細則の各条項を遵守しなければならない。 

２ 本細則に著しく違反する者に対しては、図書館長は図書館の利用を一定期間停止すること

がある。 

３ 前項の措置を講じる場合、図書館長は、別紙様式により通知するものとする。 

（その他) 

第１５条 この細則に定めるもののほか、図書館の利用に関し必要な事項は、図書館長が定め

る。 

附 則 

この細則は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 
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３ 分置することができる冊数は、研究室等ごとに 3,000 冊以内とする。 

４ 研究室等の管理者は、第３条の規定による利用者から分置図書を利用したい旨の申出があ

ったときは、支障のない限り閲覧又は帯出を認めなければならない。 

（館外貸出禁止) 

第９条 辞典、目録、索引類、視聴覚資料その他特に図書館長が指定した図書館資料は、原則

として貸出をしない。 

(保管責任等) 

第１０条 利用者は、貸出を受けた図書館資料の貸出期間を守り、他に転貸してはならない。

また、図書館長は返却期間を過ぎた貸出図書館資料の督促に要した費用について利用者に負担

を求めることができる。 

２ 利用者が、図書館資料を紛失又は損傷したときは、原則としてその損害を賠償するものと

する。 

（文献複写) 

第１１条 図書館の利用者は、教育、研究、調査又は学習上必要があるときは、文献の複写を

することができる。 

２ 利用者は、著作権法を遵守しなければならない。 

３ この細則に定めるもののほか、文献複写に関し必要な事項は、別に定める。 

（相互利用) 

第１２条 当館が所蔵しない図書館資料については、利用者は、図書館を通じて他大学図書館

等へ冊子体等の借用及び資料の送信による利用の申込みができる。借用資料及び送信資料の閲

覧、貸出、複写については、当該他大学図書館等の利用条件を遵守するものとする。 

２ 他大学図書館等から、図書館資料の利用の申込みがあったときは、高知県立大学における

教育及び研究上支障のない限り、これに応じることができる。 

３ 前２項に要する経費は、利用者が負担するものとする。 

（視聴覚機器）  

第１３条 視聴覚機器は、係員の許可及び指示を受けて利用することができる。 

（規則の遵守) 

第１４条 利用者は、図書館の利用に際しては、本細則の各条項を遵守しなければならない。 

２ 本細則に著しく違反する者に対しては、図書館長は図書館の利用を一定期間停止すること

がある。 

３ 前項の措置を講じる場合、図書館長は、別紙様式により通知するものとする。 

（その他) 

第１５条 この細則に定めるもののほか、図書館の利用に関し必要な事項は、図書館長が定め

る。 

附 則 

この細則は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この細則は、平成 25 年 9 月 13 日から施行する。 

附 則 

この細則は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この細則は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この細則は、平成 29 年 7 月 1 日から施行する。 

附 則  

１ この細則は、平成 31 年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行に伴い、高知県立大学総合情報センター池図書館資料等利用細則(平成 23 年

４月１日施行)は廃止する。 

附 則 

１ この細則は、令和元年 10 月１日から施行する。 

２ この細則の施行前に交付された貸出券は、本細則第４条の規定により交付された利用許可証

とみなす。 

３ 平成 23 年 3 月 31 日現在において県立大学の設置及び管理に関する条例（昭和 28 年条例第

40 号）に基づき設置された高知女子大学（以下「高知女子大学」という。）に在籍していた旧

教職員及び卒業生は，本細則第３条第２号に掲げる者とみなして本細則を適用する。 

附 則 

この細則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この細則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この細則は、令和６年４月１日から施行する。 
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（17）高知県公立大学法人情報システム利用規程 

 
（目的） 

第１条 この規程は、高知県公立大学法人セキュリティ対策基本規程第１４条の規定に基づ

き、高知県公立大学法人（以下「本法人」という。）における情報システムの利用に関する

事項を定め、情報セキュリティの確保と情報システムの円滑な利用に資することを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語は、それぞれ当該各号の定めるところによ

る。 

（１）対策基本方針 

本法人が定める「高知県公立大学情報セキュリティ対策基本方針」をいう。 

（２）対策基本規程 

  本法人が定める「高知県公立大学法人情報セキュリティ対策基本規程」をいう。  

（３）法人情報システム 

  本法人が設置若しくは契約により使用又は提供を受けている情報ネットワーク、情報機

器及び情報システムをいう。 

（４）利用者  

  教職員等及び学生等で、法人情報システムを利用する許可を受けて利用する者をいう。 

（５）臨時利用者 

  教職員等及び学生等以外の者で、法人情報システムを臨時に利用する許可を受けて利用

する者をいう。 

（６）利用者等 

  利用者及び臨時利用者のほか、法人情報システムを取り扱う者をいう。 

（７）統一アカウント 

  本法人の統一認証に対応した情報システムの利用に当たって用いるアカウントをいう。

その他、本法人が契約し外部委託したシステム及びサービス利用のためのアカウントも含

むものとする。  

（８）「IC カード」 

  教員証、職員証、学生証並びに法人及び各大学が発行するユーティリティカードをい

う。  

（９）「情報機器」 

  コンピュータ及び外付けハードディスクや複合機等の周辺機器をいう。 

（１０）インシデント 

  情報システムやネットワークの機能不全や障害等による「物理的インシデント」、ネッ

トワークや情報システムの稼動妨害行為による「セキュリティインシデント」及びネット

ワークを利用した情報発信による著作権侵害行為等の他人の権利侵害行為等の「コンテン

ツインシデント」をいう。 

（１１）その他の用語の定義は、対策基本方針及び対策基本規程で定めるところによる。 

（適用範囲） 

第３条 この規程は法人構成員および別途定める手続きにより許可を受けて法人情報システム

を利用する者に適用する。 

（遵守事項） 

第４条 法人情報システムの利用者は、本規程のほか、高知県個人情報保護条例及びこれらに

基づく関係法令等を遵守しなければならない。 

（統一アカウントの交付） 

第５条 利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合に、統一アカウントの交付を受けるこ

とができる。 

（１）利用者が、高知県立大学又は高知工科大学の学生として入学した場合 
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（２）利用者が、職員として法人に勤務する場合 

（３）管理運営部局に申請を行い、許可を受けた場合 

（４）その他、特別な事由により理事長が認めた場合 

（認証情報の管理） 

第６条 利用者は、統一アカウントの管理に際して次の各号を遵守しなければならない。 

（１）利用者は、自己のアカウントを他の者に使用させてはならない。 

（２）利用者は、自己のアカウントのパスワードを他の者に教えてはならない。 

（３）利用者は、他の者のアカウントを使用してはならない。 

（４）利用者は、統一アカウントを利用して、学外から法人情報システムにアクセスする場合に

は、定められた手順に従ってアクセスしなければならない。また、統一アカウントの漏えい

が発生しないよう管理しなければならない。 

（５）利用者は、統一アカウントを他者に使用され又はその危険が発生した場合には、直ちに管

理運営部局にその旨を報告しなければならない。 

（６）利用者は、統一アカウントを有効期限の範囲内で使用できることとし、有効期限の延長が

必要な場合は、管理運営部局に届け出なければならない。ただし、特段の事情により理事長

が認めた場合は、この限りでない。 

２ 利用者は、IC カードの管理に際して次の各号を遵守しなければならない。 

（１）IC カードを本人が意図せずに使われることのないように安全措置を講じて管理しなければ

ならない。 

（２）IC カードを他者に貸与してはならない。 

（３）IC カードを紛失しないように管理しなければならない。紛失した場合には、直ちに管理運

営部局にその旨を報告しなければならない。 

（４）IC カードの有効期間が満了した場合には、遅滞なくこれを管理運営部局に返還しなければ

ならない。ただし、特段の事情により理事長が認めた場合は、この限りでない。 

（５）IC カードの有効期限の延長を希望する場合は、管理運営部局に届け出なければならない。 

（情報機器の利用） 

第７条 利用者は、様々な情報の作成、利用又は保存等のための情報機器の利用に当たっては

次の各号に従わなければならない。 

（１）利用者は、本法人の情報ネットワークに新規かつ固定的に情報機器を接続しようとする場

合は、管理運営部局に接続の許可を得なければならない。ただし、管理運営部局があらかじ

め指定した方法により、情報コンセントや無線 LAN から法人の情報ネットワークに接続する

場合はこの限りではない。 

（２）利用者は、前号により許可を受けた情報機器の利用を取りやめる場合には管理運営部局に

届け出なければならない。 

（３）情報機器が認証システム及びログ機能を備えている場合には、それらの機能が設定され動

作していなければならない。不正ソフトウェア対策機能が提供されている機器にあっては、

その機能を最新の状態に保ち、システムを保護しなければならない。 

（４）情報機器は脆弱性を持たないよう可能な限り最新の状態で使用しなければならない。 

（５）利用者は、情報漏えいを発生させないように対策し、情報漏えいの防止に努めなければな

らない。 

（６）利用者は、情報機器の紛失又は盗難を発生させないように注意しなければならない。 

（７）情報機器の紛失又は盗難が発生した場合は、速やかに管理運営部局に届け出なければなら

ない。 

（制限事項） 

第８条 利用者は、法人情報システムについて次の各号に定める行為を行おうとする場合には

理事長の許可を受けなければならない。 

（１）ファイルの自動公衆送信機能を持ったファイル交換ソフト等を、教育・研究目的で利用す

る行為 

（２）不正ソフトウェアに類似したコードやセキュリティホール実証コードを、教育・研究目的

で作成、所持、使用又は配布する行為 
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（３）ネットワーク上の通信を監視する行為 

（４）法人の情報機器の利用情報を取得する行為又は法人情報システムのセキュリティ上の脆弱

性を検知する行為 

（５）法人情報システムの機能を著しく変える可能性のあるシステムの変更 

（禁止事項） 

第９条 利用者は、法人情報システムについて、次の各号に定める行為を行ってはならない。 

（１）当該情報システム及び情報について定められた目的外の利用 

（２）あらかじめ指定されたシステム以外の法人情報システムを法人に所属する者以外の者に利

用させる行為 

（３）守秘義務に違反する行為 

（４）差別、名誉毀損、侮辱、ハラスメントに当たる行為 

（５）個人情報やプライバシーを侵害する行為 

（６）前条に該当しない不正ソフトウェアの作成、所持及び配布行為 

（７）著作権等の財産権を侵害する行為 

（８）通信の秘密を侵害する行為 

（９）営利を目的とした法人情報システムの利用 

（１０）過度な負荷等により法人情報システムの円滑な運用を妨げる行為 

（１１）不正アクセス禁止法に反する行為又はこれに類する行為 

（１２）その他法令に基づく処罰の対象となる行為 

（１３）上記の行為を助長する行為 

（違反行為への対処） 

第１０条 利用者の行為が前条に掲げる事項に違反すると疑われる行為が認められたときは、

部門実施責任者は、速やかに調査を行い、事実を確認するものとする。事実の確認に当たっ

ては、可能な限り当該行為を行った者の意見を聴取しなければならない。 

２ 部門実施責任者は、上記の措置を講じたときは、遅滞無く部門統括責任者にその旨を報告

しなければならない。 

３ 調査によって違反行為が判明したときは、部門実施責任者は、次の各号に掲げる措置を講

ずることを指示又は CISO を通じて依頼することができる。 

（１）当該行為者に対する当該行為の中止命令 

（２）管理運営部局に対する当該行為に係る情報発信の遮断命令 

（３）管理運営部局に対する当該行為者のアカウント停止又は削除命令 

（４）その他、法人規程等に基づく措置 

４ 法人本部における第１項から前項までの事務は、法人本部長に執行させる。 

（電子メールの利用） 

第１１条 電子メールの利用に関し必要な事項は、別に定める。 

（ウェブの公開） 

第１２条 ウェブの公開に関し必要な事項は、別に定める。 

（法人外からの法人情報システムの利用） 

第１３条 利用者は、法人外からの法人情報システムへのアクセスにおいて、次の各号に従わ

なければならない。 

（１）利用者は、法人外から統一アカウントを使って法人情報システムへアクセスする場合に

は、定められた手順に従って利用しなければならない。 

（２）利用者は、アクセスに用いる情報システムを他者に利用させてはならない。 

（安全管理義務） 

第１４条 利用者は、自己の管理する情報機器について、法人情報ネットワークとの接続状況

に関わらず、安全性を維持する一次的な責任者となることに留意し、次の各号に従って利用

しなければならない。 

（１）ソフトウェアの状態及び不正ソフトウェア対策機能を最新の状態に保つこと。 

（２）不正ソフトウェア対策機能により不正プログラムとして検知されるファイル等を開かない

こと。 
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（３）不正ソフトウェア対策機能の自動検査機能を有効にすること。 

（４）不正ソフトウェア対策機能により定期的にすべての電子ファイルに対して、不正プログラ

ムが存在しないことを確認すること。 

（５）外部からデータやソフトウェアを情報機器に取り込む場合又は外部にデータやソフトウェ

アを提供する場合には、不正ソフトウェアが存在しないことを確認すること。 

（６）常に最新のセキュリティ情報に注意し、不正ソフトウェア感染の予防に努めること。 

(インシデント対応) 

第１５条 利用者は、法人情報システムの利用に際して、インシデントを発見したときは、速

やかに管理運営部局に連絡又は通報しなければならない。 

附 則 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則  

 この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則   

 この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則   

 この規程は、令和６年４月１日から施行する 

 



160

 

（18）高知県公立大学法人施設管理規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、高知県公立大学法人（以下「法人」という。）高知県立大学及び高

知工科大学の校舎等の諸施設（その附属工作物及び敷地を含む。以下「諸施設」という。）

の安全及び秩序を維持し、もって業務の円滑な遂行を図るため、別に定めるもののほか、

諸施設の管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（事務の総括） 

第２条 法人本部長は、この規程による諸施設の管理に関する事務を総括する。 

２ 法人本部長は、諸施設の管理に関し必要があると認めるときは、実地に調査し、又は

施設管理責任者若しくは室管理者に対し、報告を求め、若しくは必要な指示をすることが

できる。 

（施設管理責任者） 

第３条 諸施設の管理を行わせるため、施設管理責任者を置く。 

２ 施設管理責任者は、別に定める。 

３ 施設管理責任者に事故があるとき、施設管理責任者が欠けたとき、その他施設管理責

任者がその職務を遂行することができないときは、あらかじめ施設管理責任者の指定する

職員がその職務を行う。 

（室管理者） 

第４条 諸施設の室の管理を行わせるため、室管理者を置く。 

２ 室管理者は、別に定める。 

３ 室管理者は、諸施設の管理について施設管理責任者に協力するとともに、その管理す

る室に係る次の業務を行う。 

（１）清潔の保持及び整理 

（２）火災及び盗難の防止 

（３）前２号に掲げるもののほか、安全及び秩序の維持に関すること。 

４ 室管理者に事故があるとき、室管理者が欠けたときその他室管理者がその職務を遂行

することができないときは、あらかじめ室管理者の指定する職員がその職務を行う。 

（火元責任者） 

第５条 各室（学生の使用場所を含む。）の火元責任者は別に定めるものとする。 

２ 火元責任者の氏名は、室外に掲示しなければならない。 

（職員の協力） 

第６条 職員は、諸施設内の清潔の保持、整理、火災及び盗難の防止その他諸施設内の安

全及び秩序の維持について、施設管理責任者及び室管理者に協力するものとする。 

（禁止行為） 

第７条 何人も諸施設内において、次に掲げる行為をしてはならない。 

（１）威力を示し、気勢をあげ、又は大きな声若しくは音を立て、他人に不快感又は嫌悪

感を与えること。 

（２）面接の強要、乱暴な言動等により業務の円滑な遂行を妨げること。 
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（３）座り込み、立ちふさがり、練り歩きその他円滑な通行を妨げること。 

（４）諸施設若しくは諸施設内の物件を損傷し、又はその正常な効用を害すること。 

（５）正当な理由なく火薬類その他の危険物を持ち込むこと。 

（６）正当な理由なくものを放置すること。 

（７）許可なく道路交通法第２条第９号の自動車（二輪の車を除く。）を諸施設内に乗り

入れること。 

（８）前各号に掲げるもののほか、法令に違反し、又は業務の円滑な遂行を妨げること。 

（使用手続） 

第８条 諸施設を使用するときは、事務局に（学生は学生支援を所管する部署を通じて）

願い出なければならない。 

（集団陳情等の制限等） 

第９条 施設管理責任者は、諸施設の管理上必要があると認めるときは、集団で陳情等を

行おうとする者に対して、陳情等を行う者の人数若しくは時間を制限し、又は陳情等を受

ける場所を指定することができる。 

（諸施設内からの退去等） 

第１０条 施設管理責任者は、次に掲げる者に対して、諸施設内からの退去又は物件の撤

去を命ずることができる。 

（１）立ち入ることを禁止されている場所に立ち入った者 

（２）第７条の規定に違反した者 

（３）第９条の規定に基づく制限又は指定に従わなかった者 

２ 施設管理責任者は、前項の規定に基づく物件の撤去命令に従わない者があるときは、

その者に代わって、当該物件を撤去することができる。 

３ 室管理者は、その管理する室内において、第１項各号に掲げる者に対して、当該室内

からの退去を要求し、又は違反に係る物件の撤去を命じ、その者が当該物件の撤去命令に

従わないときは、その者に代わって、当該物件を撤去することができる。 

４ 施設管理責任者及び第３条第３項の施設管理責任者の指定する職員がその職務を遂

行することができないときは、室管理者又は第４条第４項の室管理者の指定する職員が、

その管理する室内において第７条に掲げる行為を行う者に対して、諸施設内からの退去を

命ずることができる。 

（出入口の開閉） 

第１１条 諸施設の建物の出入口の開閉については、施設管理責任者が別に定める。 

（終業時刻以後等の学生の手続） 

第１２条 学生が終業時刻以後に諸施設内に留まるとき、又は休日に登校するときはあら

かじめ事務局に届け出て承認を得なければならない。特に実験・実習等のため居残るとき

は、指導教員の承認を得て届け出るものとする。ただし、緊急やむを得ないときは警備員

に届け出るものとする。 

（終業時刻以後等の職員の手続） 

第１３条 職員が終業時刻以後に居残るとき又は休日に勤務又は研究のため登校したと

きは、警備員に届け出なければならない。 
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（時間外の出入りの手続） 

第１４条 出入口が閉じられている時間に諸施設の建物に出入りしようとする者は、当該

建物の警備員に必要な事項を告げて、その許可を受けなければならない。 

 

附 則 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則   

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則   

 この規程は、令和６年４月１日から施行する。 
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（19）高知県公立大学法人防火・防災対策規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、高知県公立大学法人（以下「法人」 という。）、高知県立大学及び高

知工科大学（以下「大学」という。）における防火・防災の管理について必要な事項を定め、

火災、震災及びその他の災害の予防、人命の安全の確保及び被害の発生の防止を図るものと

する。 

（防火・防災管理の統括） 

第２条 理事長は、法人の防火・防災管理に関する業務を統括する。 

（管理権原者） 

第３条 消防法（昭和 23 年法律第 186 号。以下「法」という。）第８条第１項の防火対象物

の管理について権原を有する者（以下「管理権原者」という。）は、次表のとおりとする。 

管理権原者 管理キャンパス 

理事長 永国寺キャンパス 

高知県立大学学長 池キャンパス 

高知工科大学学長 香美キャンパス 

（防火管理者及び防災管理者） 

第４条 管理権原者は、前条の表の右欄で示すキャンパスに、法第８条第１項の防火管理者及

び法第３６条第１項の防災管理者を置く。 

２ 前項の防火管理者及び防災管理者（以下「防火・防災管理者」という。）は、池キャンパ

ス及び香美キャンパスにおいては当該大学の事務局長が、永国寺キャンパスにおいては法人

本部長が務めるものとする。 

３ 前項に掲げる者が消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号。以下「令」という。)第３条又

は第４７条に定める資格を有しないときは、その資格を取得するまでの期間に限り、令第３

条第２項の規定に基づき所属職員の中から管理権原者が定めることができる。 

（防火・防災管理者の業務） 

第５条 防火・防災管理者は、次の業務を行うものとする。 

（１）消防計画の作成 

（２）消防計画に基づく消火、通報及び避難訓練の実施 

（３）消火器具類の点検及び整備 

（４）火災予防上の自主検査及び火気の使用又は取扱いに関する監督 

（５）避難上又は防火・防災上必要な設備の維持管理及び収容人数の管理 

（６）その他防火・防災管理上必要な業務 

（防火管理業務の一部委託） 

第６条 防火管理業務の一部委託については、次のとおりとする。 

（１）委託を受けて防火管理業務に従事する者は、この規程に定めるところにより、管理権

原者及び防火・防災管理者の指示及び指揮命令の下に適正に業務を行う。 

（２）受託者は、受託した防火管理業務について、定期的に防火・防災管理者に報告する。 
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（防火・防災担当責任者及び火元責任者） 

第７条 防火・防災管理者の業務を補助するため、防火・防災担当責任者及び火元責任者を置

く。 

２ 防火・防災担当責任者及び火元責任者については、キャンパスごとに別に定める。 

（自衛消防組織の設置） 

第８条 管理権原者は、火災等災害による被害を最小限度にとどめるため、各キャンパスに自

衛消防組織を置く。 

２ 自衛消防組織の任務及び編成は、消防計画に定める。 

（防火・防災教育） 

第９条 防火・防災教育は、次のとおり実施する。 

（１）自衛消防組織の周知徹底を図る。 

（２）防火・防災管理上の必要な事項を教育する。 

（３）火災・地震対策として、使用火気の消火及び避難予定地等を周知する。 

（訓練の実施） 

第１０条 防火・防災管理者は、消火・通報及び避難誘導等の訓練を年に１回以上実施しなけ

ればならない。 

（消防用設備等の点検・報告） 

第１１条 防火・防災管理者は、消防用設備について定期的に点検し、その結果を各キャンパ

スを所轄する消防署長に報告するものとする。 

（その他） 

第１２条 防火・防災管理について必要な事項は、この規程に定めるもののほか、別に定める。 

 

附 則 

 この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則  

 この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則  

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則  

 この規程は、平成２９年１０月１８日から施行する。  

附 則  

  この規程は、令和２年４月１日から施行する。  
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12 会  則 

（１） 高知県立大学後援会会則 

 

第１条 この会は、高知県立大学後援会という。 

第２条 この会は、高知県立大学の教育方針に協力し、その健全な発展のため、学生の勉学及び課外活動等

の援助を行うとともに会員相互の連帯感を強め大学の発展に寄与することを目的とする。 

第３条 この会は、高知県立大学の学生の保護者及び有志をもって組織する。 

第４条 この会の事務所は、高知県立大学内におく。 

第５条 この会の経費は会費、寄付金及びその他の収入をもってこれを支弁する。 

第６条 この会に、次の役員をおき、任期を２年とし、再任を妨げない。ただし、補充就任のときは前任者

の残任期間とする。 

会  長  １ 名 

副 会 長  ３ 名 

理  事  若干名 

監  事  ２ 名 

第７条 会長は理事会で選出する。 

２ 副会長は理事の中から会長が指名する。ただし、１名は高知県立大学学生部長をもってこれに充てる。 

３ 理事及び監事は、会長が委嘱する。 

４ 本会に事務局をおき、職員は会長が委嘱する。 

第８条 会長はこの会を統理し、会議の議長となる。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときはこれを代理する。 

３ 理事は、重要事項を協議する。 

４ 監事は、会計の事務を監査し、理事会にその意見を報告し、理事会に出席して、会計及びこの会の事業

の執行、運営等に関し意見を述べることができる。 

第９条 この会に、顧問若干名をおき理事会の決議により会長が委嘱する。 

第 10 条 この会に会長、副会長及び理事で構成する理事会をおき、次の事項について協議し、決定する。 

（１） この会の歳入歳出予算及び決算 

（２） 会則並びに諸規定の制定改定 

（３） 事業及びその実施方法 

（４） 役員の選出 

（５） その他の重要な事項 

第 11 条 理事会は、会長が招集し、出席者の過半数をもって決議するものとする。ただし、緊急に決定が必

要な場合には、会長が顧問の意見を聞き専決することができる。なお、この場合には、専決後最も早く開

催される理事会に報告し、承認を得るものとする。 

第 12 条 この会の会員は、次の３種とする。 

ア 普通会員 学生の保護者 

イ 特別会員 有志者 

ウ 名誉会員 功労者にして理事会の推薦したもの 

第 13 条 本会員の会費を次のとおり定める。 

ア 普通会員 学生一人につき(就学全期間) 

普通会費 学生の就学年限の年数に 9,000 円を乗じた金額 

入 会 費 15,000 円 ただし、本学に在籍する学生が引き続き本学の大学院に入学した場合は徴収

しない。 

イ 特別会費 一時金 1,000 円以上 

２ 普通会費及び入会金は、入会のとき納付しなければならない。 

第 14 条 この会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月 31 日に終わるものとする。 
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第 15 条 特に必要がある場合は、理事会の承認を得て支部を設けることができる。 

２ 支部に支部長をおく。 

３ 支部長は第７条第２項の規定にかかわらず理事となるものにする。 

４ 支部に関する規定は会長が別に定める。 

 

 

  附 則 

この会則は、平成 23 年４月１日より適用する。 
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（２）高知県立大学同窓会しらさぎ会会則 

 

(名称) 

第１条 この会は、しらさぎ会（以下「本会」という）と称する。 

(目的) 

第２条 本会は、会員相互の親睦向上を図り母校の発展に貢献し、社会文化の進展に寄与することを目的と

する。 

(事業) 

第３条 本会は、その目的を達成するために次の事業を行う。 

（１）会員の名簿の作成及び会報の発行 

（２）その他母校の発展に関する適切な事業 

(会員) 

第４条 本会は次の会員をもって組織する。 

 普通会員 高知県立女子専門学校卒業者、高知女子大学卒業者(２年修了者を含む)及び高知女子大学大学

院研究科修了者、高知県立大学卒業者及び高知県立大学大学院研究科修了者 

 特別会員 高知県立大学(高知女子大学及び女子専門学校を含む)現教職員及び旧教職員 

 準会員  高知県立大学及び高知県立大学大学院研究科の学生 

(事務局) 

第５条 本会は、事務局を高知県立大学内におく。 

(役員) 

第６条 本会に次の役員をおく。 

（１）理事は 15 名以内とする。 

理事は会長１名、副会長２名、業務担当理事(支部担当、広報担当、事業担当、会計担当、書記担当を

含む)とする。 

（２）監事２名とする。 

２ 本会に名誉会長をおく。名誉会長は、高知県立大学長とする。 

３ 本会に顧問をおく。特別会員の中から会長が委嘱する。 

(役員の任期) 

第７条 任期は２ヵ年とし、再任を妨げないが、３期を限度とする。任期の途中で交代した場合は前任者の

残任期間とする。 

２ 会長の任期は、２期を限度とする。 

(役員の選任) 

第８条 会長、副会長及び理事、監事は、推薦委員会から推薦された候補者を総会において選任する。 

２ 理事・監事は相互にこれを兼ねることはできない。 

(役員の職務権限) 

第９条 会長は、本会を統括し本会を代表する。 

２ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代行する。 

３ 理事は会務を評議して企画運営業務執行にあたる。 

４ 会計担当理事は、会計に関する庶務を、支部担当理事は支部に関する会務を、広報担当理事は広報に関

する庶務を、事業担当理事は事業に関する会務を、書記担当理事は会議の記録に関する会務を担当する。 

５ 監事は会計及び本会の運営全般について監査を行う。 

(職員) 

第 10 条 本会に職員を置くことができる。 

(会議) 

第 11 条 会議は総会及び理事会の２種類とする。 

２ 理事会は必要に応じて開催し、次の事項について協議し、決定する。 

（１）同窓会運営に関する諸計画と実施方法 

（２）会報の作成 

（３）総会より委任された事項 
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（４）必要と認めた事業について、小委員会を置くことができる 

（５）その他の重要事項 

第 12 条 総会は、理事及び監事、代議員をもって構成し、定期総会並びに臨時総会とする。 

２ 定期総会は、毎年 5 月に開催する。 

３ 臨時総会は、理事会が必要と認めたとき及び会員の 100 名以上から会議の目的たる事項を示して請求の

あったとき開催する。 

(会議の招集) 

第 13 条 会議は会長が招集する。 

(会議の定足数) 

第 14 条 総会は、理事及び監事、代議員の過半数の出席をもって成立し、出席者の過半数の承認をもって議

決する。 

２ 可否同数の場合は、議長がこれを決する。 

(議長の選出) 

第 15 条 総会の議長は、当日出席者の中から選出する。 

(総会の議決事項) 

第 16 条 総会は、次の事項を審議し議決する。 

（１）事業及び決算報告 

（２）事業案及び予算案 

（３）会則の改正 

（４）本部役員の選出 

（５）その他の重要事項 

(支部の設置) 

第 17 条 本会は必要な地に支部を設置することができる。 

２ 支部の運営については支部の決するところによる。 

３ 各支部より最低 1 名の代議員を選出する。会員数が多数の場合は、概ね 300 人につき１名の割合で代議

員を選出することができる。各支部の代議員はしらさぎ会総会の決議権を有する。 

４ 支部の活動につき、予算の範囲内で本部より活動費を補助する。 

(会計及び資産) 

第 18 条 本会の運営は、会費及び寄付金等の収入をもって充てる。 

２ 普通会員は入学の際に終身会費として 15,000 円を納入しなければならない。またその理由が認められた

場合のみ在学中に納めることができる。 

３ 本会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

第 19 条 理事会が必要と認めたときは、総会の決議を経て基金を設けることができる。 

２ 基金に関する事項については、別途定める基金規程による。 

(推薦委員会) 

第 20 条 本会に推薦委員会をおく。 

２ 推薦委員会は理事及び監事の推薦に関する事項をつかさどる。 

３ 推薦委員は理事会で協議し会長が委嘱する。 

４ 推薦委員の任期は委嘱された日から２年後の総会の日までとする。 

５ 推薦委員の中から委員長１名を推薦委員の互選によって選任する。 

６ 会長、副会長及び理事、監事候補者を推薦しようとする場合は、あらかじめ本人の承諾を得て推薦しな

ければならない。 

７ 会長、副会長及び理事、監事に立候補しようとする場合は、会員５名以上の推薦を受けて総会の３ヵ月

前までに推薦委員会に届けなければならない。 

８ 任期満了を満たないで辞任を希望する理事及び監事は会長までその旨を伝えなければならない。 

 

昭和 26 年 8 月 25 日発足 

附則 

昭和 33 年 3 月改正 

昭和 39 年 3 月改正 
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昭和 45 年 4 月改正 

昭和 51 年 4 月改正 

昭和 58 年 4 月 16 日改正 

昭和 63 年 4 月 16 日改正 

平成 10 年 4 月改正 

平成 22 年 5月 5 日改正 

平成 23 年 4月 1 日改正 

平成 24 年 4月 1 日改正 

平成 27 年 5 月 16 日改正 

平成 30 年 5 月 19 日改正 

令和元 年 5月 18 日改正 

 

 

 

高知県立大学同窓会事務局 

 〒780‐8515 高知県高知市永国寺町 2－22 高知県立大学内 

        高知県立大学同窓会 しらさぎ会 
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看護学専攻（博士前期課程）

職名

教授

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

准教授

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

助教授

〃

特任教授

特任准教授

Ⅵ　教員名簿

看護学研究科

氏　名 担当科目

職　　　名 氏　　　名

田 井 雅 子

田 井 雅 子

ケア論、慢性看護ケア研究、慢性看護方法論、慢性看
護学実践演習ほか

大 川 宣 容

久 保 田 聰 美
看護マネジメント論、看護管理論、システム経営管理
論、看護管理の動向と展望ほか

研究科長

クリティカルケア看護方法論、クリティカルケア看護
学実践演習ほか

グローバルヘルス論、感染症看護セミナー、災害看護
活動論（準備期）ほか

石 川 麻 衣
地域看護論、地域ケアシステム論、地域看護展開論、
看護学基盤論ほか

看護研究と実践、こころの発達、小児看護論ほか

池 添 志 乃

看護学基盤論、看護研究と実践、共創看護学セミナー
ほか

看護理論と実践、看護学基盤論、学校保健研究ほか

内 田 雅 子

高 谷 恭 子

嶋 岡 暢 希

家族看護論、家族看護方法論、家族看護学実践演習ほ
か

青 木 早 苗
看護理論と実践、がん看護論、がん看護方法論、がん
看護学実践演習

島 本 亮 フィジカルアセスメント特論、がん病態生理学ほか

女性健康支援論、子育てケア包括支援論、母性・助産
看護ケア研究ほか

在宅看護方法論、在宅看護展開論、在宅看護学実践演
習ほか

有 田 直 子
看護コンサルテーション論、小児看護方法論、小児看
護学実践演習ほか

木 下 真 里

瓜 生 浩 子

岩 﨑 順 子

小 澤 若 菜 地域ケア研究

女性健康支援論、子育て包括ケアシステム論、母性・
助産看護ケア研究ほか

村 川 由 加 理
クリティカルケア看護方法論、クリティカルケア看護
学実践演習ほか

畠 山 卓 也
精神看護対象論、精神看護学実践演習、精神看護ケア
研究ほか

看護情報学Ⅰ・Ⅱ

池 内 香

立 木 隆 広

学際的研究方法

川 上 理 子

データ分析方法論Ⅰ、疫学研究方法論、保健学研究ほ
か

小 林 秀 行

中 井 寿 雄
環境衛生看護セミナー、災害看護管理セミナー、災
害・国際看護ケア研究

飯 髙 伸 五

精神看護方法論、精神看護展開論、精神看護学実践演
習ほか

畦 地 博 子

源 田 美 香

精神看護学実践演習

家族看護方法論Ⅰ・Ⅱ、家族看護実践論Ⅰ、
家族看護学実践演習

竹 﨑 久 美 子 老人看護ケア研究

高 山 良 子
看護倫理、がん看護方法論Ⅱ、がん看護方法論Ⅲ、
がん看護学実践演習ほか
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職名 担当科目

教授 がん看護学Ⅰ・Ⅱ、看護学特別研究

〃
理論看護学Ⅰ、看護学研究方法Ⅰ、インディペンデン
トスタディ、共創看護学Ⅰ・Ⅱ、看護学特別研究

〃 看護学研究方法Ⅱ、地域看護学Ⅰ・Ⅱ

〃
インディペンデントスタディ、理論看護学Ⅰ、学校保
健学Ⅰ・Ⅱ、看護学特別研究

〃 成人看護学Ⅰ・Ⅱ、看護学特別研究

〃 看護倫理学、家族看護学Ⅰ・Ⅱ、看護学特別研究

〃 看護倫理学、成人看護学Ⅰ・Ⅱ、看護学特別研究

〃
プロフェッショナルライティング、インディペンデン
トスタディ、災害・国際看護学Ⅰ・Ⅱ、看護学特別研
究

〃
インディペンデントスタディ、看護経営管理学Ⅰ・
Ⅱ、看護学特別研究

〃
医学研究方法、看護病態生理学Ⅰ・Ⅱ、看護学特別研
究

〃
看護学研究方法Ⅰ、インディペンデントスタディ、精
神看護学Ⅰ・Ⅱ、看護学特別研究

〃 小児看護学Ⅰ・Ⅱ

〃 看護学研究方法Ⅱ

特任教授 老人看護学Ⅰ・Ⅱ

共同災害看護学専攻（博士課程）

職名 担当科目

教授
インターンシップⅠ･Ⅱ、インディペンデントスタ
ディ、博士論文

看護学専攻（博士後期課程）

氏名

池 添 志 乃

畦 地 博 子

青 木 早 苗

石 川 麻 衣

氏名

木 下 真 里

竹 﨑 久 美 子

内 田 雅 子

瓜 生 浩 子

大 川 宣 容

田 井 雅 子

久 保 田 聰 美

木 下 真 里

島 本 亮

高 谷 恭 子

立 木 隆 広
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看護学研究科 非常勤講師

看護学専攻（博士前期課程）

目科当担名氏名職

非常勤講師 池 田 幸 雄 在宅療養診断治療学Ⅰ、家族看護対象論

〃 石 松 一 真 最新専門看護実践講座Ⅰ

〃 浦 田 奈 生 子 小児診断治療学Ⅰ

〃 大 江 理 英 最新専門看護実践講座Ⅰ

〃 大 村 誠 環境防災学

〃 尾 形 裕 也 保健医療政策と経済Ⅰ

〃 尾 原 義 和 在宅療養診断治療学Ⅰ

〃 金 澤 亜 錦 小児診断治療学Ⅰ

〃 川 原 由 佳 里 看護学の動向と展望

〃 川 本 美 香 最新専門看護実践講座Ⅱ

〃 熊 田 孝 恒 学際的研究方法

〃 栗 田 佳 彦 小児診断治療学Ⅰ

〃 齋 坂 雄 一 家族看護対象論

〃 佐 々 木 幾 美 看護教育論Ⅱ

〃 佐 々 木 潔 小児診断治療学Ⅰ

〃 佐 竹 悠 良 がん診断治療学

〃 常 風 興 平 臨床薬理学

〃 杉 本 健 樹 がん診断治療学

〃 須 藤 康 彦 精神診断治療学Ⅱ

〃 瀬 戸 奈 津 子 保健医療政策と経済Ⅱ

〃 田 鍋 雅 子 システム経営管理論、看護サービス管理論

〃 中 垣 真 通 家族療法

〃 西 内 律 雄 小児診断治療学Ⅰ

〃 西 岡 明 人 がん診断治療学

〃 西 田 朋 子 看護教育論Ⅱ

〃 任 和 子 看護学の動向と展望

〃 根 来 裕 二 がん診断治療学

〃 橋 本 侑 在宅療養診断治療学Ⅰ、家族看護対象論

〃 浜 田 幸 宏 臨床薬理学

〃 藤 田 冬 子 最新専門看護実践講座Ⅰ

〃 藤 原 か お り 小児診断治療学Ⅰ

〃 八 木 祐 助 臨床薬理学

〃 柳 林 信 彦 看護教育論Ⅰ

〃 吉 沢 豊 子 最新専門看護実践講座Ⅱ

〃 ランドゥ ガツ ロジャー グローバルヘルス論

看護学専攻（博士後期課程）

目科当担名　　氏名　　職

非常勤講師 大 田 え り か 国際看護学

〃 近 藤 麻 理 国際看護学

〃 西 村 ユ ミ 理論看護学Ⅱ
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人間生活学研究科

人間生活学専攻(博士前期課程)

目科当担域領名職

教授 基礎 教育学特論

准教授 基礎 地域資源論

〃 基礎 ライフパフォーマンスアセスメント論

講師 基礎 人間生活学情報リテラシー、デジタルデータ処理演習

教授 栄養・生活学
研究方法論Ⅰ、栄養・生活統計論、環境生態論、栄
養・生活学課題研究演習

〃 栄養・生活学
調理科学特論、調理科学実践演習、自然資源と栄養、
栄養・生活学課題研究演習

〃 栄養・生活学
研究方法論Ⅰ、栄養学特論、人間の身体と栄養、栄
養・生活学課題研究演習

〃 栄養・生活学 健康動態論、栄養・生活学課題研究演習

准教授 栄養・生活学
災害栄養フード・アセスメント論、地域防災論、
栄養・生活学課題研究演習

〃 栄養・生活学
研究方法論Ⅰ、臨床栄養学特論、ウェルビーイング総
論、ライフパフォーマンスアセスメント論、栄養・生
活学課題研究演習

講師 栄養・生活学 実践栄養学特論、リンクワーカー論

〃 栄養・生活学 食品生化学特論、食品製造学特論、自然資源と栄養

〃 栄養・生活学 栄養疫学論、栄養・生活学課題研究演習

教授 社会福祉学
心理学特論、研究と倫理、児童支援福祉論、家族支援
福祉論、社会的処方論、社会福祉学課題研究演習

〃 社会福祉学
社会保障論、福祉行財政論、地域福祉論、地域福祉政
策論、ウェルビーイング総論、ウェルビーイング政策
論、社会福祉学課題研究演習

〃 社会福祉学
国際福祉論、多文化福祉論、ウェルビーイング政策
論、社会福祉学課題研究演習

〃 社会福祉学
研究方法論Ⅱ、ソーシャルワーク論、高齢者福祉論、
共生社会と支援論、社会福祉学課題研究演習

〃 社会福祉学
研究方法論Ⅱ、社会福祉原論、ソーシャルワーク論、
リンクワーカー論、社会福祉学課題研究演習

〃 社会福祉学
研究方法論Ⅱ、認知症ケア論、リンクワーカー論
社会福祉学課題研究演習

准教授 社会福祉学
研究方法論Ⅱ、ソーシャルワーク論、共生社会と支援
論

〃 社会福祉学
研究方法論Ⅱ、介護福祉論、共生社会と支援論、社会
福祉学課題研究演習

〃 社会福祉学 精神保健福祉論

〃 社会福祉学 研究方法論Ⅱ、介護福祉論、共生社会と支援論

〃 社会福祉学
研究方法論Ⅱ、障害者福祉論、データ解析論、ウェル
ビーイング政策論、社会福祉学課題研究演習

〃 社会福祉学
研究方法論Ⅱ、福祉マネジメント論、ウェルビーイン
グ政策論、社会福祉学課題研究演習

教授 文化学 観光文化資源論Ⅰ

〃 文化学
英語文化論Ⅰ、言語コミュニケーション論、文化学課
題研究演習

〃 文化学
ウェルビーイング総論、リンクワーカー論、文化学課
題研究演習

〃 文化学
研究方法論Ⅲ、英語言語文化論特論、文化学課題研究
演習

〃 文化学 研究方法論Ⅲ、法学特論

〃 文化学 日本語文化論

〃 文化学 英語文化論Ⅱ、言語芸術論、文化学課題研究演習

〃 文化学 文学Ⅰ・文学Ⅱ

〃 文化学 英語文化論Ⅲ

〃 文化学
観光文化資源論Ⅰ、観光文化資源論Ⅱ、住居・まちづ
くり論、文化学課題研究演習

〃 文化学
ウェルビーイング　スタディ、日本文化論Ⅰ、日本文
化論Ⅱ、国際日本学、文化学課題研究演習、

准教授 文化学 研究方法論Ⅲ、ウェルビーイング総論

〃 文化学 研究方法論Ⅲ、言語コミュニケーション論

教授 ウェルビーイング学 社会的処方論

向 井 真 樹 子

田 中 顕 悟

三 浦 要 一

梶 原 太 一

ヨ ー ス ・ ジ ョ エ ル

白 岩 英 樹

高 西 成 介

鳥 飼 真 人

五 百 藏 高 浩

宇 都 宮 千 穂

金 澤 俊 吾

菊 池 直 人

氏名

竹 本 和 仁

鈴 木 康 郎

秋 谷 公 博

小 林 淳

近 藤 美 樹

名　　　氏名　　　職

研究科長 西 梅 幸 治

根 本 大 志

高 徳 希

鈴 木 麻 希 子

竹 井 悠 一 郎

三 木 研 作

西 内 章

西 梅 幸 治

矢 吹 知 之

田 中 き よ む

長 澤 紀 美 子

隅 田 有 公 子

島 田 郁 子

村 井 詩 子

杉 原 俊 二

小 高 裕 次

加 藤 由 衣

甲 田 茂 樹

河 内 康 文

辻 真 美

遠 山 真 世

福 間 隆 康

飯 髙 伸 五
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人間生活学専攻(博士後期課程)

目科当担域領名職

教授 栄養・生活学
研究デザイン、環境生態学、栄養・生活学特別研究
Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

〃 栄養・生活学
研究デザイン、人間栄養学、食品機能学、栄養・生活
学特別研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

〃 栄養・生活学 研究倫理、人間健康科学特論

准教授 栄養・生活学 研究倫理、臨床病態栄養学

教授 社会福祉学
研究デザイン、研究倫理、障害者福祉学、児童・家族
福祉学、社会福祉学特別研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

〃 社会福祉学
研究デザイン、国際福祉政策学、社会福祉学特別研究
Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

〃 社会福祉学
研究倫理、地域ソーシャルワーク学、社会福祉学特別
研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

〃 社会福祉学
研究倫理、ソーシャルワーク原理学、社会福祉学特別
研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

〃 社会福祉学
研究デザイン、介護福祉学、社会福祉学特別研究Ⅰ・
Ⅱ・Ⅲ

〃 文化学
研究倫理、言語文化学Ⅰ・Ⅱ、文化学特別研究Ⅰ・
Ⅱ・Ⅲ

〃 文化学
研究デザイン、地域文化学Ⅰ・Ⅱ、文化学特別研究
Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

〃 文化学 研究デザイン

人間生活学研究科 非常勤講師

人間生活学専攻(博士前期課程)非常勤講師

目科当担域領名職

論析解ターデ目科通共師講勤常非

〃
ウェルビーイン
グ学領域科目

地域防災論

三 木 研 作

三 浦 要 一

氏名

矢 吹 知 之

五 百 藏 高 浩

ヨ ー ス ・ ジ ョ エ ル

長 澤 紀 美 子

西 内 章

一 色 健 司

佐 藤 慶 一

西 梅 幸 治

竹 井 悠 一 郎

杉 原 俊 二

近 藤 美 樹

氏名

小 林 淳
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Ⅶ　高知県立大学の施設の概要

７１０５
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高知県立大学 池キャンパス配置図

池キャンパス

土 地 建 物

区 分 所 在 地 区 分

校 舎 敷 地

運 動 場 用 地

大学駐車場・多目的広場他

高知市池２７５１番地１

本部・健康栄養学部棟
社 会 福 祉 学 部 棟
看 護 福 祉 棟
共 用 棟
看 護 学 部 棟
体 育 館
教 職 員 住 宅
学 生 寮
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事務室
就職相談コーナー
ワクワクWork!!

A109
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1

1

エアー
シャワー
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1

1

エアー
シャワー
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H/WC

P.S

M/W.C

W/W.C

グループ
学習室 1

グループ
学習室 2

グループ
学習室 3
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大学院講義室
C326
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災害・共創看護
共同研究室
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災害・共創看護
共同研究室
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Ⅷ 諸 手 続 ・ 証 明 一 覧 

区  

分 
事  項 

提 出 先 
提 出 書 

類 

提示又は持参

するもの 
備  考 教務・ 

学生 

支援 

国際 

交流 

健康管

理セン

ター 

財務 

身分 

住所・電話番号・メ

ールアドレスを変更

したとき 

〇 

  

   

キャンパスポ

ータルシステ

ムの個人情報

変更申請より

変更 

保証人（父母等の身元

保証人・授業料債務の

保証人）を変更したとき

（住所・電話番号の変更

の場合も含む） 

〇 

  

   

キャンパスポ

ータルシステ

ムの個人情報

変更申請より

変更 

改姓等 (改姓及び

改名)をしたとき 
○ 

  

 改姓等届 

事実が確認で

きる書類（戸籍

抄本等） 

 

通称名等（旧姓を

含む）を使用すると

き 

○ 

  

 
通称名等使

用申出書 

必 要 な 書 類

（使用理由によ

り異なる） 

 

学生証を紛失・汚

損したとき 
○ 

  
 

学生証再発

行依頼書 
  

各種証

明書 

在学証明を必要と

するとき 
○ 

  
 

在学証明書

発行依頼書 
学生証 

自 動 発 行 機

による発行可 

在籍（期間）証明を

必要とするとき 
○ 

  
 

証明書発行

依頼書 
学生証  

学業成績証明書を

必要とするとき 
○ 

  
 

証明書発行

依頼書 
学生証 

自 動 発 行 機

による発行可 

卒業見込み証明書

を必要とするとき 
○ 

  
 

証明書発行

依頼書 
学生証 

自 動 発 行 機

による発行可 

免許状取得見込証

明書を必要とすると

き 

○ 

  

 
証明書発行

依頼書 
学生証  

健康診断証明書を

必要とするとき 
 

 
○  

証明書発行

依頼書 
学生証  

休退学

届 

3 か月以上修学す

ることができないと

き 

〇 

  

 休 学 願 
病 気 の と き は

医師の診断書 
 

休学中の者が許可

された休学期間内

に復学しようとする

とき 

〇 

  

 復 学 願 
病気休学であっ

たときは医師の

診断書 

 

退学しようとすると

き 
〇 

  
 退 学 願 

病 気 の と き は

医師の診断書 
 

転学 

等 

他の大学へ転学を

希望するとき 
○ 

  
 転 学 願   

学内で他の学部又は

学科に転部又は転科

を希望するとき 

○ 
  

 
転学部（科）

願 
  

他の大学を受験し

ようとするとき 
○ 

  
 受験許可願   
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授業・ 

単位等 

特別欠席の取扱いを

希望するとき 
○ 

  
 

特別欠席 

申請書 
  

履修を中止するとき ○    履修中止届   

やむを得ず受講登録

を変更する必要があ

るとき 

○ 
  

 
受講登録変

更申請書 
  

他大学等で修得した

単位等の認定を希望

するとき 

○ 
  

 
単位認定 

申請書 
証明する書類  

成績に疑義があると

き 
○ 

  

 

成績に関す

る疑義申立

書 

  

留学 

留学規定による外国

の大学又は短期大学

に留学しようとすると

き 

 ○ 

 

 留 学 願   

通学・

旅行 

JR 通学証明を必要

とするとき 
○ 

  
 

JR 通学証明

書発行願 
学生証 

他の交通機関

は口頭で申込

むこと 

学割証を必要とす

るとき 
○ 

  
 

学生運賃割引

証発行申請書 
学生証 

自 動 発 行 機

による発行可 

学生団体割引証を

必要とするとき 
○ 

  

  

JR 各駅や旅行

代理店にある

指定用紙 

小口団体は出

発日の 15 日前

に JR 提出 

学生  

寮 

入寮募集に応じよう

とするとき 
○ 

  
 入 寮 願 

家族調書・所得を

証明する書類・そ

の他指示する書類 
 

奨学 

金 

日本学生支援機構

等の奨学生募集に

応じようとするとき 

○ 

  

 
各々の奨学

生願書 

所得を証明す

る書類・その他

指示する書類 

 

奨学生に休・復・退

学や改氏名等、異

動があったとき 

○ 

  

 

奨学生異動

関係各種様

式 

  

授業 

料 

納付書を紛失した

とき 
 

  
○  学生証  

授業料の減免を申

請するとき 
○ 

  

 
授業料免除

願 

家族状況調・所

得を証明する書

類・その他指示

する書類 

まず、学年担

当教員に申し

出ること 

課外 

活動 

        

学校の施設外で活

動するとき 
○ 

  
 

学外課外 

活動届 
  

 
        

        

施設 

使用 

体育館・グラウンド等

を使用するとき 
○ 

  
 施設使用願  使用する 3 日

前（土日休日を

除く）までに使

用願を提出 

（部室は年間使

用願） 

和室（池）・防音室

（永国寺）を使用す

るとき（部室は別途

申請要） 

○ 

  

 
学生会館施

設使用願 
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授業・ 

単位等 

特別欠席の取扱いを

希望するとき 
○ 

  
 

特別欠席 

申請書 
  

履修を中止するとき ○    履修中止届   

やむを得ず受講登録

を変更する必要があ

るとき 

○ 
  

 
受講登録変

更申請書 
  

他大学等で修得した

単位等の認定を希望

するとき 

○ 
  

 
単位認定 

申請書 
証明する書類  

成績に疑義があると

き 
○ 

  

 

成績に関す

る疑義申立

書 

  

留学 

留学規定による外国

の大学又は短期大学

に留学しようとすると

き 

 ○ 

 

 留 学 願   

通学・

旅行 

JR 通学証明を必要

とするとき 
○ 

  
 

JR 通学証明

書発行願 
学生証 

他の交通機関

は口頭で申込

むこと 

学割証を必要とす

るとき 
○ 

  
 

学生運賃割引

証発行申請書 
学生証 

自 動 発 行 機

による発行可 

学生団体割引証を

必要とするとき 
○ 

  

  

JR 各駅や旅行

代理店にある

指定用紙 

小口団体は出

発日の 15 日前

に JR 提出 

学生  

寮 

入寮募集に応じよう

とするとき 
○ 

  
 入 寮 願 

家族調書・所得を

証明する書類・そ

の他指示する書類 
 

奨学 

金 

日本学生支援機構

等の奨学生募集に

応じようとするとき 

○ 

  

 
各々の奨学

生願書 

所得を証明す

る書類・その他

指示する書類 

 

奨学生に休・復・退

学や改氏名等、異

動があったとき 

○ 

  

 

奨学生異動

関係各種様

式 

  

授業 

料 

納付書を紛失した

とき 
 

  
○  学生証  

授業料の減免を申

請するとき 
○ 

  

 
授業料免除

願 

家族状況調・所

得を証明する書

類・その他指示

する書類 

まず、学年担

当教員に申し

出ること 

課外 

活動 

        

学校の施設外で活

動するとき 
○ 

  
 

学外課外 

活動届 
  

 
        

        

施設 

使用 

体育館・グラウンド等

を使用するとき 
○ 

  
 施設使用願  使用する 3 日

前（土日休日を

除く）までに使

用願を提出 

（部室は年間使

用願） 

和室（池）・防音室

（永国寺）を使用す

るとき（部室は別途

申請要） 

○ 

  

 
学生会館施

設使用願 
 

 

健康生活科学研究科

健康生活科学専攻 共同災害看護学専攻

博士後期課程
～H25：修士課程
H26～：博士前期課程

博士後期課程 博士課程
～H25：修士課程
H26～：博士前期課程

博士後期課程

平成　11 11 11

12 10 10

13 8 8

14 11 18 29

15 2 11 12 25

16 7 10 9 26

17 9 13 13 35

18 3 12 15 30

19 3 10 9 22

20 7 15 7 29

21 1 16 10 27

22 3 16 10 29

23 4 16 6 26

24 1 15 3 19

25 8 18 9 35

26 1 15 5 4 0 25

27 14 3 12 2 31

28 15 7 10 2 34

29 10 3 5 2 20

30 16 1 1 13 0 31

令和　元 11 6 2 7 2 28

　　　 ２ 17 3 1 6 1 28

３ 18 1 3 10 1 33

４ 21 1 0 6 2 30

５ 13 5 0 6 2 26

６ 11 8 1 5 0 25

７ 14 5 0 11 1 31

合計 49 367 48 8 216 15 647

看護学専攻 人間生活学専攻

Ⅸ　年次別修了者数

年度

看護学研究科 人間生活学研究科

合計
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